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Ⅰ. 緒言 
 

 2025 年問題をターゲットに、医療看護福祉を取り巻く環境は大きく変化してお

り看護職に求められる期待も大きい。社会・時代のニーズに適切に対応できる看護

師を育成していく上で教育の果たす役割は極めて重要であり、養成教育のスタート

ラインである看護基礎教育および看護職としてのスタートラインである新人看護

職員研修のあり方・やり方は特に重要であり、それぞれの教育を効果的・効率的に

行うことが求められる。そのためには、それぞれの制約条件がある中で、看護基礎

教育と新人看護職員研修との連携を念頭に入れた教育のあり方を検討し、質の高い

看護職の育成をめざす必要があると考える。 

 そこで、本研究では「看護管理学」に着目し、看護基礎教育と新人看護職員研修

の教育の実態を明らかにし、看護基礎教育課程における「看護管理学」教育のあり

方を提案するとともに両者の連携について考察することとした。 

本研究の目的を達成するために以下の３つの調査を行い、調査結果等を基に看護

基礎教育と新人看護職員研修での連携のあり方を提案することとした。 

1．看護基礎教育における「看護管理学」教育の実態調査 

2．看護学生の「看護管理学」に対する認識、理解の実態調査 

3．新人看護職員研修における「看護管理」教育の実態調査 

本研究で「看護管理学」に着目した理由は以下の通りである。 

地域包括ケアシステム等の新しいヘルスケアシステムやチーム医療推進にあって 

チーム医療のキーパーソンとして位置づけられている看護職のマネジメント力が 

重要とされる。看護管理は看護管理者の仕事と理解されてきた歴史（資料 2－①）

は長いが、本来の看護管理は対象者へのより良いケアを提供するために必要な活動

であり、看護管理者に限らずすべての看護職にとって必須のものである。 

 「看護管理」の定義として、D.A.Gillies は（1986 年）、「患者にケア、治療、そ

して安楽を与えるための看護スタッフメンバーによる仕事の過程である」と述べて

いる。また、日本看護協会では（1989 年）、「臨床における看護管理とは、患者や

家族に、看護ケア、治療への助力、安楽を与えるために看護職員が行う仕事の過程

である。中略」としている。更に、日本看護科学学会看護学学術用語検討委員会で

は（2011 年）、「最適な看護の提供を目指し、人・物・金・情報・時間に関して計

画・立案、組織化、調整、統制、変革を行う活動およびその過程である。中略」と

している。これらの定義から、「看護管理」とは、より良い看護を提供していくた
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めの促進活動であり、ダイナミックに資源を活用し看護の成果を最大化、最適化す

る知識・技術・態度を統合した過程であるといえる。将来看護職を目指す学生にと

っても、「看護管理」過程を学び必要な知識・技術・態度を習得することが対象へ

のより良い看護実践につながるものである。 

「看護管理」の必要性をＦ .Nightingale は（1861 年）、看護覚え書の Petty 

Management の章で、「優れた看護の成果もすべて、たった一つの欠陥から損なわ

れたり、完全に台なしになってしまうことがある。すなわち、それはほんのささい

な管理上の欠陥で、あなた方がその場にいる時にしていることを、不在の際にも行

われるように計らう術を心得ていない場合のことを指す」とチームで行う看護の連

携・継続性に「看護管理」が重要であることを強調している。 

以上のことから、「看護管理」は実践であり、対象に対する看護実践の成果と密接

に関連し、看護職一人ひとりに必要な知識・技術であるといえる。 

上泉（2001）は看護管理学の概念構成を以下の３つの基本的な要素で示してい

る。 

 1．看護の対象に提供されるケアを調整、統制することを意味する 

「ケアマネジメント」 

2．看護サービスの提供を組織的にマネジメントする視点からとらえる 

「看護サービスマネジメント」 

3．看護と看護管理を取り巻く環境的要素としての「法的基盤、諸制度」 

看護管理の中心的概念は、患者―看護師関係で、対象に提供する「ケア」をマネ

ジメントすることである。看護は対象者への援助であり、対象者一人ひとりに看護

ケアを提供するための知識や技術が必要とされるが、対象者に必要な看護は多くの

場合継続性を必要とし、1 人の看護職の看護だけでは対象者のニーズを満たすこと

はできない。看護職同志の協働、多職種との協働、対象者や家族を取り巻く資源の

活用が重要となる。 

2009 年指定規則の改正による第四次カリキュラム（資料 2－②③）において、「看 

護の統合と実践」科目 6 単位が設定され、「チーム医療・看護ケアにおける看護師

としての調整とリーダシップおよびマネジメントができる能力を養えるような内

容とする」ことが留意点として示された。 

看護基礎教育で行う「看護管理学」に必要な教育内容は「ケアマネジメント」「看 

護サービスマネジメント」であると考える。 

特に「ケアマネジメント」を中心に教育することで、日々の看護実践の効果と効 
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率、看護の質の評価・改善、必要なリーダシップの発揮、意思決定など臨床実践能 

力を向上させ、主体的な看護職としての成長につながるものと考えられる。 

しかし、「看護管理学」に関しては、看護基礎教育での到達目標が示されておら

ず、さらに看護基礎教育に当たる教員達の「看護管理」に対する認識が一致してい

ないうえに、臨地経験のない学生は「看護管理」に対するイメージや学習の必要性

が理解できていない。また、近年、看護系大学の急増により、看護部長経験者が看

護基礎教育の教員として看護管理学を担当している場合も多くなってきており、主

に組織論的視点からの「看護管理学」の教育が行われている可能性があり、看護基

礎教育における「看護管理学」の本質を認識した教育が行われているかは不明であ

る点を考慮したからである。 

本研究の主目的である看護基礎教育と新人看護職員研修の連携の検討が必要で 

あると判断した理由は以下の通りである。なお、看護基礎教育に関しては保助看法

で定められており、新人看護職員研修は保助看法および「看護師等の人材確保の促

進に関する法律」改正により 2010 年に努力義務化された。 

看護基礎教育と新人看護職員研修には以下に示す問題点・制約条件があり、この 

ような制約条件のある中で質の高い一人前の看護師を育成するためには、両者の連

携が必要であるとの判断に至った。 

1．看護基礎教育における問題点 

病院の機能分化が促進され在院日数が短縮され、実習期間中に受け持ち患者

が頻繁に変わる等の状況の中で、時間をかけた臨地実習が難しくなっている。

また、患者の安全意識、権利意識等が高くなり実習にあたっては、患者承諾が

必要となり免許取得前の学生が体験できるケアが減少しつつあることなどに

より臨地実習をかなり制約された条件下で実施せざるを得ない状況にある。こ

のため到達目標に達しない技術項目が多い現状がある。2008 年に厚生労働省

は「看護師教育の技術教育の卒業時の到達度」（資料 2－④）を示している。そ

の後、「臨地実習における看護技術修得状況の実態」（東ら 2009）の報告によ

ると、水準１（単独で出来る）技術項目の経験は平均 25.5％、水準Ⅱ（指導下

での実施）6.6％であった。また、到達度が示される以前の研究報告「学部学

生の卒業時における看護技術の習得状況」（稲垣ら 2003）では、日常生活援助

経験 48％、診療の補助技術経験 9％であった。一方「新人看護師の看護基本技

術に関する実態調査」（日本看護協会 2002）では、入職直後の新人看護師の 7

割以上が 1 人でできると認識している技術は 103 項目中 4 項目（ベッドメーキ
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ング、リネン交換、バイタルサイン測定、身長・体重測定）であり、卒業時の

実践能力の低さと看護基礎教育における課題を示している。 

2．新人看護職員研修の課題 

新人看護職員研修は、法令の改正により努力義務化され 2010 年に厚生労働 

省よりガイドラインが示され開始となり到達目標が設定されている。しかし、 

看護基礎教育と同一項目が教育されており、到達目標の違いが明確になってい 

ない。 

新人看護職員研修開始年度に実施状況調査（医療施設静態調. 2010）が 8605 

施設を対象に実施されている。その結果、新人看護職員研修ガイドラインによ 

る研修の実施率は、600 床以上の病院では 95％以上、300 床以上 91％、100 

床未満 50～60％であり、100 床未満の施設でのガイドラインの周知や研修体 

制の整備等が課題となった。 

「新人看護職員研修制度開始後の評価に関する研究」（佐々木ら 2013）でも、 

小規模病院での周知、到達目標設定の妥当性に課題があることが指摘されてい 

る。これらの課題から、到達目標の修正、研修項目の変更、研修評価、小規模 

病院での運用等を修正したガイドライン改訂が 2014 年 2 月に行われ推進が図 

られている途上である。（資料 2－⑤） 

熊谷（2007）は、看護職員研修の制度化にあたり多様な基礎教育課程の存 

  在をふまえての確実な臨床研修の実施が重要とし、実行可能な臨床研修の方向 

  性として、「看護基礎教育との連動を含めて検討する必要がある」と述べてい 

る。 

井部（2016）は、研修開始後 6 年をふまえ今後の新人看護職員研修は、「看 

護基礎教育で学んだことを土台にし、新人看護職員研修で臨床実践能力を積み 

上げていくもの」と捉え臨床実践能力の構成要素である基本的姿勢と態度、技 

術的側面、管理的側面の内容を吟味し、看護基礎教育機関の教育課程と臨床現 

場とのコラボレーションを推進することを奨励している。 
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Ⅱ.研究目的 
 
 １．研究目的 

   「看護管理（看護マネジメント）」は、全ての看護職にとって共通、不 

可欠なスキルである。 

   本研究は、学生の能力、臨床現場の経験等を考えると「看護管理」教育 

は「看護基礎教育」と「新人看護職員研修」とを連携させそれぞれの教育 

課程の教育内容の分担等を明確にすることが必要と考え、連携を再考して 

いくためのエビデンスを集約し、特に看護基礎教育課程での「看護管理学」 

教育のあり方を考察することを目的とした。 

 

２．研究の意義 

   看護基礎教育において本格的に「看護管理学」教育が取り入れられ、ま 

  た新人看護職員研修においても「看護管理」研修が不可欠な教育項目とし 

て取り上げられるようになって 10 年が経過していない。 

「看護技術教育」においては到達基準、目標を明確にする等の中で看護基 

礎教育課程の標準化が図られているが、「看護管理」においては、時間数、 

教育内容等が必ずしも標準化されておらず到達目標も示されていない。 

   現在の看護基礎教育課程における「看護管理学」は、限られた時間の中 

で、他の専門領域（基礎看護学、成人看護学、母性看護学など）と異なり、 

担当する専門領域がない中で独立科目として教育をしていかなければな 

らない。「看護管理学」については、看護基礎教育で行うべき教育内容等 

について標準化することが必要と考え本研究に取り組んだ。 

   また、一人前の看護職を育てるためには、新人看護職員研修との連携が 

  不可欠であると考え、そのための情報の入手が必要と考えた。 

   そこで、本研究では、「看護管理」教育の実態を把握するために、看護 

基礎教育については看護系大学の全数調査、新人看護職員研修については、 

  600 床以上の医療施設の全数調査を行った。 

看護基礎教育課程における「看護管理学」教育に関する実現性のある 

カリキュラムの提案、新人看護職員研修との役割分担を提案するためには 

現状すなわち「看護管理」教育の実態の把握が不可欠である。 
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臨床看護実践能力は、看護基礎教育と臨床現場との連携、積み重ねによ 

り培われるものであり、本研究が各教育課程の成果が実現にむけて動くこ 

とにより看護職に対するシームレスな継続的、効果的な教育の促進につな 

がるものと期待している。 

 

３．用語の定義 

１）看護管理 

より良い看護を提供していくための促進活動であり、ダイナミックに 

資源を活用し、看護の成果を最大化、最適化する知識・技術・態度を 

統合していく過程である。 

 

２）看護マネジメント 

「看護管理」と同義語である。管理という表記は「物事を取り仕切る、 

取り締まる」という意味合いが強く、上からコントロールされていると 

いう印象を与えかねないため「看護マネジメント」の用語の使用が推進 

されつつある。 

 

３）看護管理学 

「看護管理学」は本来、「看護管理」「看護マネジメント」に関するエ 

ビデンス等を確立していく１つの学問領域の名称である。しかし、大 

学における基礎教育の中で、「看護管理学」という名称を用いて「看護 

管理」教育が行われている実態を考慮し、本論文では「看護管理学」を 

狭義の意味で用いることとした。看護基礎教育としての「看護管理学」 

の内容としては、「ケアマネジメント」「看護サービスマネジメント」 

「セルフマネジメント」の基本的要素に関連した知識・技術を含む。 

 

４）セルフマネジメント 

看護の専門職として自律して役割を遂行する上で必要な自己コント 

ロール能力 
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Ⅲ. 看護基礎教育における「看護管理学」教育の実態 
 

  看護基礎教育における「看護管理学」教育の実態を明らかにするために、全国

の看護系大学を対象に質問紙調査を実施した。看護基礎教育は、現在、大学で約

33％、残りの 67％は専門学校等で行われている。本研究で看護大学を調査対象

にした理由は、専門学校（多くは 3 年間）に比べ修業年限が 4 年間と長く、「看

護管理学」科目としてより密度、内容の濃い教育が実施されている可能性が高い

と判断したからである。看護大学における「看護管理学」教育の実態を明確にす

ることで、看護基礎教育における到達目標、標準化に向けての課題を考察したい

と考え調査研究に取り組んだ。 

  看護大学における「看護管理学」教育に関する研究調査は、各看護大学の看

護管理学カリキュラムの構築、授業展開に関して（加納川ら 2001, 浦田 2001,

井上 2001, 平井 2007, 酒井 2007, 中村ら 2012）数件見受けられたが、複数校

を対象にした先行研究はなかったため、カリキュラム案の標準化に向けて全数調

査が重要である。 

 

１． 研究方法 

１）研究デザイン 

     横断的実態調査研究である。 

  ２）調査対象者 

    看護系大学看護学部の看護管理学教育の責任者 230 名（全数調査） 

３）データ収集期間 

  2015 年 3 月～5 月 

  ４）データ収集方法 

    4 年制看護学部の看護管理学教育の責任者 230 名を対象に、郵送法による 

   調査を無記名自記式質問紙で実施した。 

  調査項目は、「看護管理学責任者の属性」「看護管理学の科目設置状況」「看 

護管理学科目設置大学の看護管理学教育の内容」「看護管理学の未設置大学 

の教育状況」「看護の統合と実践科目としての実習の状況」とした。 

看護管理学教育の内容に関する調査項目の選定にあたっては、指定規則 

   （看護六法 2014）「看護の統合と実践」科目の留意点及び大学における看護 

系人材育成の在り方に関する検討会最終報告書（大学における看護系人材育 
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成検討会 2011）、看護教育の内容と方法に関する検討報告書(厚生労働省 

2011)の「Ⅳ群ケア環境とチーム体制を理解し活用する能力」を参考とした。 

更に、国家試験出題基準の「看護の統合と実践」の「看護におけるマネジメ 

ント」を参考とした。 

 「看護管理学」の基本的な要素を①「ケアマネジメント」②「看護サービ 

スマネジメント」③「セルフマネジメント」とし、教育内容の調査項目を「看 

護マネジメントの基礎」「チーム医療や多職種との協働」「医療安全の基礎」 

「セルフマネジメト」「在宅・訪問看護のマネジメント」の 5 項目とし、さ 

らに下位項目として合計 28 項目の教育内容を設定した。（図１、表１） 

5 項目の内、「看護マネジメントの基礎」「チーム医療や多職種協働」「医療

安全の基礎」は、「ケアマネジメント」「看護サービスマネジメント」の 

視点から必要な教育内容であり、参考とした資料全てに掲載されている。

「在宅・訪問看護マネジメント」は、Ⅳ群「地域ケア構築と看護機能の充

実を図る能力」「保健・医療・福祉システムにおける看護の役割」を参考に

設定した。地域・在宅志向の医療、介護がすすめられる動向の中で「看護

管理学」においても、地域・在宅を視野に入れたマネジメントを概論的に

教育することは重要と考えた。「セルフマネジメント」は、Ⅳ群「看護専門

職の役割」「看護チームにおける委譲と責務」から、看護職としての役割遂

行を行う上で自律性を高める自己管理能力の育成は重要と考えたことにあ

る。 

下位項目 28 項目の設定においては、Ⅳ群の看護実践能力の達成の教育内 

    容を参考に設定した。 

調査項目の妥当性については、指導教授や研究者間で討議を経て確認して 

最終決定を行った。なお、項目数の設定に関しては、回答者の負担も考え 

最適化した。 

また、「看護の統合と実践」科目実習においては、「看護管理学」科目の履 

修内容を実習内容の柱の一つとして組み立てている教育機関も多いと考え 

「看護の統合と実践科目としての実習状況」を調査項目とした。 
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 ５）分析方法 

    統計ソフト IBM SPSS StaticsVer.22 を用いて、単純集計し、「看護管理学」 

設置大学における単位数と教育内容の関連、看護管理者経験と教育内容の関 

連についてχ2検定を行った。有意水準は 5％未満とした。 

 

  ６）倫理的配慮 

    本研究は東京医療保健大学ヒトに関する研究倫理審査委員会の承認を受 

   け実施した。（承認番号院 26－30） 

調査協力は自由意思であること、調査票に回答者の個人名や大学名は記載 

   しないため匿名性が保障されること、データは本研究の目的以外には使用し 

ないこと、回答の返送をもって調査に同意したとみなすこととし、研究結果 

は学会等で発表する可能性があること等について調査依頼文書に明記した。 

 

 ２．結果 

  １）回答者（校） 

    58 校から回答があった（回収率 25.2％）。調査回答校の属性を表２に示す。 

    回答を得た設置主体の割合と母集団の設置主体割合はほぼ等しい結果で 

    あった。（資料１－④） 

 

  ２）「看護管理学」教育の実施状況 

    「看護管理学」科目として、カリキュラムに入れている大学（以下、設置 

校という）は 49 校（84.5％）であり、「看護管理学」科目としてカリキュ 

ラムに入れていない大学（以下、未設置校という）は 9校（15.5％）であ 

った。（表２） 

     設置校での「看護管理学」の履修単位数は、1単位 34 校（70.8％）、2 

単位 14 校（29.2％）であった。教育年次は、4年次が 68.8％、3年次が 

32.7％、1 年次、2 年次が 1.9％であった。（表３） 

     「看護管理学」の担当教員の背景は、医療施設での看護管理者の経験者 

    が 46.9％を占めていた。医療施設での看護管理経験者の職位は、看護師 

長 50％、次いで看護部長 36.4％、副院長 27.3％、副看護部長が 18.2％であ 

った。看護管理に係る修士課程修了者が 36.7％、博士課程修了者は 10.2％で 

あった。非常勤講師として医療施設看護管理者に依頼している設置校 18.4％ 
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であった。（表３） 

     本調査で例示した「看護管理学」に関する 28 の教育項目の実施率（回答校 

49 校の中で実施していると回答した大学の割合）を表４に示す。 

最も高いのは、「在宅ケアチームマネジメント」91.7％で、次に「看護マネジメ 

ントの定義・機能」89.6％、「看護組織の運営」87.5％、「看護提供体制」 

87.5％、「チーム医療の中での看護職の役割」87.5％であった。 

        実施率 75％を超えた教育項目は、2 単位校では、「看護マネジメントの基礎 

      」7 項目、「チーム医療や多職種との協働」2 項目、「医療安全の基礎」2 項目、 

      「在宅・訪問看護のマネジメント」1 項目の合計 12 項目であった。 

1 単位校では、「看護マネジメントの基礎」5 項目、「チーム医療や多職種との 

      協働」2 項目、「在宅・訪問看護のマネジメント」1 項目の合計 8 項目であった。 

      1 単位校では、「医療安全の基礎」では、実施率 75％を超える教育項目はなか 

      った。 

実施率 50％未満の教育項目で最も低い項目は、「在宅ケアマネジメント」 

4.2％、次いで「ストレスマネジメント」6.3％、「リーダシップ」27.1％、「情報管理」 

31.3％、「医療安全対策」31.3％であった。実施率 50％未満の教育項目は、1 

単位校では「看護マネジメントの基礎」2 項目、「チーム医療や多職種と 

の協働」3 項目、「医療安全の基礎」2 項目、「セルフマネジメント」 2 項

目、「在宅・訪問看護のマネジメント」1 項目の合計 10 項目であった。 

一方、2 単位校では、「チーム医療や多職種との協働」3 項目、「セルフマ

ネジメント」2 項目、「在宅・訪問看護のマネジメント」1 項目の合計６項目で

あった。「看護マネジメントの基礎」および「医療安全の基礎」では 50％未満の実

施率の教育項目はなかった。2 単位校で実施率 50％未満の６つの教育項目は、

1 単位校でも実施率 50％未満であり、実施率も 1 単位校のほうが低かった。 

       1 単位校と 2 単位校間で実施率に有意差が認められた教育項目は表４に示 

すとおり 4 項目であった。2 単位校においては、「チーム医療の概念」「看護の質

評価・改善」「感染防止対策」の実施率が有意に高く、「保健医療福祉チー

ムの専門性」は 1 単位校で有意に高かった。 

 

 ３）未設置大学における「看護管理学」教育の実施状況（表５） 

    「看護管理学」科目としてはカリキュラム上あげていない 9 校においても、 

「基礎看護学」の中で教育している大学が 4 校、他の科目（医療安全学、キ 



11 
 

ャリア開発等）の中で教育している大学が 6 校（１校複数回答）で、調査対 

象校の全てにおいて「看護管理学」に関する教育は実施されていた。時間数 

は 1 コマ（90 分）から 6 コマ（9 時間）以上とばらつきがみられた。 

 

 ４）科目担当者の背景と教育内容との関係（表６） 

    「看護管理学」の科目担当者が医療施設においての看護管理者経験を有す

る場合と経験がない場合との間の教育項目は「チーム医療の概念」と「在宅 

   ケアチームマネジメント」の 2 項目で有意差（ｐ＜0.01）が認められ、看護

管理者経験のない場合の方が実施率が高かった。 

 ５）「看護の統合と実践」科目に関する実習の状況（表７ 表８） 

 実習単位は 2 単位が 36 校 64.3％で最も多く、次に 3 単位 9 校 16.1％で あっ 

た。3 校においては 4 単位実施されていた。科目名の表示は、「統合実習」が 17 

校 29.3％、「総合実習」が 24.1％であった。 

実習での学生の理解度については、「看護管理学」担当教員の判断で、「かな 

り理解している」と50％以上の大学が回答した項目は、16項目中2項目で、「看護 

チームカンファレンスの必要性」67.3％、「報告・連絡・相談の重要性と実際」 

69.4％であった。「少しは理解している」と 50％以上の大学が回答した項目は 7 項 

目で「保健医療福祉に係る各専門職との連携の実際」71.4％で最も高く「病院の 

組織」59.2％、「複数患者の受け持ち患者の援助の優先順位の決定」57.1％で他 

の 5 項目も 50％代であった。「殆ど理解していない」が 2 項目で、夜間業務に関 

する項目であった。 

 

３．考察 

  １）「看護管理学」教育について 

    「看護管理学」に関連する教育は、本調査大学 58 校の全てで実施されて 

おり、2009 年のカリキュラム改正で設置された「看護の統合と実践」科 

目の 1 つとして定着しているものと考えられる。 

「看護管理学」に関する教育内容について、75％を超える大学で実施して 

いると回答した教育項目は、「看護マネジメントの基礎」関連の内容が多 

い結果であった。「在宅チームマネジメント」が最も実施率が高い教育項 

目としてあげられた背景には、2025 年問題への対応としての地域包括ケ 

アシステム等に対して関心がもたれており看護基礎教育の中にも取り入 
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れられたものと考える。 

しかし、教育項目の実施率をみると、実施率が 75％を超える「看護管 

    理学」に関する教育項目は、1 単位校では 28 項目中 8 項目（28.6％）、2 

単位校では 12 項目（42.9％）にすぎなかった。特に「看護管理学」の基 

本となる「看護マネジメントの基礎」に分類した教育項目（12 項目）で、 

75％を超える実施率の教育項目が 1 単位校で 5 項目（41.7％）、2 単位校で 7 

項目（58.3％）であったこと、および、「医療安全の基礎」に関する教育内 

容について、1 単位校では実施率 75％を超える教育項目がなかったこと、 

実施率が 50％未満の教育内容が全体（1 単位校および 2 単位校合せて） 

で 9 項目（32.1％）存在することなどは看護基礎教育課程での「看護管理 

学」教育の限界を示唆しているものと思われる。本調査では、28 の各教 

育項目について実施していない場合の理由までは調査していないので、学 

生の理解度等を含め、看護基礎教育の中で実施する教育内容を検討してい 

く必要が生じた。（第Ⅲ章） 

2025 年問題への対応を考えた看護基礎教育の改革が必要とされる中、

「看護管理学」でも「地域・在宅志向の医療」に向けた教育内容を積極的

に取り入れていく必要がある。今回の調査で、「在宅・訪問看護のマネジメ

ント」の中で、「在宅ケアチームマネジメント」に関しては実施率 91.7％

（1 単位校:88.2％、2 単位校：100％）であるのに対して、「在宅ケアマネ

ジメント」の実施率は 4.2％（1 単位校：0％、2 単位校：14.2％）に過ぎな

かった。この違いの理由の一つに、在宅看護論等の他科目との関連が考え

られる。看護基礎教育における「看護管理学」の位置づけ、内容等を検討

していく場合には、他科目との関連性、整合性を明確にしていくことも必

要である。いずれにしても看護基礎教育の中で「看護管理学」が定着して

いることが示唆されたので、今後は、新人看護職員研修における教育内容

とのすみ分けをしていく必要がある。 

  今回の調査では、全看護大学に調査を依頼し、58 校（回収率 25.2％）に協 

 力頂き、「看護管理学」教育の実施状況の概要は把握できたと考えている。 

さらに、学生の「看護管理学」に関する関心の程度や、知識の習得状況などに 

関する調査、および、新人看護職員研修での「看護管理」の研修の実態などの 

調査を実施し、看護基礎教育課程での「看護管理学」教育のあり方を検討して 

いくこととする。 
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２）「看護の統合と実践」科目実習について 

    実習は回答校の殆どで行われていたが、指定規則上は 2 単位以上とされて 

   いるが、実際の履修単位数には幅がみられた。学生の実習における理解度は 

全体的に低く、実習のねらいとする複数患者の優先度や看護師の 1 勤務帯の 

流れ等、各領域別の看護学実習で行われている 1 患者受け持ち中心の実習か 

らの脱却までには至っていない現状がある。チーム医療における多職種理解 

も充分ではない。夜間実習に係る理解は特に低いが、夜間実習体制と関連し 

ていると推察される。 

「看護の統合と実践」科目に関する実習は、「看護管理学」科目と関連し 

た内容であり、看護基礎教育課程の中での連動性とともに、「新人看護職員 

研修」とのすみ分けや到達レベルの見直しも必要となる。 

 

４．本研究の限界と課題 

    回収率 58 校（25.2％）のサンプル数は、看護大学における「看護管理学」 

教育の傾向は明らかにできるが、全般を普遍化するには限界がある。また、

「看護管理学」以外の科目を設定している看護大学も多く「看護管理学」に 

関連した教育全般を明確にすることは出来ておらず今後の課題となる。 
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５．結語 

    看護大学における「看護管理学」科目の教育の実態は以下の通りである。 

  １）「看護管理学」科目の設置大学は 84.5％であり調査大学の全てにおいて「看 

護管理学」に関する教育が行われていた。 

  ２）「看護管理学」科目の設置大学の運用の傾向は、4 年次（68.8％）、1 単位 

（70.8％）であった。 

  ３）2 単位校は 1 単位校に比べ 3 項目の教育内容の実施率が有意に高く、1 項 

目ついては 1 単位校の実施率が有意に高かった。 

  ４）教育内容の上位項目は、「看護マネジメントの基礎」に関する内容であっ 

た。 

  ５）「看護管理学」教育担当者は、医療施設の看護管理経験者が非常勤をあわ 

    せると 70％弱であった。 

  ６）「看護の統合と実践」科目実習の運用には学校差がみられた。 

  ７）「看護の統合と実践」科目に関する実習に対する学生の理解度において 

50％以上の大学が「よく理解できた」とした項目は 16 項目中 2 項目であ 

り、「殆ど理解していない」と回答した項目は 2 項目であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



15 
 

 

 

 

 

 

 

        

        

     

 

 

               

 

                

 

                

 

  

 

 

        図１ 調査項目（「看護管理学」関連の教育内容） 
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  表１ 「看護管理学」関連の教育内容に関する調査項目（28 項目） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．看護マネジメントの定義機能 １5.看護ケアのマネジメント

２．組織論 16．看護の質評価・改善

３．看護組織機能 17．目標管理

４．看護提供体制 18．人的資源管理

５．看護活動のPDCAサイクル 19．物品・薬品管理

６．チーム医療の概念 20．コスト管理

７．保健医療福祉チーム員の専門性 21．リーダシップ

８．チーム医療の中での看護職の役割 22．メンバーシップ

９．医療安全の概念 23．情報管理

10．医療事故分析 24．医療安全対策

11．有害事象の予防・対策 25．感染防止対策

12．災害・防災管理 26．問題解決法

13．タイムマネジメント 27．ストレスマネジメント

14．在宅ケアチームマネジメント 28．在宅ケアマネジメント



17 
 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 回答校の設置主体と「看護管理学」科目設定の有無 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

　　　　　　　ｎ＝58

学校数（％）

私立大学 34(58.6 )

国立大学 13(22.4 )

公立大学 8(13.8 )

市立大学 1（1.7）

その他 2（3.4）

設置している 49（84.5）

設置していない 9（15.5）

大学の設置主体

「看護管理学」
科目設定の有無
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 表３ 「看護管理学」科目の設定状況等（設定している大学 49 校） 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校数（％）

履修単位数 1単位 34(70.8 )

2単位 14(29.2 )

無効回答 1

4年次 33(68.8 )

3年次 17(32.7 )

1年次 1(1.9 )

2年次 1(1.9 )

医療施設で看護管理者の立場であった 23(47.9）

看護管理に係わる修士課程を修了 18（37.5 )

非常勤（医療施設看護管理者）に依頼 9(18.8）

看護管理に係わる博士課程を修了 5(10．4)

その他 11(22.9 )

師長 11（47.8）

看護部長 8（34.8）

副院長 6(26.1 )

副看護部長 4(17.4）

教育年次
（複数回答）

担当教員の背景
（複数回答）
n＝48

看護管理経験者の
職位　　(複数回答）
ｎ＝23
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表４ 「看護管理学」に関する教育内容 28 項目の実施率 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　実施率

1単位校　％ 2単位校　％ 合計　％

看護マネジメントの定義機能 85.3 100 89.6

組織論 82.4 78.6 81.3

看護組織の運営 91.2 78.6 87.5

看護提供体制 88.2 85.7 87.5

看護活動のPDCAサイクル 85.3 85.7 85.4

災害・防災管理 41.2 57.1 45.8

看護ケアのマネジメント 70.6 78.6 72.9

看護の質評価・改善　＊　　　　　　　　　　　　　　 61.8 92.9 70.8

目標管理 67.6 71.4 68.8

人的資源管理 64.7 64.3 64.6

物品・薬品管理 35.3 57.1 41.7

コスト管理 52.9 71.4 58.3

チーム医療の概念　＊＊　　　　　　　　　　　　　 52.9 92.9 64.6

保健医療福祉チーム員の専門性　　＊　　　　　 91.2 57.1 81.3

チーム医療の中での看護職の役割 82.4 100 87.5

リーダシップ 23.5 35.7 27.1

メンバーシップ 35.3 35.7 35.4

情報管理 29.4 35.7 31.3

医療安全の概念 70.6 78.6 72.9

医療事故分析 50 50 50

有害事象の予防・対策 61.8 64.3 62.5

医療安全対策 23.5 50 31.3

感染防止対策　＊　　　　　　　　　　　　　　　　　 47.1 78.6 56.3

タイムマネジメント 50 57.1 52.1

問題解決法 35.3 42.9 37.5

ストレスマネジメント 2.9 14.3 6.3

在宅ケアチームマネジメント 88.2 100 91.7

在宅ケアマネジメント 0 14.3 4.2

＊ｐ<0.05 
＊＊ｐ＜0.01 75%超え

50%未満

セルフマ
ネジメント

在宅・訪
問看護ﾏ
ﾈｼﾞﾒﾝﾄ

大項目 教育内容

看護マネ
ジメントの
基礎

チーム医
療と多職
種協働

医療安全
の基礎



20 
 

 

 

 

 

 

表５ 「看護管理学」未設置大学の設置状況  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n＝９
複数回答 総数 ％
基礎看護学で取り上げている 4 44.4
その他の科目で取り上げている 6 66.7

看護管理学以外の科目で取り上げている時間数
総数

1コマ（90分 1
2コマ（180分） 1
3コマ（270分） 1
6コマ以上（540時間以上） 1
1コマ（90分
2コマ（180分）
3コマ（270分） 2
５コマ（450時間） 1
6コマ以上（540時間以上） 5

基礎看護学

その他の科目

看護管理に関する
教育方法
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表６ 看護管理者経験と教育内容との関連 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

看護管理学教育科目 看護管理者経験 看護管理者経験 ｐ値（χ
2
検定）

（あり） （なし）

チーム医療の概念 17（34.7％） ３２（65.3％） ｐ＝0.00６＊＊

在宅ケアチーム ４（8％） 45（91.8％） ｐ＝0.0４２＊

マネジメント

　χ２検定　　＊ｐ＜.05 ＊＊ｐ＜.01
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表７ 統合分野「看護の統合と実践」科目の実習設定状況 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ=56
総数 ％

実習単位 2単位 36 64.3
3単位 9 16.1
1単位 8 13.8
4単位 3 5.4

実習科目の名称 統合実習 17 29.3
総合実習 14 24.1
看護総合実習 4 6.9
看護学統合実習 2 3.4
ヘルスケアマネジメント実習 2 3.4
その他 17
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表８ 実習の理解度 

                                   ｎ＝49     

 

  

 

  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

総数 ％ 総数 ％ 総数 ％

1 病院の組織 15 30.6 29 59.2 5 10.2
2 看護部門の運営 11 22.4 24 49 14 28.6
3 病棟の運営 15 30.6 26 53.1 8 16.3
4 病棟管理者の役割 18 36.7 23 46.9 8 16.3
5 看護師の一勤務帯の流れ 20 40.8 26 53.1 3 6.1
6 看護チームリーダ-の役割 19 39.8 26 53.1 4 8.2
7 看護チームメンバーの役割 24 49 23 46.9 2 4.1
8 複数患者の受け持ち患者の 14 28.6 28 57.1 7 14.3

援助の優先順位の決定
9 看護チームカンファレンスの必要性 33 67.3 16 32.7 0 0

10 夜間の病棟管理体制と業務内容 6 12.8 16 34 25 53.2
11 夜間の患者の特徴的な状態把握 6 12.8 14 29.8 27 57.4
12 保健医療福祉に係る各専門職との連携の実際 14 28.6 35 71.4 0 0
13 他職種カンファレンスの必要性 17 34.7 27 55.1 5 10.2
14 外部施設との連携 8 16.3 23 46.9 18 36.7
15 報告・連絡・相談の重要性と実際 34 69.4 15 30.6 0 0
16 セルフマネジメントの実行 20 42.6 22 46.8 5 10.6
17 その他

平均 35.20% 47.80%
50%を超える項目

かなり理解している 少しは理解している 殆ど理解していない
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Ⅳ. 「看護管理学」に対する看護学生の理解・関心の実態 
 

  本研究で行った教員を対象とした「看護管理学」の教育に関する実態調査の結

果から、看護基礎教育（大学教育）の課程で、調査対象の 100％の大学が統合領

域あるいは専門領域別の看護教育の中に「看護管理学」の教育内容が設定されて

いることが明らかになった（第Ⅱ章）。また、病院を対象とした新人看護職員研

修に関する調査では、看護基礎教育で現在取り上げられている教育内容と臨床の

看護管理者が看護基礎教育の課程で履修しておくことが望ましいと考える「看護

管理学」教育内容には相違がみられた（第Ⅳ章）。 

さらに、看護基礎教育、新人看護職員研修ともに各施設で実施されている教育

内容、教育時間等は多様化していることが明らかになった。 

看護臨地実習を通してしか臨地現場の状況を把握する機会がない学生達が、看 

護基礎教育で行われている「看護管理学」教育に対してどの程度関心・興味を示 

し理解しているかについて調査し、看護基礎教育、新人看護職員研修での役割分 

担を検討しいく必要があると考え本調査を実施することとした。 

   

１．研究方法 

 １）研究デザイン 

   横断的実態調査研究である。 

 ２）調査対象者 

   ２大学(A・B)の看護大学生 146 名 

    A 大学： 4 年次生 100 名 

B 大学： 3 年次生  46 名 

   調査協力が得られた両大学共にカリキュラムの中に「看護管理学」の科目 

を設け学生は必修科目として履修している。 

 ３）調査期間 

   2016 年 6 月～8 月 

 ４）調査項目 

    「看護管理学」科目履修が修了した 2 大学の学生 146 名を対象に、無記 

名自記式質問紙を用いた調査を行った。調査項目は、「看護管理学」の各 

教育内容（28 項目）に対して「理解が難しかった」（いくつでも選択が可 

能）「興味・関心」（最も興味・関心をもった 3 項目を選択）とした。 
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調査内容（項目）は、看護基礎教育及び新人看護職員研修を対象に調査 

した「看護管理」に関する教育の際に用いた調査項目と同様に 28 項目と

した。教育項目は、「看護マネジメントの基礎」、「チーム医療と多職種協 

働」、「医療安全の基礎」、「セルフマネジメント」、「在宅・訪問看護のマ

ネジメント」の 5 つの大項目からなり、さらに、それぞれの下位項目と

して合計 28 項目の教育項目である。 

なお、教育項目は学生が理解しやすいように表現に工夫を加えた。 

   ５）分析方法 

     分析は統計ソフト IBM SPSS StaticsVer.22 を用いて、記述統計を行っ 

た。５つの大分類に対する各教育項目の回答数を合計し平均値と標準偏差 

を算出した。 

 

   ６）倫理的配慮 

     本研究は東京医療保健大学ヒトに関する研究倫理審査委員会の承認を 

受け実施した。（承認番号院 28－10） 

調査協力は自由意思であり、回答の返送をもって調査に同意したとみな 

すこと、無記名の調査であり匿名性は保障されること、データは、本研究 

の目的以外に使用しないこと、研究結果は学会等で発表すること等につい 

て、調査依頼文書に明記した。 

 

２．結果 

１）回答対象者 

  A 大学 4 年次生 100 名（回収率 100%） 

  B 大学 3 年次生  46 名（回収率 100%） 

２）「看護管理学」の教育項目（28 項目）に対する学生の理解度 

  28 項目に対して「理解が難しかった」と回答した学生の割合を表 9 に 

示す。 

  「理解が難しかった」と回答した学生の割合が 25%を超える教育項目 

は 5 項目あり、「看護における経済性」39.7％、「看護管理過程」36.3%、 

「人事労務管理」33.6%、「看護管理の定義・目的」30.1%、「看護活動に 

おける PDCA サイクル」26.7%であった。 

 「理解が難しかった」と回答した割合が低い下位 5 つの教育項目は、「チ 
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ーム医療の概念」4.8%、「保健医療福祉チームにおける他職種の専門性」 

5.5%、「保健医療福祉チームの他職種連携における看護職の役割」6.2％、 

「感染防止対策の目的・概要」6.2%、「医療事故分析の目的」6.8%であっ 

た。 

 「看護管理学」の教育項目の 5 つの大分類（カテゴリー）の平均値を表 

10 に示す。各大項目について「理解が難しい」と回答した割合は、「看護 

マネジメントの基礎」（22.8±9.6）%、「チーム医療と多職種協働」（8.9 

±5.1）%、「医療安全の基礎」（9.1±4.5）%、「セルフマネジメント」（19 

±5.2）%、「在宅・訪問看護のマネジメント」（15.8±8.7）%であり、学 

生達は「看護マネジメントの基礎」に含まれる教育項目が最も理解が難し 

いと認識していた。 

３）「看護管理学」の教育項目（28 項目）に対する学生の興味・関心 

  28 項目のそれぞれの項目に対して「興味・関心」があると学生が選択 

した割合を表 9 に示す。 

 「興味・関心がある」と選択した割合が 25%を超える教育項目は 2 項目 

であり、「看護チームにおけるリーダシップの必要性」31.5%、「個人と組 

織が取り組むストレスマネジメント」25.3%であった。 

 「興味・関心がある」項目として学生が選択した割合の低い下位 5 つの教 

育項目は、「看護管理過程」2.1%、「看護管理の定義・目的」2.7%、「在宅 

看護におけるケアマネジメントの考え方」2.7%、「問題解決の必要性と問 

題解決過程」3.4%、「看護における経済性」3.4%であった。 

 「看護管理学」の５つの大分類（カテゴリー）の平均値を表 10 に示す。  

各大項目について「興味・関心がある」と選択した割合は、「看護マネジ 

メントの基礎」（7.7±5.3）%、「チーム医療と多職種協働」（16.2±7.8）%、 

「医療安全の基礎」（13.5±3.9）%、「セルフマネジメント」（11.2±12.3）% 

「在宅・訪問看護のマネジメント」（3.4±0.99）%であった。「在宅・訪 

問看護のマネジメント」に含まれる教育項目が学生の興味・関心が特に低 

く、次に「看護マネジメントの基礎」に含まれる教育項目であった。 

      

  ３．考察 

 25%以上の学生が「理解が難しい」と認識している 5 つの教育項目の全て 

が「看護マネジメントの基礎」に係わる項目であった。「看護マネジメント 
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の基礎」に係わる教育項目には、「看護管理の定義・目的」等が含まれてお 

り「看護管理学」科目の中心的な教育項目である。「看護管理学」が現在の 

指定規則上看護基礎教育の必修科目である以上、教育方法を工夫し、学生の 

理解度を高めていくことが不可欠であることが本調査から示唆された。 

さらに、「看護マネジメントの基礎」の教育項目に対する学生の「興味・ 

   関心」も低く、「興味・関心」がある内容として選択した学生が 10%未満の 

教育項目が 15 項目もあり、その内 10 項目が「看護マネジメントの基礎」 

に係る教育項目であった。理解が難しいために興味・関心がもてないのか、 

興味・関心がないことが理解を難しくしているのかは明らかでないが、学生 

が「看護管理学」に興味・関心を示すような教育方法の工夫が望まれる。 

以上の結果より、看護大学の「看護管理学」科目の教育責任者を対象にし 

た調査結果で得られた看護基礎教育での実施率と学生の理解、関心とは必ず 

しも関係していないことが明確となった。例えば、「看護管理の定義・目的」 

は教育実施率は 89.6％であったが、学生の理解は難しく、関心が低いと回 

答している。このことは、臨地実践が少ない学生に興味・関心をもたせ、看 

護管理の基本的な教育項目を徹底して理解させる教育方法の工夫が重要で 

あることを示している。 

「看護部組織の運営」に関する項目は、本研究で行った新人看護職員研修に 

関する調査（Ⅳ章）結果でも到達度が低く、臨地現場を知らない学生にとっ 

ては難しく、興味・関心が低いことは当然と考えられる。 

 最も難しく、興味・関心がないカテゴリーは、「在宅・訪問看護マネジメ 

ント」「看護マネジメントの基礎」であったが、第Ⅱ章に示す本研究の調査 

結果では、看護基礎教育課程の教育において 2025 年問題への対応も含めて 

地域志向、在宅志向の医療への転換をめざし「在宅・訪問看護のマネジメン 

ト」の教育を強化している結果が示されており、学生の認識と教育提供側の 

間にズレがある現状を教員は真摯に受けとめる必要がある。 

 学生達の理解が高く且つ興味・関心があるカテゴリーは、「チーム医療と 

多職種協働」であった。興味・関心がある教育項目として、「看護チームに 

おけるリーダシップの必要性」があげられた。一方、同じカテゴリーの中の 

「メンバーシップにおける役割」に対する関心が低い結果であった。看護基 

礎教育では、リーダシップよりメンバーシップの教育の実施率が高くここに 

もずれがみられている。 
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アメリカでは、看護基礎教育において「リーダシップスキル行動の育成」 

を体験学習を通して行っており（karen J Foll ら 2014）、その報告では、グ 

ループ活動でリーダシップを育成し、そのリーダシップ行動を「LPI 

(Leadership Practics Inventory)評価ツール」で測定し前後比較により改善 

がみられている。そして、自己評価や他学生の他者評価をすることがリーダ 

シップ行動の進歩に影響するとしている。ここから示唆されることは、体験 

学習が効果的な教育的アプローチであること、評価尺度を用い他者から評価 

されることにより、リーダシップの必要性等の認識が強化されることから、 

「看護管理学」授業の展開に活用したいと考える。 

  次いで、「ストレスマネジメント」も興味・関心が高く、看護学生として 

臨地で臨床実践を行う際のストレスへの危機意識と対処行動に対する学生 

側のニーズと考える。 

 千田ら（2011）は、成人看護学実習における看護学生の困難感に関する 

研究論文分析を行い、114 コード、28 サブカテゴリ－、7 カテゴリー「看護 

援助の実施」「看護援助の範囲と意義」「患者との関係性の構築」「実習指導 

者との関係」「カンファレンスの実施とその場における討議」「看護過程の展 

開と記録の記載方法」「学習課題の遂行」が形成されたと報告している。 

 また、石田ら（2001）は、実習に臨む看護学生の不安の強さについて測 

定した結果、「不安がある」と答えたものが全体の約 9 割であり、不安の強 

い順から「技術について」、「患者との接触」、「適切な記録物」、「スタッフか 

ら受ける評価」であったと報告している。 

    

 本調査においては、学生の「理解度」を調査することを目的の 1 つにした

ために、調査協力を依頼した大学からは「授業評価」と受けとめられ調査協

力が得られにくく調査対象者数が限られてしまった。しかし、本研究調査は、

学生の看護管理学に対する理解・関心等の実態を把握する一助となったと考

えている。 
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４．結語 

   2 大学の学生の「看護管理学」科目の教育内容に対する「理解の難しさ」 

と「興味・関心」の認識の実態は以下の通りである。 

 

１）「理解が難しい」教育項目の上位 5 項目は「看護マネジメントの基礎」 

に関する項目であった。 

   ２）「理解が難しい」教育項目の下位項目 5 項目の中で 3 項目が「チーム 

     医療と多職種協働」に関する項目であった。 

   ３）「興味・関心」のある教育項目の上位 5 項目は、全てのカテゴリーに分 

散していた。最も高いのは「看護チームにおけるリーダシップの必要性」 

次いで「ストレスマネジメント」であった。 

   ４）「興味・関心」が低い下位 3 つの教育項目は、全て「看護マネジメント 

の基礎」に関する教育項目であった。 

   ５）「理解が難しく」さらに「興味・関心」が低い教育項目は「看護管理の

定義・目的」「看護部組織のしくみ」「看護管理過程」であった。 
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表９ 「看護管理学」の教育項目に対する学生の理解・関心 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ＝146

44(30.1) 4(2.7)

53(36.3) 3(2.1)

29(19.9) 9(6.2)

34(23.3) 6(4.1)

27(18.5) 5(3.4)

39(26.7) 18(12.3)

12(8.2) 22(15.1)

33(22.6) 8(5.5)

28(19.2) 21(14.4)

49(33.6) 13(8.9)

19(13) 27(18.5)

13(8.9) 10(6.8)

28(19.2) 7(4.8)

58(39.7) 5(3.4)

7(4.8) 21(14.4)

8(5.5) 24(16.4)

9(6.2) 20(13.7)

14(9.6) 46(31.5）

13(8.9) 16(11)

27(18.5) 15(10.3)

23(15.8) 21(14.4)

10(6.8) 14(9.6)

11(7.5) 27(18.5)

9(6.2) 17(11.6)

36(24.7) 7(4.8)

26(17.8) 5(3.4)

21(14.4) 37(25.3)

14(9.6) 6(4.1)

32(21.9) 4(2.7)

25%以上

在宅・ 訪問 看護
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

「理解 が難 しかった 」と
回答した学生数（％）

「 興 味関 心ある」 と選
択した学生数（％）

在宅ケアチームにおける看護職の役割

在宅看護におけるケアマネジメントの考え方

災害・防災管理の考え方

セ ル フ マ ネ ジ メ
ント

タイムマネジメント定義・要素

問題解決の必要性と問題解決過程

個人と組織が取り組むストレスマネジメント

薬物の取扱いと管理

物品供給システム

看護における経済性

大項目 教育項目

看 護 の マネ ジ メ
ントの基礎

医療安全の基礎

安全管理（セーフティマネジメント）の概念

医療事故分析の目的

医療事故の予防・対策の考え方

感染防止対策の目的・概要

チ ーム医療 と 多
職種協働

チーム医療の概念

保健医療福祉チームにおける多職種の専門性

保健医療福祉チームの他職種連携における看護職の役割

看護チームにおけるリーダシップの必要性

メンバーシップにおける役割

情報管理における対応・倫理的配慮

看護実践の評価と改善の方法

看護部門における目標管理の考え方

人事労務管理（労働時間管理等）の原則

看護活動におけるPDCAサイクル

看護サービスの特性

看護管理の定義・目的

看護管理過程

組織が円滑に運営するための原則

看護部組織の仕組み

看護ケア提供システムの種類と特徴
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表 10 「看護管理学」の教育項目５つのカテゴリーに対する学生の理解・関心 

                       （カテゴリー別平均値） 

大項目 「理解が難しかった」 「興味・関心」 

 平均値％ 標準偏差  平均値％ 標準偏差 

看護マネジメントの基礎 22.8 9.6 7.7 5.3

チーム医療と多職種協働 8.9 5.1 16.2 7.8

医療安全の基礎 9.1 4.5 13.5 3.9

セルフマネジメント 19 5.2 11.2 12.3

在宅・訪問看護マネジメント 15.8 8.7 3.4 0.99
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Ⅴ. 新人護職員研修における「看護管理」教育の実態 
 

  平成 21 年の「保健師助産師看護師法」及び「看護師等の人材確保の促進に関 

する法律」の改正に伴い努力義務化された「新人看護職員研修」において、「看

護管理」に対する研修がどのように行われているかについての実態を調査するこ

ととした。 

上記の法改正以前の新人看護職員に対する研修は、各医療施設の自己努力によ

り自前で行われていた。 

法改正とともに厚生労働省から発出された「新人看護職員ガイドライン」では、

臨床実践能力の構造は、「Ⅰ基本的姿勢と態度」「Ⅱ技術的側面」「Ⅲ管理的側面」

で構成され、これらの要素は患者の看護を通して統合されるべきものであるとさ

れている。３つの構成要素の具体的な研修内容は、「基本的姿勢と態度」16 項目、

「技術的側面」70 項目、「管理的側面」18 項目からなり、それぞれの項目ごとに

到達度目標（レベル１：1 人でできる、レベルⅡ：指導下でできる）が示されて 

いる。 

 本研究では、「看護管理学」「看護管理」に着目して「看護基礎教育」と「新人

看護職員研修」の実態について情報を収集し、両者の教育・研修の連携を図るこ

とを最終目標としている。 

本章では、新人看護職研修における「看護管理」研修の実態調査について述べ

る。 

 

１． 研究方法 

 １）研究デザイン 

    横断的実態調査研究    

  ２）調査対象者 

    600 床以上の全国の一般病院の看護部門責任者 247 名 

  ３）調査期間 

    2015 年 11 月～12 月 

  ４）調査方法 

     600 床以上の一般病院の看護部門責任者 247 名（全国の全数調査）を対 

象に無記名自記式質問紙を用いた郵送法による調査を行った。本調査で、

600 床以上を調査対象にした理由は、600 床以上の一般病院は新人看護
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職員研修が努力義務化される以前から、施設の自己努力により新人研修

が実施されており、法律改正後の新人研修の実施率は 95％（医療施設調

査 2010）であることからである。 

５）調査項目 

    調査項目は、①各施設で実施している「看護管理」に関する集合研修の 

   状況、②臨床実践能力の 1 つとされている「管理的側面」に関する研修項 

目（18 項目）および「看護職員として必要な基本的姿勢と態度」に関す 

る研修項目（16 項目）の中で看護管理に関係すると考えた 7 項目（表 17）  

についての新人看護師の到達度、③看護部門の責任者が看護基礎教育で 

実施することを期待している看護管理に関する教育項目とした。 

②の「看護職員として必要な基本的姿勢と態度」に関する研修項目から 

    7 項目を抜粋した理由は、大項目 4 項目の内、「組織における役割・心構 

    えの理解と適切な行動」と「生涯にわたる主体的な自己学習の継続」が看 

    護サービスマネジメントや看護マネジメントの基本姿勢、セルフマネジメ 

    ントに関連すると考えたことにある。 

    なお、各施設での「看護管理」に関する集合教育状況および看護基礎教 

育の「看護管理学」において実施することを期待している教育項目は第Ⅱ 

章の調査研究で用いた 28 項目とした。 

 

  ６）分析方法 

     分析は、統計ソフト IBM SPSS StaticsVer.22 を用いて、記述統計を行 

    った。「新人看護職員の集合教育時間」と「管理的側面」の教育時間数と 

    の相関をクラーメール連関係数で分析した。 

 

  ７）倫理的配慮 

     本研究は東京医療保健大学ヒトに関する研究倫理審査委員会の承認 

を受け実施した。（承認番号院 27－25） 

調査協力は自由意思であり、質問紙の返送をもって調査に同意したと 

みなすこと、無記名の調査であり匿名性は保障されること、データは、 

本研究の目的以外に使用しないこと、研究結果は学会等で発表するこ 

と等について、調査依頼文書に明記した。 
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２．結果 

  １）回答者（医療施設） 

    96 病院から回答があった（回収率 38.9％）。調査回答病院の設置主体を表 

12 に示す。公的医療機関 42.3％、国立病院 18.6％、医療法人設立の病院 

10.3％であった。回答を得た医療施設の設置主体の割合と母集団の設置主体 

割合はほぼ等しい結果であった。（資料 1－⑤） 

 

２）「看護管理」に関する集合教育の現状 

  新人看護師研修としての集合教育時間は、年間 60 時間以上が最も多く 

83.5％、30 時間以上 6.2％、50 時間以上 6.2％であった（表 13）。集合教育 

の中で、「管理的側面」に関する集合教育についやしている時間数は、年間 

10～20 時間 36.1％、5 時間～10 時間 29.9％で両者で 70％弱を占めていた。 

30 時間以上が 16.5％、20 時間～30 時間が 14.4％であった（表 14）。 

    集合研修時間数と「看護管理」に関する研修時間数との関係についてはク 

   ラメールの連関係数 0.388 であり、両者の間には相関関係が認められた。       

    「看護管理」に関する 28 の教育項目の集合研修での実施率（回答された 

   全医療施設 96 病院に対し実施している医療機関の割合）を表 15 に示す。 

実施率が 75％を超えた教育項目は、「医療安全対策」97.9％、「感染防止 

対策」97.9％、「医療安全の概念」94.8％、「看護提供体制」77.1％の 4 項目 

であった。 

   実施率が 50％未満の教育項目は、28 項目中 15 項目あり、特に実施率の 

低い項目は、「在宅ケアマネジメント」6.3％、「在宅ケアチームマネジメン 

ト」9.3％でいずれも「在宅・訪問看護のマネジメント」に関する項目であ 

った。「看護マネジメントの基礎」に属する教育項目の中で実施率 50％未満 

は 7 項目あり、「看護マネジメントの定義・機能」「組織論」「看護活動の PDCA 

サイクル」「看護ケアのマネジメント」「看護の質評価・改善」「人的資源管 

理」「コスト管理」であった。「チーム医療と多職種協働」に属する教育項目 

では 3 項目あり、「保健医療福祉チーム員の専門性」「リーダシップ」「メン 

バーシップ」であった。 

「医療安全の基礎」に属する教育項目では 1 項目あり、「有害事象の予防・ 

対策」であった。「セルフマネジメント」に属する教育項目は 2 項目で、「タ 

イムマネジメント」「問題解決法」であった。 
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３）「看護管理」に関する教育項目の新人看護師の到達度 

  本調査で到達度の実態調査の対象とした教育項目は、「管理的側面」に関 

する 18 項目と「看護職員として必要な基本姿勢と態度」の 16 項目から選 

択した 7 項目の計 25 項目である。 

 本調査の研究の回答にあたっての「到達レベル」の判断は、ガイドライン 

が示す各研修項目の到達基準（レベルⅠ：1 人でできる、レベルⅡ：指導下 

できる）に各医療施設の 80％以上の新人看護師が到達した場合とするよう 

に調査対象者に依頼した。 

 （1）新人看護職員研修ガイドライン「管理的側面」18 項目の到達度 

   75％を超える施設がそれぞれ目標とされている到達レベルに達したと回 

答した項目は 18 項目中８項目であった（表 16）。 

   到達レベルに達した項目は、「プライバシーを保護した医療情報、記録物 

  の取り扱い」（レベルⅠ）95.8％、次いで「インシデントの報告」（レベルⅠ） 

89.5％、「業務上の報告・連絡・相談」（レベルⅠ）84.2％、「業務基準・手 

順に沿った実施」（レベルⅠ）82.1％、「看護用品・衛生材料の整備点検」（レ 

ベルⅡ）80％、「看護記録を正確に作成」（レベルⅡ）76.8％、「規程に沿っ 

た適切な医療機器、器具の取り扱い」（レベルⅡ）75.8％、「患者等に対する 

適切な情報提供」（レベルⅡ）75.5％であった。「薬剤等の管理」「災害・防 

災管理」に含まれる教育項目では、「薬剤を適切に請求・受領・保管」（レベ 

ルⅡ）は 68.4%であったが、それ以外は目標に到達したとの回答が 60%未 

満であった。 

到達基準でみると、到達基準がレベルⅠの教育項目 7 項目の中で 75%以 

上の医療機関が到達したと回答した項目は、「インシデントの報告」、「プラ 

イバシーを保護した医療情報、記録物の取扱い」「業務基準・手順に沿った 

実施」「業務上の報告・連絡・相談」の 4 項目であった。 

到達基準がレベルⅡの教育項目 11 項目の中で 75%以上の医療機関が到達 

   したと回答した項目は、「患者等に対する適切な情報提供」「看護記録を正確 

   に作成」「規程に沿った適切な医療機器、器具の取扱い」「看護用品・衛生材 

   料の整備点検」の 4 項目であった。 

 到達基準がレベルⅠ（1 人でできる）とされている 7 項目中で到達しなか 

った割合が 75%未満の教育項目は、「施設内の消火設備、避難ルートの患者 

への説明」54.7%、「施設内の医療情報の規定の理解」58.9%、「施設におけ 
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る医療安全体制の理解」65.3%の 3 項目であった。 

 

（2）新人看護職員研修ガイドライン「看護職員としての基本的姿勢と態度」 

の到達度 

   「看護職員としての基本的姿勢と態度」の中で「管理的側面」と関連が深 

いと思われる「組織における役割・心構えの理解と適切な行動」「生涯にわ 

たる主体的な自己学習の継続」の２つのカテゴリーに含まれる 7 項目につい 

て調査を行った。 

 到達した（各医療施設の新人看護師の 80％以上が修得できた）と、75％ 

を超える医療施設が回答した項目は 7 項目中の中で「チーム医療の構成員と 

しての理解と行動」（レベルⅡ）83.2％、「病院及び看護部の理念の理解と行 

動」（レベルⅠ）82.1％、「同僚や他の職員とのコミュニケーション」（レベ 

ルⅠ）82.1％の 3 項目であった (表 17)。 

カテゴリーでみると、「組織における役割・心構えの理解と適切な行動」 

は到達度が高いが、「生涯にわたる主体的な自己学習の継続」に関しては 75% 

を超える医療施設が到達したと回答した項目は 1 項目もなかった。 

到達基準でみると、レベルⅠの教育項目の到達度は、3 項目中 2 項目であ

った。到達割合が 75％以下は、「自己評価、他者評価をふまえた自己の学習

課題をみつける」72.6％であった。レベルⅡの教育項目の到達度は、4 項目

中 1 項目のみが 75%を超える到達度であり「チーム医療の構成員としての理

解と行動」であった。「病院及び看護部の組織と機能の理解」74.7%、「課題

に向けての行動」66.3％、「学習成果の実践への活用」66.3％であった。 

 

４）看護部門責任者が看護基礎教育の「看護管理学」教育での実施を期待する 

  教育項目 

   看護部門責任者が、看護基礎教育の「看護管理学」教育での履修が必要で 

あると考える教育項目を28項目の中から選択してもらった結果を表18に示 

す。100% の施設が必要（A：非常に必要 B：必要の合計）とした教育項目 

は、「チーム医療の中での看護職の役割」「医療安全の概念」「感染防止対策」 

「ストレスマネジメント」の 4 項目であった。90％以上の施設が必要とした 

教育項目は 10 項目、80％以上の施設が必要とした項目は 10 項目と臨床側 

は「看護管理学」に関する多くの教育を看護基礎教育で実施することを求め 
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ているといえる。 

 また、看護基礎教育における「看護管理学」についての意見を自由記載で 

依頼したところ 13 施設の看護部門責任者から回答があった。 

期待する教育内容として「組織で働く社会人基礎力のマネジメント」5 施設 

   「ストレスマネジメント」3 施設、「タイムマネジメント」2 施設から必要で 

あるとの意見がよせられた。  

   少数ではあるが以下の意見があった。 

    （1）マネジメント教育の基礎教育と現場教育の連携 

    （2）自己・他者・集団・組織・社会を対象とした段階的な看護管理教育 

       の必要性 

    （3）新人看護職員研修の義務化の必要性 

    （4）新人看護職員研修における「管理的側面」の評価の不十分さ 

 

３．考察 

 １）「看護管理」の集合研修について 

  新人看護職員の集合教育時間として 60 時間以上が 83.5％であり、分散教育

も追加されることを考えると、調査対象とした 600 床以上の病院では各医療施

設ともに新人看護師育成に多くの教育時間を当てていることがわかる。その中

で「看護管理」の集合教育時間は、5～10 時間以内が 29.9％であった。研修時

間が短い結果、薬剤等の管理、災害・防災管理、コスト管理などの項目の到達

度が低い結果になっているものと思われる。 

集合教育時間として 60 時間以上をあてている医療施設では、「看護管理」に 

  あてている教育時間 10~20 時間とより高い相関があった。「看護管理」の教育 

は OJT で行うよりも Off-JT で行われる場合が多いことも考えられるが、集合 

教育時間として 20 時間は必要と考える。 

新人看護職員研修の「看護管理」研修で 75％を超える医療施設が取り上げて

いる教育内容は、医療安全、感染対策等のセーフティマネジメントに関する項

目であり、安心・安全な看護サービスの提供に必要な教育項目である。 

実施率が 50％未満の教育項目は 28 項目中 15 項目あったが、「医療安全の基

礎」に属する教育項目としては「有害事象の予防・対策」の 1 項目のみであり、

各医療施設が新人研修において医療安全の強化に取り組んでいることを裏づ

けるものである。 
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「セルフマネジメント」に関する教育項目の実施率が 50％未満が 3 項目中 2

項目であったが、これらの項目は、医療施設の 100％が看護基礎教育課程での

履修を求めている教育内容であり、今後のすみ分けの参考データとなった。「看

護提供体制」についても 75％を超える実施率であり、新人研修を行う施設の看

護提供体制についての教育がしっかり行われていると考えられる。 

 

２）「管理的側面」18 項目の到達について 

   「管理的側面」項目の修得における到達度が、75％を超える項目が 18 項目

中 8 項目であり、到達基準レベルⅠの教育項目が 7 項目中 4 項目であり達成

度が高いとは言えない。また、「薬剤等の管理」「災害・防災管理」のカテゴリ

ーに含まれる項目については、75%以上の医療施設が到達している項目はなく

今後の新人研修の在り方を検討していく必要がある。 

小渡ら（2010）の研究報告でも、「薬品の請求・受領・保管」「血液製剤の請

求受領・保管」の項目について修得度が低い結果を得ており、新人看護師は主

にベッドサイドでのケアを中心に日常業務を行なっていることから、薬品、血

液製剤に関わる機会が少ないことを指摘している。計画的、意図的な教育の推

進が必要なことが示唆される。 

「管理的側面」18 項目の到達度の平均は 71％であり、塩見ら（2013）の研

究の結果の 67％に比較すると高いが本研究で 1 つの目安とした 75％を超えて

おらず達成度が高いとはいえない。 

 

３）「看護職員としての基本的態度」7 項目の到達について 

  「組織における役割・心構えの理解と適切な行動」の到達度は 4 項目中 3 項

目が 75％を超えており達成度は高い。「看護部理念の理解」「チームの構成員   

としての役割」は、各医療施設、各部署で行われるオリエンテーションの際に

実施されている成果と推察される。「病院、看護部組織と機能の理解」（レベル

Ⅱ）1 項目が 74.7％で 75％未満であり、集合教育項目「看護部組織の運営」

の実施率が 71.9％であり強化が必要である。 

 「生涯にわたる主体的な自己学習の継続」3 項目は 75％を超えていなかった。

「自己の学習課題を見出す」（レベルⅠ）、「課題の解決行動ができる」（レベル

Ⅱ）、「学習成果を実践に活かせる」（レベルⅡ）は、日々の看護活動の PDCA

サイクルを機能させることとも関連することであり、看護専門職として主体的
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にキャリアを積み重ねていく基盤になり課題である。集合教育項目「看護活動

の PDCA サイクル」の実施率は 20.8％であり強化が必要と考える。 

 

４）看護部門責任者が看護基礎教育の「看護管理学」教育において実施することを

期待する教育項目について 

看護部門責任者が看護基礎教育に期待する教育項目として 100％の医療施設

が必須と回答した 4 項目のうち「医療安全の概念」「感染防止対策」は、新人

看護職員研修で強化している教育項目と一致しており、教育内容のすみ分けを

するだけでなく、同教育項目であっても教育内容を看護基礎教育早期から段階

的に考えていく必要があることが示唆された。 

   また、自由記載による「看護管理学」教育に対する意見は、「社会人基礎力」 

  「ストレスマネジメント」「タイムマネジメント」等のセルフマネジメントの 

  教育に対する期待が大きいと考えられる。つまり、臨床現場では多くの実践的 

な教育が必要とされるため、組織人、社会人としての基礎づくりは看護基礎教 

育が役割を担うことが求められる。また、少数ではあるが、看護基礎教育と臨 

床教育との連携や「看護管理学」教育の段階的な教育の必要性についても貴重 

な意見が得られた。 
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 ４．結語 

   医療施設における新人看護職員研修の「看護管理」に関する集合研修および

ガイドラインが示す「管理的側面」に関する研修の実態および教育項目の到

達度の実態は以下の通りである。 

１）新人看護職員研修における「看護管理」に関する集合教育時間は、年間 

  10～20 時間が最も多く 36.1％であった。 

２）「看護管理」に関する集合教育で取り上げている教育内容で実施率 75％を

超えた教育項目は、「医療安全対策」「感染防止対策」「医療安全の概念」「看

護提供体制」の 4 項目であった。 

３）「管理的側面」項目で目標とした到達レベルに達した（80％以上の新人看

護師が到達したことをもって到達したと判断する）と 75％を超える医療施 

設が回答した項目は、18 項目中 8 項目であった。 

４）看護部門責任者が、看護基礎教育の「看護管理学」の教育においての履修

が必要と 100％の施設が回答した教育項目は「チームの中での看護職の役

割」「医療安全の概念」「感染防止対策」「ストレスマネジメント」の 4 項

目であった。 
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表 12  回答病院の設置主体 

                                       ｎ=96 

設置主体 病院数 ％ 

公的医療機関 42 42.3 

その他 24 24.7 

国 18 18.6 

医療法人 10 10.3 

個人 2 2.1 

社会保険関係団体 1 1 
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 表 13  新卒看護師に対する集合教育時間数（年間） 

                                        ｎ=96 

  回答病院数 ％ 

60 時間以上 81 83.5 

30 時間以上 6 6.2 

50 時間以上 6 6.2 

40 時間以上 2 2.1 

20 時間以上 1 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



43 
 

 

 

 

 

 

 

 

 表 14 新卒看護師に対する集合教育の中で「看護管理」教育に 

あてている時間数（年間） 

                                                 ｎ=94 

 回答病院数 ％ 

10 時間～20 時間 35 36.1 

5 時間～１０時間 29 29.9 

30 時間以上 16 16.5 

20 時間～30 時間 14 14.4 

                                       無効回答数 2 
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表 15 新人看護職員研修における「看護管理」に関する教育内容 28 項目の実施率 

                                                 ｎ=96 

 

 

 

 

 

 

  

実施している施設数 ％

看護マネジメントの定義・機能 15 15.6

組織論 21 21.9

看護組織の運営 69 71.9

看護提供体制 74 77.1

看護活動のPDCAサイクル 20 20.8

災害・防災管理 64 66.7

看護ケアのマネジメント 25 26

看護の質評価・改善　　　　　　　　　　　　　　　 23 24

目標管理 60 61.9

人的資源管理 19 19.6

物品・薬品管理 55 56.7

コスト管理 35 36.5

チーム医療の概念　　　　　　　　　　　　　　 51 52.6

保健医療福祉チーム員の専門性　　　　　　　 19 19.8

チーム医療の中での看護職の役割 59 61.5

リーダシップ 12 12.5

メンバーシップ 40 41.7

情報管理 68 70.8

医療安全の概念 91 94.8

医療事故分析 50 52.1

有害事象の予防・対策 43 44.8

医療安全対策 94 97.9

感染防止対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　 94 97.9

タイムマネジメント 33 34.4

問題解決法 16 16.5

ストレスマネジメント 66 68.8

在宅ケアチームマネジメント 9 9.3

在宅ケアマネジメント 6 6.3

　　　　　実施率

セルフマ
ネジメン
ト

在宅・訪

問看護ﾏ

ﾈｼﾞﾒﾝﾄ

大項目 教育内容

看護マ
ネジメン
トの基礎

チーム
医療と多
職種協
働

医療安
全の基
礎

回答施設の75％超が実施していると回答した項目

回答施設の50％未満が実施していると回答した項目
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表 16 新人看護職員研修「管理的側面」に関する研修項目の到達度 

（各施設の新人の 80％以上が修得できた） 

                                             

                                ｎ=95 

 

 

 

 

 

 

 

 

到達基準

研修項目 レベル* 数 ％

①施設における医療安全体制を理解する。 Ⅰ 62 65.3

②インシデント（ヒヤリ・ハット）事例や事故事例の報告を速やかに行う。 Ⅰ 85 89.5

①施設内の医療情報に関する規定を理解する。 Ⅰ 56 58.9

②患者等に対し、適切な情報提供を行う。 Ⅱ 71 75.5

③プライバシーを保護して医療情報や記録物を取り扱う。 Ⅰ 91 95.8

④看護記録の目的を理解し、看護記録を正確に作成する。 Ⅱ 73 76.8

①業務の基準・手順に沿って実施する。 Ⅰ 78 82.1

②複数の患者の看護ケアの優先度を考えて行動する。 Ⅱ 71 74.7

③業務上の報告・連絡・相談を適切に行う。 Ⅰ 80 84.2

④決められた業務を時間内に実施できるように調整する。 Ⅱ 60 63.2

①薬剤を適切に請求・受領・保管する。（含、毒薬・劇薬・麻薬） Ⅱ 65 68.4

②血液製剤を適切に請求・受領・保管する。 Ⅱ 48 50.5

①定期的な防災訓練に参加し、災害発生時（地震・火災・水害・停電等） Ⅱ 54 56.8

には決められた初期行動を円滑に実施する。

②施設内の消化設備の定位置と避難ルートを把握し患者に説明する。 Ⅰ 52 54.7

①規程に沿って適切に医療機器、器具を取り扱う。 Ⅱ 72 75.8

②看護用品・衛生材料の整備・点検を行う。 Ⅱ 76 80

①患者の負担を考慮し、物品を適切に使用する。 Ⅱ 66 69.5

②費用対効果を考慮して衛生材料の物品を適切に選択する。 Ⅱ 53 55.8

* 　到達基準　レベルⅠ：1人できる　レベルⅡ：指導下でできる

災害・防災管理

物品管理

コスト管理

到達施設数

安全管理

情報管理

業務管理

薬剤等の管理

到達基準を基準を超えた施設が75％を超えた項目
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表１７ 新人看護職員研修「看護職員として必要な基本姿勢と態度」 

に関する研修項目の到達度（各施設の新人の 80％以上が修得できた） 

                                        ｎ＝95 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 到達基準

レベル 数 ％

病院及び看護部の理念を理解し行動する。 Ⅰ 78 82.1

病院及び看護部の組織と機能について理解する。 Ⅱ 71 74.7

チーム医療の構成員としての役割を理解し協働する。 Ⅱ 79 83.2

同僚や他の医療従事者と適切なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝをとる。 Ⅰ 78 82.1

自己評価及び他者評価を踏まえた自己の学習課題をみつける。 Ⅰ 69 72.6

課題の解決に向けて必要な情報を収集し決定に向けて行動する。 Ⅱ 63 66.3

学習の成果を自らの看護実践に活用する。 Ⅱ 63 66.3

到達基準　Ⅰ：１人できる　Ⅱ：指導下でできる

　　　　　　到達基準を基準を超えた施設が75％を超えた項目

組織における役割・心

構えの理解と適切な行

動

生涯にわたる主体的な

自己学習の継続

到達施設数
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表１８ 看護部門責任者が看護基礎教育の「看護管理学」教育おいて実施することを 

期待する教育項目 

                                          ｎ＝96 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

A:非常に必要である　　Ｂ：必要である
A B 合計

％ ％ ％

看護マネジメントの定義機能 22.8 59.8 82.6
組織論 24.5 56.4 80.9
看護組織の運営 17.4 65.2 82.6
看護提供体制 29 64.5 93.5
看護活動のPDCAサイクル 41.1 53.7 95.1
災害・防災管理 30.4 60.9 91.3
看護ケアのマネジメント 44.2 52.6 96.8
看護の質評価・改善　　　　　　　　　　　　 24 62.5 86.5
目標管理 26 62.5 88.5
人的資源管理 6.4 62.8 69.2
物品・薬品管理 21.1 55.8 76.9
コスト管理 18.9 54.7 73.6

チーム医療の概念　　　　　　　　　　　　　 59.4 38.5 97.9
保健医療福祉チーム員の専門性　　　　 31.2 53.8 85
チーム医療の中での看護職の役割 61.5 38.5 100
リーダシップ 26.3 53.7 80
メンバーシップ 44.8 52.1 96.9
情報管理 36.2 59.6 95.8

医療安全の概念 74.2 25.8 100
医療事故分析 22.1 60 82.1
有害事象の予防・対策 25 55.4 80.4
医療安全対策 65.6 33.3 98.9
感染防止対策　　　　　　　　　　　　　　　 69.5 30.5 100

タイムマネジメント 36.2 61.7 97.9
問題解決法 37.9 54.7 92.6
ストレスマネジメント 60.4 39.6 100

在宅ケアチームマネジメント 9.7 69.9 79.6
在宅ケアマネジメント 8.6 73.1 81.1

医療安全
の基礎

セルフマネ
ジメント

在宅・訪問看

護ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

大項目 教育内容

看護マネジ
メントの基
礎

チーム医
療と多職種
協働
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Ⅵ. 看護基礎教育と新人看護職員研修の連携・一本化の必要性 
 

  一人前の看護職を育成するためには、看護基礎教育と平成 22 年に努力義務化

された新人看護職員研修を一本化させていくことが必要と考え「看護管理」教育

に着目して、まず、実態を把握することが不可欠と考え本研究を計画し実施した。 

  本章では、本研究で実施した看護基礎教育及び新人看護職員研修に関する実態

調査の結果を基にして、「看護管理学」の教育に着目して両者（教育課程および

研修過程）の一本化の必要性について論述する。 

 

 １．看護基礎教育の視点から 

  １）看護基礎教育に求められるニーズの多様化に対応するための時間的制約 

   看護基礎教育の内容等は「指定規則」で定められており、指定規則は 1967

年（昭和 42 年）に第一次カリキュラム改正として大改定され、それ以降も 1989

年（平成元年）第二次カリキュラム改正、1996 年（平成 8 年）第三次カリキ

ュラム改正、現在運用されている 2009 年（平成 21 年）第四次カリキュラム

改正が行われてきた。 

 カリキュラムの改正の度ごとに、時代・社会のニーズを反映して新たな教育

項目として、精神看護学、老年看護学、在宅看護論などが追加されてきた。「看

護管理」に関しては、第四次カリキュラム改正で「看護の統合と実践」科目が

新設され、「看護マネジメントができる基礎的能力を養う」ことが「指定規則」

の留意点として明記された。チーム医療推進における多職種との協働の中で調

整的役割を担うことが期待される医療動向を反映しているものである。 

   時代・社会のニーズに応えるべく看護基礎教育に求められる教育内容は多様  

  化・複雑化・高度化してきているが、「指定規則」では 97 単位 3000 時間以上

の講義・実習を履修することが規定されており、さらに看護教育の大学化に伴

い各大学は大学の特殊性を発現するためのカリキュラムを組み込んでおり、学

生達はかなりハードなカリキュラムの下で履修している現状がある。このこと

を反映し、調査対象の大学の「看護管理学」科目の単位数は、7 割が 1 単位で

運用しており、3 年または 4 年間という時間的制約の中で「看護管理学」に対

して 1 単位以上の時間をあてることは、かなり難しいと考えられる 
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 ２）「看護管理学」に関する教育項目の実施率の視点から 

    本研究で行った看護大学における「看護管理学」教育の実態調査に際し「看 

護管理学」教育として必要と考えられる教育項目 28 項目を設定したが、そ 

の実施率は以下の通りであった。 

 （1）28 教育項目の実施率が 75％を超える教育項目は、1 単位校では 8 

    項目（28.6％）、2 単位校では 12 項目（42.9％）に過ぎなかった。 

 （2）特に「看護管理学」の基本となる「看護マネジメントの基礎」に分 

    類した教育項目（12 項目）で、75％を超える実施率の教育項目は 1 

    単位校で 5 項目（41.7％）、2 単位校で 7 項目（58.3％）あった。 

 （3）実施率が 50％未満の教育項目が全体で 9 項目（32.1％）存在してい 

    た。 

実施率が低い原因については今回の調査では実施しなかったが、全体の時 

間数が不足していることが大きな要因であると考えられる。第四次カリキュ 

ラム改正で「看護マネジメントができる基礎的能力を養うこと」が追記され 

たことと、今回の調査で「看護管理学」の５つの大分類の中の１つである「看 

護マネジメントの基礎」に係る教育項目の実施率が特に低いことを考えると、 

   時間的制約のある中での看護基礎教育で行う教育内容を厳選し、残りの項目 

   については、新人研修で行う発想転換が必要と考える。 

 

３）看護学生の「看護管理学」の教育項目の理解の視点から 

本研究では、2 大学の看護大学生に、「看護管理学」教育 28 項目について、 

「理解の難しさ」と「興味・関心」を調査した。2 大学での調査のため普遍 

化はできないが一つの傾向として以下の有益なデータが得られた。 

 調査結果において、「看護管理学」の中心となる「看護マネジメントの基 

礎」のカテゴリーに関する教育項目について、学生は理解が難しいと認識し、 

興味・関心が低いことが明らかとなった。 

結果を以下に示すが（ ）は質問項目が学生に理解されやすいように表現を 

変えたものである。 

 （1）「理解が難しい」と 25%以上の学生が回答した教育項目は、「コスト 

   管理」（看護における経済性）、「人的資源管理」（人事労務管理）、「看 

   護マネジメントの定義機能」（看護管理の定義・目的）、「看護活動の 

   PDCA サイクル」（看護管理過程）であった。全て、「看護マネジメ 
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  ントの基礎」に関連する教育項目であり、「ケアマネジメント」に必要 

  な教育項目といえる。 

（2）「興味・関心」が低い下位 5 項目は、「看護管理の PDCA サイクル」（看 

  護管理過程）、「看護マネジメントの定義機能」（看護管理の定義・目的） 

  「在宅ケアマネジメント」（在宅看護におけるケアマネジメントの考え 

方）、「問題解決法」(問題解決の必要性と問題解決過程)、「コスト管理」

（看護における経済性）であった。 

「看護管理学」の教育内容の中で学生が理解が難しく、興味・関心がも 

てないものとして、「看護における経済性」「人的資源管理」などがある。 

実習以外で臨床現場の実態を知る機会の少ない学生がこれらの教育内容 

を理解することに無理があることは当然のことと思われる。教育項目を厳 

選し、臨場感のある現場で教育する方が効果的である教育項目は、新人研 

修で行った方が効果的・効率的である。 

     また、看護基礎教育では、学生が臨地実習等で実際に経験できることと 

直結するように焦点化して理解を高めていくことが必要と考えられる。 

    

２．新人看護職員研修の視点から 

  １）新人看護職員研修の教育内容の多様化の中で「看護管理」に当てられる 

    研修時間の制約 

  新人看護師研修としての集合教育時間は、年間 60 時間以上 83.5％、30 

時間以上 6.2％、50 時間以上 6.2％であった。その内、「管理的側面」に関 

する集合教育の時間数は、年間 10～20 時間 36.1％、5 時間～10 時間 29.9％ 

で 7 割弱を占めていた。30 時間以上が 16.5％、20 時間～30 時間が 14.4％ 

であった。「看護管理」に関する教育は、集合教育で教育する内容が多いこ 

とから、少なくとも 20 時間程度の集合教育時間を確保し看護基礎教育で取 

りあげなかった内容を重点的に教育していく必要がある。 

 

 ２）新人看護職員研修の研修内容の実施率と到達度 

（1）集合教育の「看護管理」教育の実施率 

    「看護管理」に関する 28 の教育項目の集合研修での実施率（回答する全 

医療施設 96 病院のうち実施している医療機関の割合）で、実施率 75％を超 

えた研修項目は、「医療安全対策」97.9％、「感染防止対策」97.9％、「医療 
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安全の概念」94.8％、「看護提供体制」77.1％の 4 項目であった。 

   実施率 50％未満の研修項目は、28 項目中 15 項目あり、特に低い実施率 

の項目は、「在宅ケアマネジメント」6.3％、「在宅ケアチームマネジメント」 

9.3％で「在宅・訪問看護のマネジメント」に関する項目であった。「看護マ 

ネジメントの基礎」7 項目、「チーム医療と多職種協働」3 項目、「医療安全 

の基礎」2 項目も実施率が低かった。 

 新人看護職員研修で実施率の低い教育項目については、臨床側がすでに看 

護基礎教育で当然実施されていると判断して行われないことも推測される。 

このことは、表 19 に示す新人看護職員研修での実施率 50％未満と看護部門 

責任者が看護基礎教育に履修を期待する教育項目が 11 項目重複しているこ 

とからも判断できる。 

一方、新人看護職員研修での実施率の高い教育項目は、新人看護師が実務 

   を行う上で最低限必要なこと、安心・安全な看護を提供するために必要なこ 

と、看護部の一員としての看護部門の理解が優先され教育されている。 

「医療安全の基礎」の実施率は高く、看護基礎教育における「看護管理学」 

と重複を避けすみ分けすることが必要である。また、表20に示す実施率75％ 

以上の教育項目について看護基礎教育、新人看護職員研修を対比してみると 

「看護提供体制」に重複がみられる。「看護提供体制」の内、「看護提供方式」 

は看護師国家試験の出題傾向が高い。看護基礎教育では概要を教育し、新人 

研修では各施設で採用している「看護提供方式」や看護基準・手順等の全体 

的なシステムを教育することが望ましいと考える。 

以上のように、「看護管理」に関する集合教育を 20 時間で実施するには、 

現在の実施率から考えても看護基礎教育と連携を取り、重複を避ける、役割 

分担を明確にする等の対応が必要とされる。 

 

３）「管理的側面」に係る研修項目の新人看護師の到達度 

    「管理的側面」に係る研修項目の到達度は、75％を超える項目が 18 項 

目中 8 項目であり、到達基準レベルⅠの教育項目 7 項目中 3 項目が未達成 

であった。 

レベルⅠの未達成項目は、「医療安全体制の理解」「医療情報規定の理解」 

「消火設備の理解と患者への説明」であった。この 3 項目に対する集合教育 

の実施率は高く分散教育で強化することにより達成が可能になると思われ 
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る。 

「管理的側面」項目の内、看護基礎教育で修得可能と考えられる項目（「イ 

   ンシデントの速やかな報告」「プライバシーを保護した医療情報の取扱い」 

   など）もある。特に「インシデントの速やかな報告」は、「看護の統合と実 

践」科目実習の到達度の調査において、「報告・連絡・相談の重要性と実際」 

が理解群 100％であり、看護基礎教育での修得項目にスライドすることも可 

能と考える。 

 

５．結語 

   看護基礎教育の「看護管理学」科目で「看護管理」に関連する教育を全て 

実施するのは、時間的にも学生の理解レベルからも限界がある。臨地経験の乏 

しい学生がイメージできるように、看護管理の概念やポイントをおさえた教育 

や臨地実習に直結する「看護管理学」の教育内容を吟味し、研修施設の個別性 

や多様性に関わることは、「新人看護職員研修」で実施することが効果的であ 

る。 

 新人看護職員研修の「管理的側面」の研修項目の中には「インシデントの 

速やかな報告」、「プライバシーを保護した医療情報の取扱い」のように看護基 

礎教育において到達可能な教育項目もある。 

   医学部長病院長会議においても「医師育成をシームレス」にするための卒前 

教育・初期研修・専門医研修の連携の必要性が提案されている。 
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表１９ 新人看護職員研修と基礎教育課程で実施が期待されている教育項目の重複 

          （看護管理教育項目 28 項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新人看護職員研修 看護基礎教育に期待する教育項目
　（実施率50%未満） （80%以上）

在宅ケアマネジメント 6.3 チーム医療の中での看護職の役割 100
在宅ケアチームマネジメント 9.3 医療安全の概念 100
リーダシップ 12.5 感染防止対策 100
看護マネジメントの定義機能 15.6 ストレスマネジメント 100
問題解決法 16.5 医療安全対策 98.9
人的資源管理 19.6 チーム医療の概念 97.9
保健医療福祉チーム員の専門性 19.8 タイムマネジメント 97.9
看護活動のPDCAサイクル 20.8 メンバーシップ 96.9
組織論 21.9 看護ケアのマネジメント 96.8
看護の質評価・改善 24 情報管理 95.8
看護ケアのマネジメント 26 看護活動のPDCAサイクル 95.1
タイムマネジメント 34.4 看護提供体制 93.5
コスト管理 36.5 問題解決法 92.6
有害事象の予防・対策 44.8 目標管理 88.5

看護の質評価・改善 86.5
看護マネジメントの定義機能 82.6
看護組織の運営 82.6
医療事故分析 82.1
在宅ケアマネジメント 81.1
有害事象の予防対策 80.4
組織論 80.9
保健医療チームの専門性 85
リーダシップ 80
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表 20 看護基礎教育と新人看護職員研修の重複教育項目（実施率 75%以上） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

看護大学「看護管理学」科目履修 新人看護職員研修の実施

在宅ケアマネジメント　 91.7 医療安全対策 97.9
看護マネジメントの定義・機能 89.6 感染防止対策 97.9
看護組織の運営 87.5 医療安全の概念 94.8
看護提供体制 87.5 看護提供体制 77.1
チームの中での看護職の役割 87.5
看護活動のPDCAサイクル 85.4
組織論 81.3
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Ⅶ. 看護基礎教育と新人看護研修における「看護管理」教育の 
すみ分け     －教育の標準化に向けて－ 

 

  本研究の調査結果より、看護基礎教育と現任教育とくに新人看護師に対する研

修における「看護管理」教育のすみ分けを明確にし、それぞれの課程における 

 「看護管理学」の教育内容を標準化していくことが必要であることが明らかとな

った。 

  そこで、本章では本調査結果を参考に、看護基礎教育および新人看護職員研修 

のそれぞれの課程における「看護管理」に関する教育のすみ分け、教育内容案を 

提案することとする。 

 

 １．「看護管理学」の教育 

  「看護管理学」に関する教育が、平成 21 年の指定規則の改正に伴い、「看護

の統合と実践」科目の 1 項目として取り上げられ、それ以降の看護基礎教育の

中で、定着していることは本研究の調査でも明らかである。 

   しかし、「看護管理学」に対する基本的な考え方、教育内容、必要な単位数 

などは必ずしも統一しているわけではない。 

 本研究調査では、「看護管理学」の教育内容を 5 つのカテゴリーに区分し、 

さらに 28 の具体的な教育項目に分類し調査を行った。その結果、本調査で提 

示した 28 項目以外に回答者からの「看護管理学」の教育項目としての追加項 

目はなかった。したがって、本研究で提示した 28 項目は、「看護管理学」教育 

項目として妥当と考え、「看護管理学」のすすめかたを提案することとした。 

 本調査で選定した 28 項目は、「看護の統合と実践」科目の留意点に表記され

ている、「チーム医療・看護ケアにおける看護師としての調整とリーダシップ

およびマネジメントができる能力」と学部学生の卒業時の４つの到達度（Ⅰ群 

～Ⅳ群）のⅣ群「ケア環境とチーム体制整備能力」から導きだしている。 

 看護基礎教育課程の「看護管理学」は、対象へのより良い看護を提供をする

ために必要となる３つのマネジメント、「ケアマネジメント」、「看護サービス

マネジメント」、「セルフマネジメント」を主軸に構成したいと考える。 

「看護管理学」の概念構成は、「ケアマネジメント」、「看護サービスマネジメ

ント」、「法的基盤、諸制度」の３つの基本的要素であり（上泉 2001）、看護基

礎教育課程では、この中の患者―看護師関係で対象に提供する「ケア」をマネ
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ジメントする「ケアマネジメント」を中心に置き、看護の継続性を考え、看護

サービスを組織的に提供する視点でとらえる「看護サービスマネジメント」を

とりあげる必要があると考えている。また、より良い看護実践を行うためには、 

判断力、意思決定力等を有し看護専門職としての役割や責務を理解し主体的、

自律的に取り組むことが必要となる。自律した看護職の育成においては、自分

自身をコントロールできる「セルフマネジメント」を教育することが重要と考

えている。「看護系大学新卒看護師が必要と認識している臨床看護実践能力」 

（松谷等 2012）では、看護学士号をもつ新卒看護師への面接調査により７つ 

の臨床看護実践力が抽出されたと報告されている。看護職としての基本的資

質・能力として「セルフマネジメント力」「人間関係を築いていく力」「自己研

鑽力」、臨床看護実践力の中核として「看護技術力」「知識力」「看護業務遂行

能力」の看護実践力を活用して統合した看護行為として発揮できる能力として

「看護へのコミットメント力」を構造化している。 

 また、本調査の結果から「看護管理学」の履修学年は 3 年次、4 年次で、回

答校の 70%が 1 単位 15 時間で「看護管理学」科目を運営していることも運用

を考える際の基本的な情報であると考えた。 

   

 ２．看護基礎教育課程および新人看護職員研修課程における「看護管理学」 

「看護管理」に関する教育のすみ分け 

  １）教育内容のすみ分けと役割分担 

   「看護管理学」の 28 項目の教育項目について、看護基礎教育課程と新人看

護職員研修課程での分担を表 21 に示す。表 21 のすみ分けにあたっては、

以下の点を考慮した。 

   （1）看護基礎教育では、「看護の専門職として不可欠な能力を修得するため 

     の教育内容」、「臨地経験がなくても理解できる教育内容」を取り入れる 

     こととした。 

   （2）本調査結果から、看護部門責任者が「看護管理学」教育に望む教育項 

     目として、100%の施設が「チーム医療の中での看護職の役割」「医療安 

     全の概念」、「感染防止対策」、「ストレスマネジメント」の 4 項目をあげ 

     ていた。 

   （3）看護学生の「看護管理学」の教育内容に対する認識、理解に関する調 

     査では、「看護マネジメントの基礎」のカテゴリーに属する教育項目の 
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     理解が難しく、興味・関心も低い結果であった。 

これらの結果を総合的に判断し、「看護マネジメントの基礎」に属する一

部の教育項目を中心に、「セルフマネジメント」は全項目、「チーム医療と他

職種協働」「「医療安全の基礎」「在宅・訪問看護のマネジメント」は内容を

抜粋し看護基礎教育課程で実施すべき教育内容とした。 

看護部門責任者 100%が看護基礎教育に期待する教育項目については、看

護基礎教育の課程において以下の方針ですすめることを提案する。 

(1)医療安全の概念」「感染防止対策」 

「看護管理学」科目で概要を教育し、「医療安全学」「セーフティマネジ

メント学」等の別立て科目で詳細を教育する。 

(2)「チーム医療の中での看護職の役割」 

「看護管理学」で概要を教育し、基礎看護学で総論を、専門領域の各科 

目の中で多職種との交流セッション等を教育することにより、より実践 

的な教育をする。 

(3)「ストレスマネジメント」 

 タイムマネジメントとともに「看護管理学」の科目として教育する。 

「人間関係論」「専門職論」の科目等で専門職としての対人関係につい 

ては詳細に教育する。 

   看護学生の認識、理解の実態調査結果は以下のように反映させる。 

(1)理解が難しく、興味・関心の低い教育項目について 

   「看護マネジメントの基礎」については、学生の理解が難しく、興味・ 

関心は低くても、「ケアマネジメント」能力の育成には重要であり、 

看護職の基本的考え方、態度を教授する視点からも看護基礎教育の中 

での教育が不可欠である。 

 (2)興味・関心の高い項目（回答者数 25%以上の項目） 

  ①「看護チームにおけるリーダシップ」 

   「看護の統合と実践」科目で示されたリーダシップの理解として重要 

   であり、調査結果では実施率は低いが「看護管理学」で取り上げる。 

体験学習の導入も効果的である。各論臨地実習の評価項目とし「リー 

ダシップ」を評価していくことも導入する。 

  ②「ストレスマネジメント」 

「看護管理学」科目の教育としてタイムマネジメントとともに重要で 
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ある。「人間関係論」「専門職論」科目等で専門職としての対人関係に 

ついては詳細に教育する必要がある。 

新人看護職員研修の教育内容としては、 

（1）各施設の多様性、特徴の修得する。 

（2）より実務的で「管理的側面」の研修を通して到達目標を達成させる 

  教育項目を配置した。「災害・防災管理」、「コスト管理」、「情報管理」 

  「有害事象の予防・対策」等である。 

表 21 でも明らかなように看護基礎教育と新人看護職員研修と重複してい 

   る教育内容が 9 項目ある。これらの項目については概論を基礎看護教育課程 

で行い、実務的な運用等の各論を新人看護職員研修で行う。 

    

  ２）看護基礎教育課程で行う「看護管理学」教育 

   (1)「看護管理学」の教育を通して育成する能力と教育目標 

   〇看護管理学」科目を通して育成する能力 

 ①看護実践で対象に必要な資源を活用、調整できる基礎能力 

  ②看護実践を評価、改善できる能力 

③看護チーム員、多職種と協働・連携できる能力 

④リーダシップ・メンバーシップを発揮できる基礎能力 

⑤セルフマネジメントでき良好な対人関係のもと実践できる能力 

    ○教育目的 

対象者により良い看護実践を行うために必要な「ケアマネジメント」 

「サービスマネジメント」「セルフマネジメント」の知識・技術・態度 

を学び効果的なマネジメントが実践できる基礎的能力を養う。 

○教育目標 

①看護におけるマネジメントの必要性が理解できる。 

②効果的な看護実践を行うための看護マネジメントの活用方法が理 

 解できる。 

③看護の質評価・改善方法を学びより良い看護を追究する必要性が理 

解できる。 

④チーム医療の中でキーパーソンとしての役割を担うためのリーダー 

シップの基本が理解できる。 

⑤安全で良質な看護サービスを提供するために必要なマネジメント 
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   が理解できる。 

⑥セルフマネジメントを理解し自律した看護職を目指した言動を考え 

 臨地実習に活用できる。 

(2)「看護管理学」で取り上げる教育内容 

     「看護管理学」科目の教育においては、前述した、「ケアマネジメント」 

「看護サービスマネジメント」「セルフマネジメント」を中心にカリキュ 

ラムを構築するが、本研究の調査から得た臨床側からの看護基礎教育への 

期待、学生の「看護管理」に対する理解、関心についての結果も反映し以 

下の教育内容を選定した。 

①「看護マネジメントの基礎」のカテゴリー 

「看護マネジメントの定義機能」「看護提供体制」「看護活動の PDCA 

サイクル」「看護ケアのマネジメント」「看護の質改善・改善」の 5 

項目が該当する。 

調査における実施率の現状は、3 項目が 75％を超えており、「看護ケ 

アマネジメント」「看護の質評価・改善」は 70％代であった。 

    ②「チーム医療と多職種協働」のカテゴリー 

      「チーム医療の概念」「チーム医療の中での看護職の役割」「リーダシ 

ップ」を配置する。 

③「医療安全の基礎」のカテゴリー 

安全、安楽なケアの提供において、重要項目であるが、「看護管理学」 

科目での実施率では 75％を超えた項目はなく、別立て科目で教育して 

いると推察される。「看護管理学」では、セーフティマネジメントの中 

で「医療安全の概念」を教育することが妥当である。 

    ④「セルフマネジメント」のカテゴリー 

      良質な看護を提供するには、看護職が自律して常に安定した対応が出 

来るセルフマネジメントが重要となる。基礎看護学の看護学概論で専門 

職としてのあり方は教育されているが、看護管理の視点で専門職の自律 

にとってのセルフマネジメントの重要性を明確にした上で「タイムマネ 

ジメント」「ストレスマネジメント」について教育を行う。「ストレスマ 

ネジメント」については、ケアの専門家としての看護職のストレスを明 

確にしそのセルフマネジメントについて教育をストレスへの対処行動 

がとれるようにする。「タイムマネジメント」はその意義と効果的・効 
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率的な時間管理、業務の進め方の基本を教育し学習活動にも役立てられ 

るようにする。 

「問題解決法」は、「看護管理の PDCA サイクル」と併せ教育する。 

    ⑤在宅・訪問看護マネジメントのカテゴリー 

     「在宅ケアチームマネジメント」は看護基礎教育における実施率が高く 

91.7％であり踏襲する。    

(3)「看護管理学」の標準的カリキュラム案を提案する際の前提条件 

①科目の表記 

     「看護管理学」の表記は、「管理」という用語から取り締まり、監督と 

いうイメージをもつ学生も多いため、「看護マネジメント」「看護サービ 

スマネジメント」等が妥当と考える。 

②単位数 

   本研究の調査結果からも、現在の過密なカリキュラムを考えると時間 

数の増大は望ましくないと考え、1 単位 15 時間運用が現実的である。1 

年次の基礎看護学、4 年次の「看護の統合と実践」科目実習と整合性を 

もたせ追加講義、あるいは担当者と連携をとっていく方向で構築するこ 

とが望ましいと考える。 

  ・「看護管理学」としての単位数：1 単位 15 時間 

回答校の 70.8％が 1 単位で実施しており限られた修業年限の中 

       で教育するには現実運用として妥当と考える。 

   ・履修年次：3 年次、4 年次で補講 

回答校の 68.8％が「看護管理学」の履修年次が 4 年次であった 

が、多くの大学では 3 年次で各論実習が履修され、ケアマネジメン 

ト力は看護実践の中で修得されていくものであると考え、専門科目 

の「看護の統合と実践」領域に位置づけ履修は 3 年次生の各論実習 

前を履修時期とする。各領域の各論実習において「看護管理」に関 

する共通実習目標を設定しマネジメント力を育成していく。また、 

「看護の統合と実践」に位置づけられている「統合実習」の事前学 

習、オリエンテーションの中でも「看護管理」に関する追加教育を 

行う。 

     ③科目の配置 

（他の領域の科目の中に「看護管理」に関する教育内容を取り上げるこ 
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とも含む） 

      ・「看護管理学」科目の進め方 

        看護管理学」科目は、内容を分散し、他科目と整合させ効果的に 

履修させた方が効果的である。 

・1 年次生：セルフマネジメント教育を基礎看護学の看護学概論の 

時間で 6 時間程度で行う。 

      ・3 年次生：ケアマネジメント、看護サービスマネジメントの概 

            要を行い臨地実習で実践力を修得させる。 

      ・4 年次生：組織論をふまえた看護サービスマネジメント、医療環境 

と看護管理について追加教育を統合実習時間の中で行う。 

 ④担当教員 

近年の看護大学の急増により、看護部長経験者が科目責任者とな 

       ることが多く、本研究結果からも医療施設の看護管理経験者が

70％弱を占めていた。そのため、組織論的視点での看護管理を教育

する傾向にあり学生の理解の困難さを招く要因の一つと考えられ

る。そこで、教育担当者の要件としては、看護基礎教育課程を熟知

し、看護教員活動の基盤があることが必要と考える。学生への効果

的な教育を提供するための授業構築技法、教育方法技法、学生理解

等看護基礎教育に必要なスキル、教員としての資質が重要と思われ

る。 

「看護管理学」もまた実践知が重要であることから看護管理者経 

験を有していることは効果的であり、「看護管理学」を学問として 

修得するための大学院教育を受けていることが望ましい。現状で即 

整備されないまでも今後に向けて要件整備が必要であると考える。 

⑤標準的なカリキュラム（提案） 

 看護基礎教育における「看護管理学」および関連する科目で取り 

上げる教育内容を含む標準カリキュラムを示す。（P70－72） 

・1 年次生：「セルフマネジメント」6 時間 

     1 コマ 90 分 2 時間を 3 回計画する。 

     主題のストレスマネジメントを 2 回、「タイムマネジメント」を 

     1 回とする。基礎看護学の看護学概論で、看護職の役割、機能、 

倫理的責務を終了していることが望ましい。入学後 3 カ月目（6 
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月）に計画すると学生のストレス状況への対処や学習活動の推進 

に直結すると考える。 

      ・3 年次生：「看護マネジメント学」 

 1 単位 15 時間、1 コマ 90 分 2 時間を 8 回計画する。 

        主題のみをあげると、1 回目：看護実践と看護管理、2・3 回目： 

看護ケアマネジメント、4 回目：看護サービスマネジメント、5 

回目：チームマネジメント、6 回目：リーダシップ論、7・8 回 

：セーフティマネジメントとした。教育方法は、事例紹介、演習、 

体験学習を組み入れ抽象度の高い理論のレクチャーに終始しな 

いように工夫した。 

      ・4 年次生：組織的サービスマネジメント」10 時間 

1 コマ 90 分 2 時間を 5 回計画する。 

       近年の医療看護動向をふまえた上で「組織論」「組織的看護サービ 

スの提供」「看護の質保証・改善」について教育する。座学だけで 

はなく一部演習も取り入れる。 

 

２．看護基礎教育における看護管理学教育の進め方 

 １）カリキュラムの構造（図２） 

   提案する「看護管理学」科目では、対象者により良い看護実践を行う 

  ために必要な３つのマネジメントすなわち「ケアマネジメント」、「看護サ 

  ービスマネジメント」、「セルフマネジメント」を中心とした知識・技術・ 

  態度を教育できるよう構造化する。 

  組織論は 4 年次生の統合実習の時間に取り入れる。「看護管理学」では 

  総論を教育し、各領域で担当する科目の中で詳細を教育することにより 

  教育内容が焦点化されると考える。３つのマネジメントで取り上げる教育 

  内容を以下に例示する。 

 

  (1)「ケアマネジメント」に必要な教育 

    看護実践にとってのマネジメントの必要性を確認し、「看護活動の 

   PDCA サイクル」「看護提供体制」を教育内容とする。また、看護ケア 

   は、チームで行うため「チームマネジメント」を配置し、保健医療福祉 

   チームで多職種と協働するために必要な概論を配置している。在宅にシ 
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   フト化している現状から「在宅ケアチームマネジメント」は教育する。 

   また、チームの中で看護職としての役割を発揮するには、「リーダシッ 

   プ力」が求められ今後益々重要と考えられるため、「リーダシップ論」 

   を配置し体験学習を通して基本が理解できるようにする。「メンバーシ 

   ップ」はリーダシップと付随して学ぶことができると考える。さらに、 

   「リーダシップ」「メンバーシップ」は各論実習の目標とし能力を育成 

    していく。 

    (2)「看護サービスマネジメント」に必要な教育 

看護ケアはホスピタリティに基づくサービスとしての特性をもつこ 

     と、質を管理・改善することも重要であることから「看護サービスマネ 

     ジメント」を教育内容とする。また、安心・安全な質の高いケアを提供 

     するための「セーフティマネジメント」の概念、必要項目を抜粋して配 

     置する。 

    (3)「セルフマネジメント」に必要な教育 

看護職が主体性をもって看護ケアを行うために、専門職として成長し 

     ていくためは、自身をマネジメントすることが重要である。看護管理者 

     からの看護基礎教育への要望も高く看護管理の視点から教育するため 

    「タイムマネジメント」「ストレスマネジメント」を配置する。 

    (4)「組織的サービスマネジメント」に必要な教育 

      4 年次生の「看護の統合と実践」科目実習は、病院組織、看護チーム 

の中での看護師の役割、看護実践を学び、1 対 1 の患者、看護師関係か

らの視野を拡大し看護基礎教育の統合であるとともに、看護師としての

活動のスタートにつながる位置づけと考える。教育内容としては、「組織 

概論」を中心に、「組織運営の原則」「良い組織の条件」「組織人に必要な

能力」等幅広く教育し、次に医療組織に焦点化し「医療組織の特性・責

任」「看護部組織の特性・役割」等を配置する。 

 

   ２）教育方法 

  「看護管理」が看護師全ての看護活動に必要なことを強調しその必要性 

  が理解できるよう「看護管理」の定義、機能を確実に教育する。また、 

  「看護管理学」科目は、どうしても総論的内容が多くなるため、事例紹 

  介、演習、体験学習を組み入れ抽象度の高いレクチャーに終始しないよ 



64 
 

  う工夫する。 

   実習と関連をもたせ、3 年次生の各論実習、4 年次生の「看護の統合 

と実践」科目実習に直結する内容を精選し、授業の中でも必要性やゴー 

ルを意識させ教育していく。 

 

  ３．新人看護職員研修における「看護管理」教育の進め方 

     新人看護職員研修に関しては、それぞれの施設の特徴を活かした研修が 

必要とされるので、研修科目の提示にとどめる。 

   １）「看護管理」教育集合教育における教育内容 

  新人看護師研修における「看護管理」教育時間は、10～20 時間 36.1％ 

で最も多かった。しかし、教育内容別の実施率では、75％を超えた教育項 

目が 28 項目中 4 項目であった。実施率 70％代の教育項目 2 項目を含める 

と、新人看護師が実務を行う上で最低限必要なこと、安全な看護を提供す 

るために必要なこと、看護部の一員としての看護部門の理解が優先され教 

育されていた。実施率 50％未満が 28 項目中 15 項目あった。 

「医療安全の基礎」の実施率は高く、看護基礎教育における「看護管理

学」では概念的なことをおさえる等の内容のすみ分けができると考えら

れる。つまり、基本的に臨床の実務に必要でその施設独自の方法や手順

を理解する必要がある教育項目は臨床において強化して教育し、看護基

礎教育では概念を中心に教育する方向で考える。 

具体的な教育項目では、基礎教育での実施率が低く、「管理的側面」の 

    研修としての「防災管理」「薬品管理」「コスト管理」「人的資源管理」に 

    ついては、新人看護職員研修で今後強化していくことが望ましいと考える。 

 

２）「管理的側面」の修得項目における教育内容 

 「管理的側面」項目の修得における到達度は、75％を超える項目が 18 項 

 目中 8 項目であり、到達基準レベルⅠ（1 人でできる）の 7 項目中 3 項 

目が未達成であった。レベルⅠ（1 人でできる）の未達成項目は、「医療 

安全体制の理解」「医療情報規定の理解」「消化設備の理解と患者への説明」 

であった。この 3 項目に対する 集合教育の実施率は高く分散教育で強化 

することにより達成が可能になると思われる。 

  レベルⅡ（指導下でできる）の「薬剤等の管理」「災害・防災管理」「コ 
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スト管理」の達成度は低く、日常生活援助を中心とした教育から診療の補 

助等教育が課題であろうと考える。 

  「管理的側面」項目の内、「インシデントの速やかな報告」「プライバシ 

ーを保護した医療情報の取扱い」の 2 項目は、看護基礎教育で修得可能と 

考えられる項目であった。特に「インシデントの速やかな報告」は、「看 

護の統合と実践」科目実習統合の到達度の調査において、「報告・連絡・ 

相談の重要性と実際」理解群 100％であり、看護基礎教育での修得項目に 

スライドすることも可能と考える。 

 

   ３）段階的な現任教育の提案 

     「看護管理」教育は、新人看護職員研修後も継続して教育を行う必要が 

    ある。 

多くの施設が、クリニカルラダーを活用し人材育成を進めている。 

    クリニカルラダーは、看護師の臨床実践に必要な能力を段階的に表現した 

    ものであり、ベナーの理論的枠組みが活用されている。ベナーは、看護師 

    の発達段階を、「新人レベル」「一人前レベル」「中堅レベル」「達人レベル」 

    の 4 段階としている。クリニカルラダーに表現される臨床実践能力は、国 

    際看護師協会（ICN）は３つ（うち一つをケア提供とマネジメントの細分 

    類ととらえると 4 つ）に分類している。３つの臨床実践能力は、「看護実 

    践能力」「組織的役割遂行能力」「自己教育・研究能力」で表現されており、 

    「看護管理」教育は、「組織的役割遂行能力」に該当する。日本看護協会 

編（2012）継続教育の基準では、「組織的役割遂行能力」のレベルⅡは、 

    「所属する職場で日常的な組織的役割の遂行」をあげており、「チームリ 

    ーダー」「コーディネータ役割」「病棟の係の役割」の遂行が目標となって 

    いる。「プリセプター役割」を担うのもレベルⅡの段階となる。 

     レベルⅡの到達のための研修科目としては、「専門領域の看護」、「プリ 

    セプターシップ研修」、「チームリーダー研修」「リーダシップ」、「問題解 

    決技法による事例研究」、「カンファレンス」が必要である。「プリセプタ 

    ーシップ研修」においては、担当者育成、フォーローアップ研修が効果的 

    である。 
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 ４．新人看護職員研修の「義務化」の必要性 

     本研究の調査結果より、4 年間という（本研究では大学を対象としたの

で 4 年のみとする）看護基礎教育の限られた修業年限の中では、臨地経験

の少ない学生に「看護管理学」に関する関心・興味をもたせ看護管理の教 

育内容を理解させることは難しいことが明らかになった。 

一方、臨床の看護管理者が看護基礎教育に臨む教育項目は多く「非常 

に必要である」「必要である」を必要群として集計すると 75％以上が 28 

項目中 27 項目であり、100％の項目が 4 項目あった。「チーム医療におけ 

る看護職の役割」「医療安全の概念」「感染防止対策」「ストレスマネジメ 

ント」であり、看護部門責任者は看護管理教育内容を学生に理解させる必 

要性をもっていることが調査で明らかになった。 

     以上のことから、「看護管理」教育においては、看護基礎教育において 

    は精選してカリキュラムデザインをすること、学生の理解や興味・関心が 

向上するように学生に必要な経験に直結できる「看護管理学」教育の運用 

が必要であることが示唆された。その際に、看護基礎教育と卒業後の新人

看護職員研修における連携が必要となり、看護基礎教育における「看護管

理学」の標準化とともに、現在「努力義務化」である新人看護職員研修を

「義務化」し一本化した教育体系が重要であることを再度強調する。 

 

５．本研究で提案した案に対する関係者からの意見 

  「看護管理学」カリキュラム案、新人看護職員研修との役割分担（案）に 

 看護基礎教育で「看護管理学」を担当としている研究教育者および臨床現場 

 で副看護部長、教育師長として「新人看護職員研修」を担当している方々の 

 意見を伺うこととした。 

  本研究では、３つの実態調査結果を基に、「看護管理」教育における看護 

 基礎教育と新人看護研修の一本化を図るための役割分担、大学における「看 

 護管理学」カリキュラム等を提案した。さらに、本研究で提案した看護基礎 

 教育と新人看護職員研修の一本化のための看護基礎教育のカリキュラム案 

 に対する意見を伺うために、看護基礎教育の「看護管理学」科目担当者 2 

 名と「新人看護職員研修」担当者 2 名にインタビューを行った。 
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１）インタビュー対象者 

   （1）看護大学において「看護管理学」の科目を担当している教授・准教授 

（2 名） 

   （2）病院で教育を担当している管理者（2 名） 

   ２）インタビューの方法 

   （1）意見を頂ける方々にあらかじめ本研究で行った調査結果の概要および 

提案に関する資料を送付する。 

   （2）インタビュー当日は資料に基づき説明を行う。 

   （3）インタビューでは以下の 4 項目を中心に聴き取りを行う。 

     ①看護基礎教育と新人看護職員研修の一本化とそれぞれの役割分担に 

対する意見 

     ②「看護管理学」科目の標準的カリキュラム案に対する意見 

     ③新人看護職員研修における「看護管理」教育の進め方の（案）に対す 

      る意見 

     ④新人看護職員研修の「義務化」の必要性に対する意見 

   ３）インタビュー結果 

   （1）看護大学の「看護管理学」科目担当者の意見 

     ①看護基礎教育と新人看護職員研修の一体化とそれぞれの役割分担に 

ついて 

      2 名とも役割分担の必要性、役割分担内容の全体像については賛成で 

     あるとの意見であった。特に、「看護管理」教育を、従来の看護管理者 

     として必要な教育内容を中心に教育が行われていたものから、「看護管 

     理」は全ての看護職に必要な知識であるとの認識に変え、看護基礎教育、 

     新人看護職員研修の中で積み上げ型の教育体系が重要であるとの見解 

    が得られた。 

分担内容に関する詳細の意見は以下の通りである。 

 A.「看護マネジメントの基礎」について 

  a「人的資源管理」に関連した 7:1 看護配置等は看護基礎教育でも 

   必要な内容である。 

       b「災害・防災管理」は、別立て科目としているが、管理の視点で 

概念をおさえる必要がある。 

       c「物品管理」は新人看護職員研修で行う。 
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 B.「チーム医療と多職種協働」について 

  a 保健医療福祉チームの専門性は、看護基礎教育の基礎看護学「看 

護学概論」で 1 段階目をおさえる。 

       ｂ「情報管理」は別立て科目（看護管理学とは別の科目とする）と 

        して、情報科学とは別に「医療・看護情報学」が必要である。 

  c 科目群を連携（多職種連携コース等）強化して取り組む大学が増 

えている傾向がある。その場合、看護管理学からは外すか概要の 

説明で良い。 

      C.「医療安全の基礎」について 

       a 提案通りで良い。 

      D.「セルフマネジメント」について 

       a セルフマネジメントの視点は今までの「看護管理学」の中では 

        なく、実習等で自然に育成されると考えていたが重要と思われる。 

       b セルフマネジメントは重要であり、別立て科目として「看護専門 

        職論」の科目が必要である。 

       全体を通して、別立て科目をたてることは必要であり、その際には 

       「看護管理学」で概念的におさえる内容について意見を頂いた。 

    ②「看護管理学」科目の標準的カリキュラム案について 

       2名とも1年次からの積み上げ型の考え方は良いとの意見であった。 

       各学年毎に提示したシラバスに対する意見は以下の通りである。 

      A.1 年次 

       a「セルフマネジメント」の概念をキャリア開発を含め広くとらえ 

た上で、「タイムマネジメント」「ストレスマネジメント」に焦点 

化すると良い。 

      B.3 年次 

       a「看護ケアのマネジメント」と「チームマネジメント」の内容整 

理が必要である。「看護提供体制」は「チームマネジメント」に 

整理した方が良い。 

       b「リーダシップ」を学生時代から意識させる考え方は良いと思う。 

       c「セーフティマネジメント」は、別立て科目としてあっても看護 

        管理の視点で概要をおさえる必要があり、2 回の授業配分が必要 

        である。 



69 
 

      C. 4 年次 

       a 統合実習前に行う内容として効果的である。 

       b 統合実習を行っていないが、4 年次のシラバス内容は臨床への移 

行に重要と考える。 

       c 経営の視点が少しあると良い。 

     ③新人看護職員研修における「看護管理」教育の進め方の提案について 

       新卒時から「看護管理」教育を強化する考え方は良い。 

     ④新人看護職員研修の「義務化」の必要性の提案について 

       2 名ともに医師同様義務化する必要があるとの意見であったが、義 

務化に向けての条件整備が必要であり、「人員確保」、「単科病院の新 

卒が総合的に研修出来るシステム」、「指導者養成」等が課題としてあ 

げられた。指導者育成においては、自律的な看護師育成が出来る教育 

力、教育観を育成することが必要との意見であった。 

（2）医療施設の「新人看護職員研修」担当者の意見 

    ①看護基礎教育と新人看護職員研修の一本化とそれぞれの役割分担に 

ついて 

      2 名とも役割分担の必要性、役割分担内容の全体像については賛成 

     であるとの意見であった。「看護マネジメントの基礎」については、 

     必要性はあると考えるものの運用については幾つかの課題の提案が 

     あった。「チーム医療と多職種協働」「医療安全の基礎」については既 

     に実施しており分担内容以上の教育が成されている現状があった。 

      分担内容に関する詳細の意見は以下の通りである。 

     A.「看護マネジメントの基礎」について 

       a 看護マネジメントの基礎については、必要だと思うが、現実には 

        リーダー層に詳細に行っている。新卒看護師については教育到達 

        レベルを検討する必要がある。 

       b「コスト管理」は分散教育で行っている。 

             c「看護マネジメントの基礎」の研修項目の必要性はあるが、全て、 

集合教育ではむずかしく、分散教育で行い研修の達成目標に全て 

組み込むと良い。 

d「看護マネジメント」の基礎の研修項目は、指導者の力量が教育 

効果に関与すると思われ担当者を選抜する必要がある。 



70 
 

     B.「チーム医療と多職種協働」について 

              a「チーム医療と多職種協働」は、現実に案通り実施している。 

            b 事例演習等を行い既に実施している。 

     C.「医療安全の基礎」について 

       a 入職時オリエンテーションで行い、院内研修が年 2 回必修参加と 

なっているため参加させている。 

       b 現実に案通り実施しており、e－ラーニングを導入し教育をして 

いる。 

         D.「セルフマネジメント」について 

              a セルフマネジメントの内、ストレスマネジメントは 6 月に外部講 

師を招聘し研修を行っている。 

              b「セルフマネジメント」のストレスマネジメント研修の必要性は 

高く、リエゾンの CNS が 1 年間を通して、研修ならびにフォロ 

ーアップしている。 

             c「タイムマネジメント」は理論を提示した上で分散教育でよい。 

    ②「看護管理学」科目の標準的カリキュラム案について 

        2 名から「看護管理」教育は、看護管理者になるための教育とい 

       うイメージが臨床現場では強く、自律した看護職として実践でき 

       るためには、看護基礎教育から管理能力の育成を図ることは有用 

       であるとの意見が得られた。また、科目の表示は、「看護管理」で 

       はなく看護ケアのために必要なものとして受けとめられる表記が 

       よいとのことであった。シラバス全体の内容が系統的で、臨床現場 

       の管理者の中には学習出来ていない人もおり、「看護の統合と実践」 

      という新しい科目のあり方を教育担当者として考える機会となった。 

        各学年毎に提示したシラバスに対する意見は以下の通りである。 

       A.1 年次 

        a 特に意見はなかった。 

       B.3 年次 

        a「看護ケアマネジメント」の PDCA サイクルでは、臨床現場の 

患者の問題解決を事例として取り上げ、ファシリテータとして 

臨床看護師を起用すると良い。 
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       C.4 年次 

        a「組織的サービスマネジメント」は、少なくとも 1 回は臨地実 

習後に現場をみてからの授業も効果的である。 

③新人看護職員研修における「看護管理」教育の進め方の提案につい 

   て 

        新卒時から段階的に「管理教育」を行うことにより看護師の自律 

性が育成されると思う。 

     ④新人看護職員研修の「義務化」の必要性の提案について 

    2 名とも義務化については賛成であるが、義務化のあり方や課題 

   に対する意見があった。義務化の研修内容、必修項目が柔軟性をも 

つこと、課題として、「指導者育成」、「多岐にわたる看護教育制度」、 

「評価制度」の整備等があげられた。 

４）まとめ 

  看護基礎教育の「看護管理学」科目担当者、「新人看護職員研修」の担 

 当者に、「看護管理」教育の両者の一本化の必要性、一本化にむけての役 

割分担の考え方、および看護基礎教育で行う「看護管理学」科目のカリ

キュラム案等について意見を求めたところ大要について妥当であるとの

意見を頂いた。看護基礎教育と新人看護職員研修の「看護管理」教育に

ついて、今後、シームレスな教育をすすめていく上で本研究の成果を活

用することができる。 

 両者の一本化を全国的にすすめていくには、現在「努力義務化」され 

ている「新人看護職員研修」を法制度的に義務化していくことが必要とな 

る。「新人看護職員研修」の義務化については必要としながらも、その実 

現に向けて大きな課題があるとの意見であった。 

「看護管理」教育を、キャリアパスのための教育としてとらえるのでは

なく、研究者が本研究を通して主張してきたように「看護管理学」は全

看護職に必要な知識、技術であり、看護職としての基本的態度、姿勢の

修得のための科目としてとらえ、看護基礎教育と「新人看護職員研修」

を連携させ段階的に積み上げることによりマネジメント力を活かした良

質な看護実践力をもった看護師の育成、更には看護管理者の育成にも発 

展することが確認できた。 

     インタビューは 4 名と限られた人数ではあったが、研究者の提案におお 
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むね賛同が得られたと受けとめている。 

 

５．結語 

 看護基礎教育の「看護管理学」教育の実態、看護学生の理解の実態、新人 

看護職員研修の実態調査をふまえ、看護基礎教育と新人看護職員研修におけ 

る「看護管理」教育のすみ分け・標準化の提案を行った。看護基礎教育の「看 

護管理」教育で育成したい能力を明確化し限られた時間で実施できる教育内 

容を精選した。看護管理で育成したい能力は 1 年次からの段階的な教育を通 

して修得することとし、「看護管理学」の科目としてだけではなく他の領域 

の科目の中にも適宜「看護管理学」の考え方（「ケアマネジメント」、「看護 

サービスマネジメント」等）を取り入れ各学年の学習活動と連携させ行うこ 

とで、学生の理解不足などをクリアし効果的な学習が行えるものと考える。 

 新人看護職員研修とのすみ分けにおいては、「医療安全」のように重複教 

育項目であっても、概論編を看護基礎教育で行い、実務的な各論編、施設の 

多様性が関連する項目は新人看護職員研修で行うことが望ましいと考える。 

また、「コスト管理」「人的資源管理」「災害・防災管理」等のように実務的 

で施設の多様性に応じた教育内容が必要で「管理的側面」の到達に直結する 

教育項目は、新人看護職員研修で主に行うのが効果的と考える。 

 「看護管理」教育は、新人看護職員研修後も、看護師のキャリアの育成に 

むけてクリニカルラダーの柱の一つとして、積み上げていく必要がある。 

 看護基礎教育と新人看護職員研修を通して「看護管理学」、「看護管理」の 

教育内容を周知徹底させていくためには、新人看護職員研修を義務化させて 

いくことが不可欠である。 

 看護基礎教育の「看護管理学」科目担当者、「新人看護職員研修」の教育 

責任者から、「看護管理」教育における両者の役割分担、看護基礎教育にお 

ける「看護管理学」科目の標準案に対する骨子については妥当との見解が得 

られた。新人看護研修の義務化についてはその必要性は重要との意見が得ら 

れたが、具体的な実現に向けては大きな課題が残されている。この課題は看 

護界全体が今後取り組んでいくべきものであると認識している。 
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表 21「看護管理」教育の看護基礎教育と新人看護職員研修の役割分担 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

看護マネジメントの定義機能 ○
組織論 ○ 4年次追加授業
看護組織の運営 ○ ○
看護提供体制 ○ 概要 ○ 運用の実際
看護活動のPDCAサイクル ○
災害・防災管理 災害看護学 ○ 分散教育でも強化
看護ケアのマネジメント ○ ○ 分散教育
看護の質評価・改善　　　　　　　　　　 ○ ○
目標管理 ○ 4年次追加授業 ○
人的資源管理 看護法規 ○
物品・薬品管理 ○
コスト管理 ○
チーム医療の概念　　　　　　　　　　　 ○
保健医療福祉チーム員の専門性 チーム医療論 ○
チーム医療の中での看護職の役割 ○
リーダシップ ○
メンバーシップ ○ ﾘｰﾀﾞｼｯﾌﾟで考える ○ 看護提供体制～
情報管理 情報科学 ○
医療安全の概念 ○
医療事故分析 医療安全学 ○ 施設での運用
有害事象の予防・対策 医療安全学 ○ 施設での運用
医療安全対策 医療安全学 ○ 施設での運用
感染防止対策 医療安全学 ○ 施設での運用
タイムマネジメント ○ 看護専門職論 ○ 施設での対応
問題解決法 ○
ストレスマネジメント ○ ○ 施設での対応
在宅ケアチームマネジメント ○ ○ 地域連携退院支援

在宅ケアマネジメント 在宅看護論 ○

在宅・訪問

看護ﾏﾈｼﾞﾒ

ﾝﾄ

看護基礎教
育課程

　　備　　考
新人看護
職員研修

　備　　考

医療安全
の基礎

セルフマネ
ジメント

教育項目（内容）

看護マネジ
メントの基
礎

チーム医
療と多職種
協働
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「看護管理学」標準的カリキュラムシラバス（1 年次生） 

  

授業科目名 セルフマネジメント ｾﾒｽﾀｰ 後期 

時間数 6 時間 必修区分 必修 

授業概要および 

目標 

【概 要】 

看護の対象により良い看護を提供するには、自律した看護専門職としての態度が求め

られる。また、看護はヒューマンサービスであり良好な対人関係のもと看護実践を行う

必要があり、そのために必要なセルフマネジメントを初学者から修得することが効果的

である。  

【目 標】 

１．セルフマネジメントを理解し自律した看護職に必要な態度とは何かを考える。 

２．ストレスマネジメントの理論を理解し日々の行動に役立てることができる。 

３．タイムマネジメントの理論を理解し日々の行動に役立てることができる。 

授業計画 1 回 セルフマネジメントとは 

セルフマネジメントと看護専門職 

 

 2 回 ストレスマネジメントの実際 

・ケアの専門家としてのストレス 

・ストレスコーピング 

・ナースのためのストレスケア・サポート 

 3 回 タイムマネジメント 

・タイムマネジメントの理論、意義 

・効果的、効率的なタイムマネジメント 

・日々の生活への活かし方 
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「看護管理学」標準的カリキュラムシラバス（３年次生） 

 

授業科目名 看護マネジメント学 ｾﾒｽﾀｰ 前期 

単位・時間数 1 単位 15 時間 必修区分 必修 

授業概要および 

目標 

【概 要】 

 看護の対象者により良い看護実践を行うために必要な「看護マネジメントの基礎」知

識、技術態度を学びチーム医療の中で効果的な「ケアマネジメント」「サービスマネジ

メント」が実践できる能力を養う。 

【目 標】 

１．看護におけるマネジメントの必要性が理解できる。 

２．効果的な看護実践を行うための看護マネジメントの活用方法が理解できる。 

３．看護の質評価・改善方法を学びより良い看護を追究する必要性が理解できる。 

４．チーム医療の中でキーパーソンとしての役割を担うためのリーダシップの基本が 

  理解できる。 

５．安全で良質な看護サービスを提供するために必要なマネジメントが理解できる。 

授業計画 1 回 看護実践と 

看護管理 

・看護管理の目的、機能 

・看護実践と看護管理 

文献紹介 

例：小管理 

2・３回 看護ケア 

マネジメント 

・看護活動のＰＤCA サイクル 

・看護管理過程 ・看護提供体制 

演習：看護管

理過程 

４回 看護サービス 

 マネジメント 

・看護サービスの特性 

・看護の質保証に必要なこと 

優良ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ

企業との比較

５回 チーム 

マネジメント 

・チーム医療の概念、看護職の役割 

・看護チーム活動 

・在宅ケアチームマネジメント 

事例検討 

６回 リーダシップ論 ・リーダシップ 

・メンバーシップ 

体験学習 

 

７・８回 セーフティ 

マネジメント 

・セーフティマネジメントとは 

・医療安全、感染管理の概念 

・災害防災管理の概念 

・物品・薬品管理の考え方 

 

 



76 
 

 「看護管理学」標準的カリキュラムシラバス（４年次生） 

 

授業科目名 組織的サービスマネジメント ｾﾒｽﾀｰ 前期 

単位・時間数 １０時間 必修区分 必修 

授業概要および 

目標 

【概 要】 

 対象により良い看護を提供するために、看護サービスの提供を組織とそのマネジメン

トの視点からとらえるようにする。統合実習の導入としての位置づけとする。 

【目 標】 

１．組織概論を学び組織人としてのあり方が理解できる。 

２．看護サービスを組織的に提供するしくみを理解できる。 

３．看護部門組織の運営と看護職の役割を理解できる。 

４．看護サービスの質保証と改善について考える機会とする。 

 

授業計画 1 回 組織概論 ・ヘルスケアシステムの動向 

・医療組織の特性と役割 

・組織運営の要件 

・組織構造、組織文化、組織変革 

・組織人に求められる能力 

講義 

2 回 看護サービスを 

提供するしくみ 

・看護部門の位置づけと役割 

・看護管理者の役割 

・看護サービスを提供するしくみ 

講義 

３回 看護サービスの 

質管理 

・看護サービスの質と保証 

・看護サービスの質評価 

講義 

４回 組織的サービス 

 マネジメント 

・看護サービスの向上を目指した 

 取り組み 

グループ 

ワーク 

５回 

 

組織的サービス 

 マネジメント 

看護サービスの向上を目指した 

 取り組み 

発表 
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           図２ 「看護管理」に関する能力の修得過程 

             －看護基礎教育と新人看護職員研修の一本化― 
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を実感致しました。また、臨床の看護管理者の皆様方からは、新卒看護師に育成
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本論文で提案する「看護管理学」科目の標準案、新人看護職員研修との役割分 

担の提案を私自身が実践し評価して初めてご期待に添えるものと考えておりま 

す。 

 また「看護管理学」科目の標準案、新人看護職員研修との役割分担案について 

看護基礎教育の「看護管理学」担当の先生、新人看護職員研修の教育責任者様 

それぞれ 2名の方々にご意見を賜りました。ご多忙の中、1時間有余にわたるお 

時間を頂戴し貴重なご意見を頂きましたことに感謝申し上げます。 

 また、3年間の博士課程ゼミでは検討頂く中で有益なご助言、ご意見を頂きま
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質問紙 
 

１． 大学の設置主体についてお答えください。 

□ 国 □ 市立 □公立 □私立 □その他 

 

２．「看護管理学」あるいは「看護マネジメント」という名称の科目を設けていますか。 

  □設けている ⇒質問 3、5にお答え下さい。 

  □設けていない⇒質問４、5にお答え下さい。 

 

３．「看護管理学」あるいは「看護マネジメント」の科目を設けている場合 

  １）「看護管理学」「看護マネジメント」は何単位ですか。 （   ）単位 

  ２）「看護管理学」「看護マネジメント」は何年次に教育していますか。 

     □1 年次 □2 年次 □3 年次 □4 年次 

  ３）「看護管理学」を主に担当されている先生はどなたですか。 

（複数回答可） 

     □医療施設等で看護管理者の立場にあった教員 

       □副院長 □看護部長 □副看護部長 □師長 

     □「看護管理学」に係わる修士課程を修了している教員 

     □「看護管理学」に係わる博士課程を修了している教員 

     □非常勤（医療施設等の看護管理者）に依頼している 

     □その他 （                    ） 

 

  ４）「看護管理学」「看護マネジメント」の中で具体的に取り上げている教育内容をチエックして 

    下さい。（複数回答可） 質問紙にあげた以外の教育内容については「その他」にご記入下さい。 

    □看護マネジメントの定義機能      □看護ケアのマネジメント 

    □組織論                □看護の質評価・改善 

    □看護組織の運営            □目標管理 

    □看護提供体制             □人的資源管理 

    □看護活動のＰＤＣA サイクル      □物品・薬品管理 

    □チーム医療の概念           □コスト管理 

    □保健医療福祉チーム員の専門性     □リーダーシップ 

    □チーム医療の中での看護職の役割    □メンバーシップ 

 □医療安全の概念            □情報管理 

 □医療事故分析             □医療安全対策 

 □有害事象の予防・対策         □感染防止対策 

 □災害・防災管理            □問題解決法           

□タイムマネジメント          □ストレスマネジメント 

 □在宅ケアチームマネジメント      □在宅ケアマネジメント 
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□その他          

  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

     ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

     ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

４．「看護管理学」の科目を設けていない場合 

  １）□「看護管理学」に関する教育は全く行っていない。 

  ２）□「基礎看護学」の中で取り上げている。（1 コマは 90 分授業とお考え下さい） 

    □1 コマ           □4 コマ 

    □2 コマ           □5 コマ 

    □3 コマ           □6 コマ以上 

  ３）□その他の科目で取り上げている  

     科目名（    

     コマ数 

□1 コマ           □4 コマ 

      □2 コマ           □5 コマ 

      □3 コマ           □6 コマ以上 

 

  ４）２）あるいは３）の場合に「看護管理学」に関する教育として教授している内容についてチエ 

ックをして下さい。（複数回答可） 

質問紙にあげた以外の教育内容については「その他」にご記入下さい。 

 

    □看護マネジメントの定義機能      □看護ケアのマネジメント 

    □組織論                □看護の質評価・改善 

    □看護組織の運営            □目標管理 

    □看護提供体制             □人的資源管理 

    □看護活動のＰＤＣA サイクル      □物品・薬品管理 

    □チーム医療の概念           □コスト管理 

    □保健医療福祉チーム員の専門性     □リーダーシップ 

    □チーム医療の中での看護職の役割    □メンバーシップ 

 □医療安全の概念            □情報管理 

 □医療事故分析             □医療安全対策 

 □有害事象の予防・対策         □感染防止対策 

 □災害・防災管理            □問題解決法           

□タイムマネジメント          □ストレスマネジメント 

 □在宅ケアチームマネジメント      □在宅ケアマネジメント 

□その他          

  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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５．統合分野「看護の統合と実践」科目の実習についてお答えください。 

 １）実習は、何単位ですか。（    ）単位 

 ２）科目名はどのように表記していますか。（           ） 

 ３）実習の中で、学生は次にあげる項目をどの程度理解できているとお考えでしょうか。 

   該当欄に○をつけて下さい。その他の実習項目がありましたらご記入下さい。 

  

実習項目 かなり理解して 

いる 

少しは理解して 

いる 

殆ど理解していな

い 

病院の組織    

看護部門の運営    

病棟の運営    

病棟管理者の役割    

看護師の一勤務帯の流れ    

看護チームリーダーの役割    

看護チームメンバーの役割    

複数の受け持ち患者の援助の優先順位

の決定 

   

看護チームカンファレンスの必要性    

夜間の病棟管理体制と業務内容    

夜間の患者の特徴的な状態把握    

保健医療福祉に係る各専門職との連携

の実際 

   

多職種カンファレンスの必要性    

外部施設との連携    

報告・連絡・相談の重要性と実際    

セルフマネジメントの実行    

その他    

    

    

    

  

６．その他、看護管理学教育に関してご意見がありましたらご記入下さい。 

 

 

 

 

ご協力有難うございました。 



【資料 1－②】「看護管理学」に対する看護学生の理解・関心の実態調査用紙 
 
               【 質 問 紙 】 

 

１． みなさんがうけた「看護管理学」に関する内容で「理解が難しい」と思った項目について、 

「理解が難しかった」の欄に○を記入して下さい。○は幾つでも可能です。 

 

２． 「看護管理学」に関する内容で「興味・関心がもてた」項目を、1～29 の中から３つ選択し、「興味・

関心」の欄に○を記入して下さい。 

３． 1～29 以外でこんなことが聴きたかったというものがあったら「その他」に記入して下さい。 

 学習項目 理解が難しかった 興味・関心 

1 看護管理の定義・目的   

2 看護管理過程   

3 組織が円滑に運営するための原則   

４ 看護部組織の仕組み   

５ 看護ケア提供システムの種類と特徴   

６ 看護活動における PDCA サイクル   

7 看護サービスの特性   

８ 看護実践の評価と改善の方法   

９ 看護部門における目標管理の考え方   

10 チーム医療の概念   

11 保健医療福祉チームにおける多職種の専門性   

12 保健医療福祉チームの他職種連携における看護職の役割   

13 安全管理（セーフティマネジメント）の概念   

14 医療事故分析の目的   

15 医療事故の予防・対策の考え方   

16 災害・防災管理の考え方   

17 人事労務管理（労働時間管理等）の原則   

18 物品供給システム   

19 薬物の取扱いと管理   

20 看護活動における経済性   

21 看護チームにおけるリーダシップの必要性   

22 メンバーシップにおける役割   

23 情報管理における対応・倫理的配慮   

24 感染防止対策の目的・概要   

25 タイムマネジメント定義・要素   

26 問題解決の必要性と問題解決過程   

27 個人と組織が取り組むストレスマネジメント   

28 在宅ケアチームにおける看護職の役割   

29 在宅看護におけるケアマネジメントの考え方   



【資料 1－②】「看護管理学」に対する看護学生の理解・関心の実態調査用紙 
 
その他 

                                                 

                                                

                                                  

                                                

 

３．「看護管理学」で 1～29 以外でもっと聴きたかったことを記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力有難うございました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            



【資料 1 ③―  】新人看護職員研修における「看護管理」教育の実態調査用紙 
 

1 
 

 
【質  問  紙】 

１． 病院の設置主体についてお答えください。 

□ 国 □ 公的医療機関 □社会保険関係団体 □医療法人 □個人 □その他 

 

２． 新人看護職員研修ガイドラインによる新人研修を行っていますか。 

 □行っている ⇒質問 4、5 についてお答えください 

 □行っていない⇒質問 5 にお答え下さい。 

 

３． 新人看護職員研修担当の教育責任者を配置していますか。 

 □配置している 

 □配置していない 

 

４．新卒看護師の Off-JT 教育時間は、1 年間で何時間行っていますか。（60 分を 1 時間カウント） 

   （入職時オリエンテーションを含む） 

   □20 時間以上 □30 時間以上 □40 時間以上 □50 時間以上 □60 時間以上 

 

５．新卒看護師の Off-JT 教育時間の内「管理的側面」に関する教育は何時間ですか。（60 分を 1 時間カウント） 

   □5 時間～10 時間 □10 時間～20 時間 □20 時間～30 時間 □30 時間以上 

 

６．新卒看護師研修における「管理的側面」に関して具体的に取り上げている教育内容をチエックして 

下さい。（複数回答可）質問紙にあげた以外の教育内容については「その他」にご記入下さい。 

教育内容には入職時オリエンテーション内容も加えて下さい。 

□医療法による病院機能             □看護業務に関する法律   

□病院・看護部門の理念             □看護ケアのマネジメント            

□病院・看護部門の運営             □看護活動の PDCA サイクル          

□目標管理                   □看護の質保証・改善 

□チーム医療における看護職の役割        □看護基準・手順 

 □医療安全に関する法規             □看護提供体制 

□医療安全の概念                □タイムマネジメント 

□医療安全体制ガイドライ            □薬事法等の法律 

 □インシデント分析               □薬品の取扱いと管理      

□暴力・ハラスメント対策            □血液製剤の取り扱いと管理 

 □個人情報保護法                □防災規定 

 □情報管理ガイドライン             □防災訓練参加 

 □電子カルテ・支援システム           □医療機器、器具の取扱いと管理 

 □看護記録と法的根拠              □診療報酬のしくみ        

 □看護記録規定                 □コスト管理 



【資料 1 ③―  】新人看護職員研修における「看護管理」教育の実態調査用紙 
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□その他 

                                             

                                              

                                              

７．看護基礎教育における「看護管理学」教育で、必要と考える教育内容をチエックして下さい。 

（複数回答可）質問紙にあげた以外の教育内容について必要と考える場合は「その他」にご記入下さい。 

    □看護マネジメントの定義機能      □看護ケアのマネジメント 

    □組織論                □看護の質評価・改善 

    □看護組織の運営            □目標管理 

    □看護提供体制             □人的資源管理 

    □看護活動のＰＤＣA サイクル      □物品・薬品管理 

    □チーム医療の概念           □コスト管理 

    □保健医療福祉チーム員の専門性     □リーダーシップ 

    □チーム医療の中での看護職の役割    □メンバーシップ 

 □医療安全の概念            □情報管理 

 □医療事故分析             □医療安全対策 

 □有害事象の予防・対策         □感染防止対策 

 □災害・防災管理            □問題解決法           

□タイムマネジメント          □ストレスマネジメント 

 □在宅ケアチームマネジメント      □在宅ケアマネジメント 

□その他          

  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

     ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

     ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

８．その他、「看護管理学」教育に関してご意見がありましたらご記入下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力有難うございました。 



【資料 1－④】看護基礎教育における「看護管理学」教育の実態調査の回答校 
       の設置主体割合 

 
全看護大学の設置主体内訳（２３0 校） 

 

 

 

回答看護大学設置主体内訳（５８校） 

 

58.6％ 

22.6％ 

13.8％ 

1.7％ 

59.9％ 

18.1％ 

17.3％ 

2.1％ 2.7％

3.4％ 



【資料 1－⑤】新人看護職員研修における「看護管理」教育の実態調査の 
       回答施設と母集団の割合との比較 

 
６００床以上医療施設名簿の設置主体内訳（247 施設） 

 

 

 

 

回答病院の設置主体内訳（96 施設） 

 

      

          

33.2％

26.7％ 

22.2％ 

15.3％ 

2％ 

42.3％ 

24.7％ 

18.6％ 

10.3 ％

2.1％ 



【資料 2－①】 

 

        わが国における「看護管理」導入の経緯 

 
１． 第二次世界大戦前の看護管理   

1894 年（明治 27 年）日清戦争の戦時救護に看護婦取締、看護婦長の任命 

8 月 1 日に日清戦争が開戦し看護婦が内地で戦時救護に従事することになり 

日本で初めての看護婦管理者の誕生となる。管理は医師主導下での監督と取り 

締まり精神で管理が開始された。 

   1896 年（明治 29 年）「看病婦長服務心得書」  

   1903 年（明治 36 年）日本赤十字社救護員採用規則に看護婦長採用条件明記 

 

２． 第二次世界大戦後の看護管理 

1945 年（昭和 20 年）GHQ の公衆衛生部長サムによる総合医療・看護の普及 

敗戦の 1945 年（昭和 20 年）、占領軍総司令本部公衆衛生福祉部は日本の伝統 

的な医師中心（医療＝治療）の思想を、予防からリハビリテーションまでを含 

む総合保健（包括）医療・看護として幅広く捉え直した。 

オルト看護課長は新しい保健医療思想の下に看護婦等の指導者の再教育、現任 

教育、基礎教育の充実に着手した。 

1946 年（昭和 20 年）12 月 1 日付 国立病院・療養所として再編発足 

 それまでの陸・海軍病院は厚生省に移管され、すべての国民を対象とした国 

立病院・療養所として発足した。国立東京第一病院（現国立国際医療センタ 

ー）はモデル病院となり「病院のあり方」「労働の進め方」「看護婦再教育」 

などが指導された。その内容は、当時看護課にいた大森文子技官の他 3 名の 

婦長により「国立病院療養所看護婦長講義読本」としてまとめられた。 

全国の国立病院・療養所の院長・事務長・総婦長を対象に研修も成された。 

  1949 年（昭和 24 年）「病院婦長学」訳出版 （オルト看護課長） 

           「病院勤務看護婦業務指針」作成による看護婦業務の明確化 

   看護管理が病院婦長学からスタートしたため、我が国では看護管理は婦長以上 

の者がする仕事といった観念が今も根付いている。 

また、病院看護婦業務内容は、各科の医長の監督下から総婦長の指揮下で業務 

をすることが明確となった。 

   1950 年（昭和 25 年）我が国初の総婦長制度発足：看護部組織の独立 

    厚生省国立病院課長名で出された総婦長に関する通達には「真に人格、技量、 

統率力において看護婦の指導者たるふさわしい人材の選考¨¨」と人選を慎重 



にするよう通知された。 

    総婦長制度により看護部門は独立の指揮命令系統をもって、院長・副院長に直 

結することとなった。 

1958 年（昭和 33 年）10 月 基準看護制度導入：看護管理概念が根づく 

 承認基準として「病棟」概念が示され、看護師の勤務体制が 2 交代から 3 交 

代（8 時間労働）に、看護記録や管理日誌等の記録を通して看護管理概念が根 

付いた。しかし、看護師不足から付き添い制度の撤廃は実現せず平成 6 年まで継

続された。 

1960 年（昭和 35 年）「看護管理の原則」訳出（小林富美栄保健婦係長） 

WHO ヨーロッパ地域事務局がまとめたものを訳出された。これは、ヨーロッ 

パ・アメリカでの経営管理学の理論を看護サービスに応用した看護管理論であ 

り現在にも通じるといわれる。目次に病院と公衆衛生における看護管理とを並 

列に書かれており地域にも適用されている。 

   1961 年（昭和 36 年）「看護管理ゼミナール」日本で開催； 

初の看護管理の定義が示される 

    WHO 西大西洋地域事務局主催の初の国際会議が日本で開催された。当時の聖 

路加看護短期大学で 13 か国からの看護行政官、看護教育者、看護部長が討議 

するにあたり「看護管理の定義」が初めて示された。 

「看護管理とは、看護婦の潜在能力や関連分野の職員及び補助職員、あるいは 

設備や環境、社会の活動等を用いて、人間の健康向上のためにこれらを系統 

的に適用する過程である。」 

この定義では幅広い管理の機能が述べられており「病院」という言葉は見当た 

らない。 

この年に国民皆保険制度が開始された。 

   1961 年（昭和 36 年）8 月 病院経営管理の指標が公表： 

組織医療のあるべき姿、看護管理の重要性示される 

    看護師不足による労働環境の厳しさが原因で各地で起こった病院ストライキ 

を背景に「病院経営管理改善懇談会」が設置され、改善すべき方向性が示され 

た。具体的には、国の看護婦養成の責任、看護管理の重要性、看護部設置の必 

要性、チーム医療・人間関係の重要性、看護職の経済的評価、病院建築の長い 

動線の改善等組織医療としてのあるべき姿と改善点が示された。 

   1976 年（昭和 51 年）国立病院総婦長を看護部長と改称 

   1987 年（昭和 62 年）初の看護副院長の誕生 

    北海道東札幌病院の石垣靖子看護部長が初の副院長誕生。翌年聖路加国際病院 

の内田卿子総婦長が副院長となった。3 人目は 9 年後の平成 8 年岐阜県立岐阜 

病院の高木美智子看護部長が副院長に任命された。 



   1996 年（平成 8 年）日本看護職副院長連絡協議会開催 

   1992 年（平成 4 年）老人保健法の改正により訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ所長に看護職就任 

    医師以外は医療施設の管理者になれなかった日本の医療界に変化がみられた。 

1993 年（平成 5 年） 日本看護協会認定看護管理者ファーストレベル教育開始 

1998 年（平成 10 年）認定看護管理者制度となる 

1999 年（平成 11 年）認定看護管理者審査実施開始 

2008 年（平成 20 年）13 回日本看護サミット開催 

 全国で看護職副院長 246 人となったことが報告 

医療施設の経営組織に看護職が直接参画することにより、広く患者サービス全 

般を俯瞰する能力が求められり一方、医療の質向上にも看護職の管理能力が求 

められている。 

 

３．看護管理者教育 

   1907 年（明治 40 年）日本赤十字社が婦長候補生として 6 カ月の養成開始 

   1928 年（昭和 3 年）上記が 1 年の養成期間となる 

   1952 年（昭和 27 年）日本赤十字社幹部看護婦教育再開 

   1960 年（昭和 35 年）厚生省医務局医事課主催「看護管理講習会」が 2 回開催 

    文部省「全国国公私立大学病院看護管理者講習会」を東大病院で開催 

   1975 年（昭和 50 年）神奈川県立看護教育大学校で看護管理コース開設 

    公立機関で 3 か月コース、定員 20 名を開設 

   1979 年（昭和 54 年）千葉大学大学院看護学研究科修士課程開設 

   1980 年（昭和 55 年）聖路加看護大学大学院看護学研究科修士課程開設 

   1982 年（昭和 57 年）千葉大学看護学部に「看護実践研究指導センター」設置 

    文部省の看護継続教育施設たる全国共同利用施設として設置され現在も引き 

継がれている。 

   1987 年（昭和 62 年）看護協会看護教育研究センターが清瀬に設置 

    看護管理 A コース等の婦長研修に重点が置かれた 

   1988 年（昭和 63 年）聖路加看護大学大学院看護学研究科博士課程開設 

    看護研究科大学院の設置により大学院教育における看護管理教育が推進され 

るようになった。 

1993 年（平成 5 年） 日本看護協会認定看護管理者ファーストレベル教育開始 

1998 年（平成 10 年）日本看護協会看護教育研究センターで認定看護管理者サ 

ードレベル教育開始 

1999 年（平成 11 年）認定看護管理者審査実施開始 

 

    



【資料 2－②】 

指定規則における看護基礎教育カリキュラムの変遷と改正点 

 
１．変遷 

①1948 年（昭和 23 年）7 月 30 日 保健婦助産婦看護婦法制定 

  看護婦は甲種（高校卒業後 3 年の教育）と乙種（中学卒業後 2 年間の教育） 

の 2 種類となった。 

②1949 年（昭和 24 年）5 月 20 日 保健婦助産婦看護婦養成所指定規則公布 

  内容は保健婦助産婦看護婦法を引き継いだものであった。 

③1951 年（昭和 26 年）8 月 10 日 保健婦助産婦看護婦学校養成所指定規則 

改正 

大幅に改正されこれが現在の指定規則の原型となっている。文部省・厚生 

省所管の教育機関として制定し、看護師の教育内容を指定規則の別表 3 の 

2 として示している。 

看護婦は甲種・乙種の区別をなくし「看護婦」に一本化され、高校卒業後 

に 3 年間の教育を行い国家試験合格により厚生大臣から免許を得て国家 

登録し看護業務を行うようになった。一方、看護婦不足を補うために「准 

看護婦」制度が新設された。 

④ 1956 年（昭和 31 年）10 月 6 日 指定規則改正 

      看護婦 2 年課程を創設し、看護婦 2 年課程の指定基準が示された。 

    ⑤1967 年（昭和 42 年）11 月 30 日 第一次カリキュラム改正 

    ⑥1989 年（平成元年）3 月 29 日  第二次カリキュラム改正 

    ⑦1996 年（平成 8 年）8 月 26 日  第三次カリキュラム改正 

    ⑧2008 年（平成 20 年）1 月 8 日  第四次カリキュラム改正 

    ⑨2011 年（平成 23 年）1 月 指定規則改正 

      保健師・助産師教育基礎教育年限が 6 カ月から 1 年以上に延長された。 

 

２．カリキュラムの主な改正点（看護師 3 年課程） 

   看護師 3 年課程学校養成所カリキュラム改正のねらいと特徴は以下の通りで 

ある。ここでは、カリキュラム改正の背景とねらい、主な改正点を整理する。 

 

① 1967 年（昭和 42 年）11 月 30 日 第一次カリキュラム改正 

【改正のねらい】 

包括医療・総合看護の考え方の普及、医学教育の枠組みから看護学の枠組みへ

の転換が改正のねらいであった。 



【主な改正点】 

看護学の枠組みとして看護学総論、成人看護学、小児看護学、母性看護学が

設けられた。臨床実習が各学科目の授業として組み込まれた。専任教員は 3 人

から 4 人に増加した。 

② 1989 年（平成元年）3 月 29 日  第二次カリキュラム改正 

【改正のねらい】 

教育におけるゆとりと自由裁量の拡大、男女同一の教育の実現、高齢化社会へ

の対応であった。 

【主な改正点】 

基礎科目は指定科目から自由裁量量拡大し、専門基礎科目として基礎医学内容

を位置づけ、看護学に老年看護学を新設した。授業時間数を減少しカリキュラム

上のゆとりが強調された。 

③ 1996 年（平成 8 年）8 月 26 日  第三次カリキュラム改正 

【改正のねらい】 

在宅医療や精神保健等の国民のニーズの拡大への対応、看護大学の増加を 

踏まえた自由裁量の増大、養成所教育でのゆとりと魅力の増加があげられた。 

【主な改正点】 

教育科目から教育内容による設定に変更、単位制の導入、総合カリキュラム

の提示、専任教員の専門領域の強化、教員数を 4 人から 8 人に増加、実習施設

の充実と拡大が図られた。看護学として在宅看護論、精神看護学が新設、老人

看護学から老年看護学に名称変更された。 

④ 2008 年（平成 20 年）1 月 8 日  第四次カリキュラム改正 

【改正のねらい】 

安心安全な医療の再構築に向けた看護師等の資質の向上、看護実践能力 

の強化と卒業時の到達目標の明確化である。 

【主な改正点】 

専門分野の構造化を図り「専門分野Ⅰ」「専門分野Ⅱ」「統合分野」とされ 

た。統合分野は「在宅看護論」「看護の統合と実践」で構成された。看護基礎教

育の技術項目の卒業時の到達度が明確化され臨床実践に近い環境での学習が推進

された。 

 

３．看護基礎教育における看護管理に関わる教育の経過 

１）指定規則における看護管理に関わる教育 

  看護基礎教育における看護管理学教育は、3 年課程では、看護学総論、看護学 

 概論、基礎看護学の中で教育されてきた。指定規則において看護管理に関する内 

容規定は特になかった。 



2009 年（平成 21 年）第 4 次カリキュラム改正で専門分野の構造が変更され「統 

 合分野」が設定された。内訳は「看護の統合と実践」4 単位、臨地実習 2 単位で 

 ある。指定規則に記述されている教育項目は「チーム医療の中でのメンバーシッ 

プ・リーダシップ」「看護マネジメント基礎知識」「医療安全の基礎知識」「災害 

看護」「国際看護」「看護技術評価」である。臨地実習項目は、「実務に即した実 

習」「複数患者の受け持ち」「一勤務帯を通した実習」「夜間実習」である。 
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【資料 2－④】 看護師教育の技術教育の卒業時の到達度 
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はじめに 

看護は、人の生涯にわたるヘルスプロモーションとして重要な社会的機能の一つである。

その職業人としての第一歩を踏み出した新人看護職員が、臨床実践能力を確実なものとす

るとともに、看護職員としての社会的責任や基本的態度を修得することは極めて重要であ

る。本ガイドラインは、新人看護職員が基本的な臨床実践能力を獲得するための研修とし

て、医療機関の機能や規模にかかわらず新人看護職員を迎えるすべての医療機関で研修を

実施することができる体制の整備を目指して作成された。 

 

（ガイドライン検討の経緯） 

医療の高度化や在院日数の短縮化、医療安全に対する意識の高まりなど国民のニーズの

変化を背景に、臨床現場で必要とされる臨床実践能力と看護基礎教育で修得する看護実践

能力との間には乖離が生じ、その乖離が新人看護職員の離職の一因であると指摘されてい

る。看護基礎教育と臨床現場との乖離を埋めるためには、看護基礎教育の充実を図るとと

もに、臨床実践能力を高めるための新人看護職員研修の実施内容や方法、普及方策につい

て検討し、実施に移すことが求められている。そこで、新人看護職員研修ガイドラインの

策定及び普及のための具体的方策について検討するため、厚生労働省に「新人看護職員研

修に関する検討会」を設置し、議論を重ねて新人看護職員研修ガイドラインを作成した。 

なお、保健師業務については、業務形態等が異なることから、新人保健師に必要とされる

能力の確保のために特記すべき事項について検討し、別途、「新人看護職員研修ガイドラ

イン～保健師編～」を作成した。 

一方、平成 21 年 7 月の保健師助産師看護師法及び看護師等の人材確保の促進に関する

法律の改正により、平成 22 年 4 月 1 日から新たに業務に従事する看護職員の臨床研修等

が努力義務となっている。 

 

（ガイドライン見直しと改訂版） 

 平成 25 年 11 月より「新人看護職員研修ガイドラインの見直しに関する検討会」を開催

し、医療現場等の状況や看護基礎教育の見直し等の諸事情や研修成果等を踏まえ、ガイド

ラインの見直しに関する検討を行った。その結果、到達目標の項目の表現や到達の目安の

一部修正、到達目標設定に係る例示の追加等を行い、ガイドライン改訂版を作成した。 

 

（ガイドラインの構成と使い方） 

本ガイドラインは、各医療機関で研修を実施する際に必要となる事項を記載している。

新人看護職員研修ガイドラインの基本的な考え方及び新人看護職員研修と、新人看護職員

研修の効果を上げるために必要な指導者の育成についても示している。 

本ガイドラインでは、新人看護職員の到達目標として 1年以内に到達を目指す項目とそ

の到達の目安を示した。研修体制や研修方法は、各医療機関の特性、研修に対する考え方、

職員の構成等に合わせて行うことを前提としていることから例示としている。また、研修

プログラムの例と技術指導の例をあくまでも参考として示している。各医療機関において

は、新人看護職員研修を施設内だけではなく、周りのリソースを十分に活用し、新人看護

職員の到達目標に合わせて研修を自由に組み合わせて実施していただきたい。 

本ガイドラインが新人看護職員を受け入れるあらゆる医療機関で研修の企画・立案に際

して活用されることを期待している。 
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Ⅰ.新人看護職員研修ガイドラインの基本的な考え方 

 

１．新人看護職員研修の理念  

 

① 看護は人間の生命に深く関わる職業であり、患者の生命、人格及び人権を尊重する

ことを基本とし、生涯にわたって研鑽されるべきものである。新人看護職員研修は、

看護実践の基礎を形成するものとして、重要な意義を有する。 

 

② 新人看護職員を支えるためには、周囲のスタッフだけではなく、全職員が新人看護

職員に関心を持ち、皆で育てるという組織文化の醸成が重要である。この新人看護

職員研修ガイドラインでは、新人看護職員を支援し、周りの全職員が共に支え合い、

成長することを目指す。 

 

２．基本方針 

 

① 新人看護職員研修は、新人看護職員が基礎教育で学んだことを土台に、臨床実践能

力を高めるものである。新人看護職員は、新人看護職員研修で修得したことを基盤

に、生涯にわたって自己研鑽することを目指す。 

 

② 新人看護職員研修は、看護基礎教育では学習することが困難な、医療チームの中で

複数の患者を受け持ち、多重課題を抱えながら、看護を安全に提供するための臨床

実践能力を強化することに主眼を置くことが重要である。 

 

③ 医療における安全の確保及び質の高い看護の提供は重要な課題である。安全で安心

な療養環境を保証するため、医療機関は患者の理解を得ながら組織的に職員の研修

に取り組むものであり、新人看護職員研修はその一環として位置付けられる。 

 

④ 専門職業人として成長するためには、新人看護職員自らがたゆまぬ努力を重ねるべ

きであることは言うまでもないが、新人の時期から生涯にわたり、継続的に自己研

鑽を積むことができる実効性のある運営体制や研修支援体制が整備されているこ

とが重要である。 

 

⑤ 医療状況の変化や看護に対する患者・家族のニーズに柔軟に対応するためにも、新

人看護職員研修は、常に見直され発展していくものである。 

   

３．研修体制 

 

１）新人看護職員を支える体制の構築 

① 病院管理者、看護管理者は、自施設の理念や基本方針に基づいた新人看護研修が実

施できる体制の構築に責任を持つことが必要である。また、理念や基本方針を研修

に携わる職員全員と共有することが望まれる。 

 

② 新人看護職員研修は、所属部署の直接の指導者だけではなく、部署スタッフ全員が

新人を見守り、幾重ものサポート体制を組織として構築することが望ましい。そし

て、新人看護職員が看護の素晴らしさを実感したり、看護に対する誇りが持てるよ

うに、指導者がロールモデルとして、新人看護職員に示していくことが望まれる。 
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③ 新人看護職員が臨床現場に順応し、臨床実践能力を獲得するためには、根気強く暖

かい支援が必要である。また、新人看護職員の不安を緩和するために、職場適応の

サポートやメンタルサポート等の体制づくりが必要である。そのためには、新人を

周りで支えるための様々な役割を持つ人員の体制づくりが必要である。 

   

④ 新人看護職員の研修は医療機関全体で取り組むものであり、共通する研修内容等は、

医師や薬剤師等の新人職員と合同で研修を行い、また、専門的な知識・技術を有す

る職員を新人看護職員研修に参画させることも必要である。そして、医療機関内の

多職種との連携を密にとるとともに、新人看護職員が多職種の業務を理解するため

の機会を設けることが必要である。 

 

２）研修における組織の体制 

研修体制における組織例を図 1 に示す。施設の規模によっては研修責任者が教育担当者

の役割も担うこともあり、また、研修責任者と教育担当者と実地指導者が同一であるなど、

体制は施設により異なるが、どの施設でも、組織内においてそれぞれの役割を担う者が誰

なのかを互いに認識できるような体制とし、それを明確に示すことが必要である。 

 
図 1 研修体制における組織例 

 

 

研修体制におけるそれぞれの役割を以下に示す。 

 

①  新人看護職員 

免許取得後に初めて就労する看護職員のことである。自立して個人の今後の目標を定め、

主体的に研修に参加することが期待される。 

 

② 実地指導者 

実地指導者は新人看護職員に対して、臨床実践に関する実地指導、評価等を行う者であ

る。看護職員として必要な基本的知識、技術、態度を有し、教育的指導ができる者である

ことが望ましい。実地指導者の配置は、新人看護職員に対し継続的に指導を行う一人の指

導者を配置する方法や各新人看護職員に対し複数の指導者が担当する方法、チームの中で

日々の指導者を配置する方法などがあり、部署の特性や時期によって組み合わせるなどの

工夫を行う。 
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③ 教育担当者  

教育担当者は、看護部門の新人看護職員の教育方針に基づき、各部署で実施される研修

の企画、運営を中心となって行う者であり、実地指導者への助言及び指導、また、新人看

護職員へ指導、評価を行う者である。看護職員の模範となる臨床実践能力を持ち、チーム

リーダとしての調整能力を有し、教育的役割を発揮できる者が望まれる。教育担当者の配

置は各部署に 1名以上とすることが望ましい。 

 

④ 研修責任者 

研修責任者は、施設及び看護部門の教育方針に基づき、教育担当者、実地指導者及び新

人看護職員の研修プログラムの策定、企画及び運営に対する指導及び助言を行う者である。

そして、研修責任者は、研修の企画・運営・実施・評価の全ての過程における責任者であ

る。また、各部署の管理者や教育担当者と連携を図りつつ、教育担当者の支援を行い、部

署間の調整も含め新人看護職員研修全体を把握する。他施設と連携し研修を実施する場合

は、施設間連携の調整役となる。 

研修責任者は、研修計画、研修プログラムの策定において、様々な意見や課題を集約し、

研修の結果を評価する能力や、研修の運営における問題解決及び自施設の状況に合わせた

新たな研修計画を策定していく能力が求められる。研修責任者の配置は、できる限り、各

施設に 1名配置することが望ましい。 

 

⑤ プログラム企画・運営組織（委員会等） 

研修プログラムの策定、企画及び運営を行うための委員会などの組織であり、研修責任

者の下に設置する。ここでは、施設間や職種間の連携・調整を行い、最適な研修方法や研

修内容について具体的に検討を行う。 

 

３）研修体制の工夫 

新人看護職員研修等の実施に当たっては、各施設の特性に適した方法を選択したり、組

み合わせたりして実現可能な研修を計画することが望まれる。 

   

① 施設間で連携する工夫 

新人看護職員研修等の充実を図るため、地域、同規模の施設間、医療連携している施

設間で連携する方法や研修の実績のある施設と連携するなどの方法がある。 

また、施設間での連携を推進するためにも各施設は院内研修を公開することや、都道

府県では協議会などを設置し地域で施設間連携が活性化するための検討や調整を行う

ことが求められる。 

 

② 研修の工夫 

・ローテーション研修に代表される複数領域の研修：一つの部署では得ることのできない

幅広い臨床実践能力を獲得するために有効 

・多職種と合同研修会の実施：チーム医療におけるパートナーシップの育成に有効 

・研修の講師として看護基礎教育を行っている看護教員の活用：看護基礎教育において学

習した知識・技術とのつながりを強化するために有効 

・教育機関、学会、専門職能団体等で行われているプログラムの活用：最新の専門的な知

識・技術を得るのに有効 

・新人看護職員研修の経験が豊かなアドバイザーの活用：施設に適した研修体制や計画策

定が可能 

    

③ 新人看護職員を支える組織体制の工夫 

新人看護職員を支える組織体制としては、プリセプターシップ、チューターシップ、

メンターシップなどの方法がある（表 1）。新人看護職員の離職を防止するためには意図

的な精神的支援の仕組みが必要であるとされているため、その工夫をする必要がある。 
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表 1 新人看護職員を支える組織体制の例 

名  称 定  義 適  用 

プリセプターシップ  新人看護職員１人に対して決められ
た経験のある先輩看護職員（プリセプタ
ー）がマンツーマン（同じ勤務を一緒に
行う）で、ある一定期間新人研修を担当
する方法。この方法の理念は、新人のペ
ースに合わせて（self-paced）、新人自
らが主体に学習する（self-directed）
よう、プリセプターが関わることであ
る。 

 新人看護職員が臨床現場に出てすぐなど、
ごく初期の段階で用いるのが効果的である。
プリセプターは自分の担当する患者の看護ケ
アを、担当の新人看護職員（プリセプティー）
とともに提供しながら、仕事を通してアセス
メント、看護技術、対人関係、医療や看護サ
ービスを提供する仕組み、看護職としての自
己管理、就業諸規則など、広範囲にわたって
手本を示す。 

チューターシップ 

（エルダー制） 

 各新人看護職員に決まった相談相手
（チューター）を配置し、仕事の仕方、
学習方法、悩みごとなどの精神面、生活
など広範囲にわたり相談や支援を行う。 

 決められた相談相手がいることは新人看護
職員にとって心強いとの評価であり、新人看
護職員研修期間を通じてチューターを配置す
ることが望ましい。この方法では、日々の業
務における実践的指導ができないため、新人
と先輩がペアで患者を受け持つ方法とを組み
合わせることが多い。 

メンターシップ  メンターは、新人看護職員を援助し、
味方となり、指導し、助言し、相談にの
る役割である。通常、直接的な実地指導
者として関わることはなく、支援者的役
割を果たす。 

 メンターは中長期的なキャリア支援、動機
付け、よき理解者として関わりながら、人間
的な成長を支援する役割であるので、新人看
護職員研修後期以降の支援者としてふさわし
い。 

チーム支援型  特定の指導係を置くのではなく、チー
ムで新人看護職員を教育・支援する方法 

 新人看護職員１人に１人の指導者をつけ
ず、チームに参画しながら新人を教育・支援
する。チーム内でそれぞれのメンバーが得意
分野を指導するように役割の分担がなされて
いる。 

 

４）新人看護職員が少ない施設や小規模病院等における外部組織の活用 

施設の規模や特性、新人看護職員数によって、新人看護職員研修、実地指導者研修、教

育担当者研修は、各医療機関単独で完結した研修ができないことがあるため、他医療機関

や研修・教育機関などの外部組織を活用したり、複数医療機関が共同で研修を行うことが

実情に即していると考えられる。 

なおその際も、自施設における研修計画を立て、その中で外部組織を活用した研修の位

置づけを明確にしておくことは重要である。 

 

① 他医療機関の活用 

小規模ないし単科病院においては、新人看護職員としての到達目標に記載されている

項目のすべてを体験することが難しい場合がある。そのような場合は、近隣の施設で行

っている研修に参加するなどの工夫をする。このような施設間において、研修ができる

ようにするためには、総合的な研修を実施している施設の院内研修を公開することが求

められる。また、地域単位でこのような連携が図れるよう都道府県が調整を行うことも

求められる。 

また、実地指導者、教育担当者研修は、1 施設では受講者が少数であることが想定さ

れることから、一定規模の病院が共同で開催するなど施設間の連携がより必要となる。 

 

② 研修・教育機関の活用 

新人看護職員が少ない施設においては、新人看護職員研修のうち、集合研修が可能な

研修内容について専門職能団体等が行う研修を自施設の新人看護職員研修に組み込ん

で行うことも考えられる。例えば、医療安全、感染管理、救急蘇生などの研修について、

他の機関の研修を活用することが有効である。 

 

 



 

7 
 

 

Ⅱ．新人看護職員研修 

１．研修内容と到達目標 

１）臨床実践能力の構造 

看護は必要な知識、技術、態度を統合した実践的能力を、複数の患者を受け持ちながら、

優先度を考慮し発揮することが求められる。そのため、臨床実践能力の構造として、Ⅰ基

本姿勢と態度 Ⅱ技術的側面 Ⅲ管理的側面が考えられる（図 2）。これらの要素はそれぞ

れ独立したものではなく、患者への看護を通して臨床実践の場で統合されるべきものであ

る。また、看護基礎教育で学んだことを土台にし、新人看護職員研修で臨床実践能力を積

み上げていくものである。 

 

図 2 臨床実践能力の構造 

 

２）到達目標 

① 到達目標の項目によっては、施設又は所属部署で経験する機会が少ないものもある

ため、優先度の高いものから修得する。状況によっては到達期間を 2 年目以降に設

定しなければならないこともあり得る。その場合には、到達目標の技術を経験でき

る他部署（他施設）での研修を取り入れる等の対応を検討する。 

 

② 到達目標は、「看護職員として必要な基本姿勢と態度」16 項目（表３）、「技術的側

面：看護技術」70 項目（表４）、「技術的側面：助産技術」28 項目（表５）、「管理的

側面」18 項目（表６）からなる。各項目の到達の目安を 4段階で示し、１年以内に

到達を目指す項目には「★」を付した。ただし、1 年の間のいつの時点で到達すべ

きなのか、あるいは 1年以内に到達を目指す項目ではない項目（「★」を付していな

い項目）についていつまでに到達することを目標とするのかは、各施設が決めてい

くものとしている。また、ここで到達の目安として示している「できる」とは、指

導がなくても新人看護職員が自立して看護を実施できることを意味している。 

 

 

 

 

 

⑭死亡時のケアに関する技術 
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３）到達目標の設定手順   

到達目標を設定する上では、施設の規模・機能、看護部門の理念、看護職員の構成、新

人看護職員を支援する体制、新人研修にかけられる時間・予算、目指す看護職員像（どの

ような新人看護職員に育って欲しいのか）を考慮する。また、到達目標は、①項目→②詳

細さ→③難易度→④到達時期の順に検討する。以下に、到達目標設定の際に考慮する項目

等の例（表２）と各施設における到達目標設定の流れ（イメージ）（図 3-1、図 3-2）を示

す。 

 

 

  表２ 到達目標設定の際に考慮する項目等の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の理念は何か
地域における施設の役割は何か　等

 ・病床数　　・病床区分（一般病床・療養病床・精神病床・感染症病床等）

 ・病院の機能（特定機能病院・地域医療支援病院等） ･患者の平均在院日数

 ・入院基本料区分　・診療報酬の加算　等

施設において看護部門に期待される役割は何か
患者がどのような看護を求めているか
どのような看護師を育成するのか　　等

 ・看護提供システム（チームナーシング・プライマリーナーシング等） ・看護部目標　　等

新人看護職員を教育するメンバーの経験年数や発達のレベルの層はどのくらいか
新人看護職員に求める役割の大きさはどのくらいか　　等
新人看護職員が夜勤要員となる時期　等

 ・看護職員数  ・看護職員数に対する新人看護職員数の構成割合

 ・ラダー等による看護職員の発達段階や経験年数ごとの比率 ・夜勤体制・勤務体制　等

施設の支援体制で実施可能な知識・技術研修の内容、研修内容の工夫

指導者の育成状況
施設全体での教育体制・環境はどうか　　等

 ・組織体制（プリセプターシップ、・メンターシップ、・チューターシップ、・チーム
   支援型等）

 ・指導者教育体制　・看護部の教育組織　　等

提供する教育内容に対して到達目標の設定はどうか
施設の予算の範囲で提供できる教育体制の整備、教育プログラムの内容　等

 ・研修時間　・予算　　等

一年目の目標と修得すべき知識・技術の内容
一年後にどのような看護職員をめざすのかビジョンはあるか　等

 ・ラダー　　等

こ
れ
ら
を
考
慮
し
て
、

到
達
目
標
の
「

項
目
・
詳
細
さ
・

難
易
度
・
到
達
時
期
」

を
施
設
に
合
わ
せ
て
検
討
す
る

考慮すべき内容の例項目

施設の規模・機能

看護部の理念

看護職員の構成

新人看護職員を支援
する体制

新人研修にかけられる
時間・予算

目指す看護職員像
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＊ここに示すイメージ図は、あくまでも一例であり、設定の流れや到達目標は施設毎に異なるものである。 

 

図 3-1 到達目標設定の流れ（イメージ）「回復期リハビリテーション病院の例」 

 

 

 

図 3-2 到達目標設定の流れ（イメージ）「救命救急センターを併設した高度急性期医療 

を担う病院の例」 
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【例１】 

この例は、救命救急処置技術の項目『チームメンバーへの応援要請』に焦点をあて、おもに病棟で

発生した急変・救命救急場面を想定し、施設の規模や機能に沿った技術的側面（看護技術項目）の

設定を行う際の手順を示している。 

 

 
 
 

 

 
 

 
 
 

 

①　項目の設定例

A病院 Ｂ病院

救命救急処置技術 救命救急処置技術

①意識レベルの把握 ①意識レベルの把握
②気道確保 ②チームメンバーへの応援要請
③人工呼吸 ③気道確保
④閉鎖式心臓マッサージ ④人工呼吸
⑤気管挿管の準備と介助 ⑤閉鎖式心臓マッサージ
⑥外傷性の止血 ⑥急変、救命救急時に必要な物品の準備
⑦チームメンバーへの応援要請 ⑦気管挿管の準備と介助

⑧除細動器またはAEDの準備
⑨人工呼吸器の準備
⑩外傷性の止血

パターンⅠ パターンⅡ パターンⅢ

チームメンバーへの応援要請 チームメンバーへの応援要請 チームメンバーへの応援要請

１．患者の急変時、救命救急場
面においてチームメンバーへの
応援要請ができる。

１．患者の急変時、救命救急場
面においてチームメンバーへの
応援要請や医師への連絡がで
きる。

1．患者の急変時、救命救急場
面においてチームメンバーへの
応援要請や医師への連絡がで
きる。

２．救急カートを準備できる。
２．患者におこりうる急変・救命
救急場面について理解してい
る。

３．リーダーの指示に従い、他
の患者の安全を守ることができ
る。

３．リーダーの指示に従い、他
の患者の安全を守ることができ
る。

４．患者の状態（意識レベル、呼
吸、循環動態等）を確認し、判
断できる（他者に説明できる）。

５．急変、救命救急場面におけ
る一連の流れを理解できる（ア
ルゴリズムを理解している）。

６．救急カートの物品（内容、使
用目的、使用方法等）について
理解している。

７．急変時、救命救急場面に対
応した経時的な記録ができる。

②　詳細さの設定例：「チームメンバーへの応援要請」

施設１ 施設２ 施設３

・患者の急変時、救命救急場面
においてチームメンバーへの応
援要請の役割を担う。

・患者の急変時、救命救急場面
においてチームメンバーへの応
援要請と共に、医師への連絡の
役割を担う。

・患者の急変時、救命救急場面
においてチームメンバーへの応
援要請と共に、医師への連絡の
役割を担う。

・患者の急変時、救命救急場面
において他の患者への配慮等
周囲の環境を整える役割を担
う。

・患者の急変時、救命救急場面
においてリーダーへ指示を求め
自ら対応する役割を担う。

・患者の急変時、救命救急場面
に対応した必要物品を準備（救
急カート・除細動器・AEDの点
検・整備を含む）する役割を担
う。

③難易度の設定例：
   チームメンバーへの応援要請

役 割 の 大 き さ（難易度）

④到達時期の設定例：「チームメンバーへの応援要請」

・患者の急変時、救命救急場面においてチームメンバーへの応援要請ができる。
・救急カートを準備できる。

・基本的な救命救急処置技術を修得
し、メンバーシップを発揮すること
ができる。

・急変、救命救急場面に対応した経時的な記録がで
きる。

・救急カートの物品（内容、使用目的、使用方法等）につい
て理解している。

・急変・救命救急場面における一連の流れを理解している。
・患者の状態（意識レベル、呼吸、循環動態等）確認し、判断できる。

・医師への連絡ができる。
・患者におこりうる急変、救命救急場面について理解している。

期 間

基礎教育 新人1か月 ３か月 ６か月 1年

○病院

△病院

救命救急処置技術の到達目標における項目

の設定を行う場合を例として手順を示す。 

 

到達目標の一覧を参考に項目を設定する場

合（Ａ病院）、施設の特性をふまえ、知識や

理解を行動レベルで示すため、独自の項目

を追加して設定する場合（Ｂ病院）などが

考えられる。 

 

①で設定した項目ごとに詳細さを設定す

る。 

急変、救命救急場面に必要な行動について

各項目を最小限の行動で設定する場合（パ

ターンⅠ）、やや詳細に設定する場合（パタ

ーンⅡ）、手順に沿って詳細に設定する場合

（パターンⅢなどが考えられる。 

＊救命救急処置技術の場面には、患者の急変時と

救命救急場面があることを想定し、どちらの場面

にも対応可能となるよう記載している。 
 

設定した項目の到達状況を判定するときの

基準となる難易度を設定する。項目によって

難易度に影響する事項は異なるが、ここでは

施設の規模や病床の特性などによる新人看

護職員に求める役割の大きさに応じた難易

度の例を示す。 

いつまでにその項目を到達するか

の到達時期を設定する。 
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【例２】 

 

② 詳細さの設定例: 「車椅子による移送」

パターンⅠ パターンⅡ パターンⅢ

1. 車椅子の準備ができる

2. ボディメカニクスの原理・原則
を述べることができる

3. 患者の状況や状態に応じた
移乗ができる

4. 羞恥心に配慮した対応がで
きる

5. 危険の回避が出来、安全に
対する留意事項がわかる

1. 車椅子の構造や使用方法を述べるこ
とができる

2 . 患者の状況に応じた必要物品が準
備出来る（酸素ボンベ・点滴スタンド・
廃液バックカバーなど）

3. ボディメカニクスの原理・原則を述べる
ことができる

4. 患者に車椅子移乗と行き先を説明で
きる

5. 患者の身支度を整えることができる
6. 羞恥心に配慮した対応ができる
7. 車椅子や必要物品の準備ができる

（車椅子を２０～３０度の角度で置き、
フットレストを上げ、ブレーキをかける

8. 患者の状態やルート類などに注意し
て移乗できる

9. 移乗後、患者の状態を観察し、点滴
ルート､酸素などの確認行動ができる

10.患者へ声かけを行いながら、移送介助
ができる

11.段差や傾斜時の対応ができる
12.移送介助後の患者の観察ができる

車椅子による移送 車椅子による移送 車椅子による移送

 

 

③ 難易度の設定例： 「車椅子による移送」

難易度

状態が安定している患者 状態に変化のある患者
重症度が中等度の患者

重症・急変の恐れのある
患者

■18歳 女性 貧血
安静度：院内フリー

■筋力低下でふらつき
あり

■下肢に強度の浮腫が
あり、皮膚が脆弱

■起立性低血圧で転倒歴
あり

■左片麻痺がある患者

■脳神経外科の手術後で
循環動態の変化が
大きい患者

■大腿部頚部骨折で
体重が100キロ

■複数の点滴ラインあり、
シリンジポンプ使用、
酸素投与中

タイプⅠ タイプⅡ タイプⅢ

 
 

④ 到達時期の設定例： 「車椅子による移送」

・基本的な移送の手順ができる

・筋力低下や麻痺のある患者の移送が
できる

・重症患者の移送が
安全にできる

基礎教育 新人1か月 6か月 1年

期間

3か月

○病院

△病院

・ボディメカニクスの原理・原則を述べることができる
・患者の状況や状態に応じた、移送ができる（軽症の患者）
・羞恥心に配慮した対応ができる
・危険の回避が出来、安全に対する留意事項がわかる

・車椅子の準備ができる

 

 

① 項目の設定例

A病院 B病院 C病院
活動休息援助技術

①歩行介助・移動の介助・
移送

②体位変換

③関節可動域訓練・廃用
性症候群予防

④入眠・睡眠への援助

⑤体動、移動に注意が必
要な患者への援助

①歩行介助・移動の介助・
移送

②体位変換

③体動、移動に注意が必
要な患者への援助

①歩行介助
②車椅子による移送
③ストレッチャーの移送
④体位変換

⑤関節可動域訓練・廃用
性症候群予防

⑥入眠・睡眠への援助

⑦体動、移動に注意が必
要な患者への援助

⑧プレイルームでの遊び
の援助

活動休息援助技術 活動休息援助技術

活動休息援助技術の到達目標における項目

の設定を行う場合を例として手順を示す。

到達目標の一覧を参考に自施設の特性を踏

まえて設定する。一年以内に経験し修得を

目指す項目に限って設定する場合（A病院）、

到達目標のすべての項目を設定する場合（B

病院）、さらに独自の項目を追加して設定す

る場合（C病院）などが考えられる。 

 

 

①で設定した項目ごとに詳細さを設定す

る。各項目をそのまま設定する場合（パタ

ーンⅠ）、やや詳細に設定する場合（パター

ンⅡ）、手順に沿って詳細に設定する場合

（パターンⅢ）などが考えられる。 

 

設定した項目の到達状況を判定するときの

基準となる難易度を設定する。項目によって

難易度に影響する事項は異なるが、ここでは

患者の状態による難易度の例を示す。 

 

いつまでにその項目を到達するかの到達

時期を設定する。 
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表３ 看護職員として必要な基本姿勢と態度についての到達目標 

 

看護職員として必要な基本姿勢と態度については、新人の時期のみならず、成長してい

く過程でも常に臨床実践能力の中核となる部分である。 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★：１年以内に到達を目指す項目

★

①医療倫理・看護倫理に基づき、人間の生命･尊厳を尊重し患者の人権を擁護する ★ Ⅰ

②看護行為によって患者の生命を脅かす危険性もあることを認識し行動する ★ Ⅰ

③職業人としての自覚を持ち、倫理に基づいて行動する ★ Ⅰ

①患者のニーズを身体・心理・社会的側面から把握する ★ Ⅰ

②患者を一個人として尊重し、受容的・共感的態度で接する ★ Ⅰ

③患者・家族にわかりやすい説明を行い、同意を得る ★ Ⅰ

④家族の意向を把握し、家族にしか担えない役割を判断し支援する ★ Ⅱ

⑤守秘義務を厳守し、プライバシーに配慮する ★ Ⅰ

⑥看護は患者中心のサービスであることを認識し、患者・家族に接する ★ Ⅰ

①病院及び看護部の理念を理解し行動する ★ Ⅰ

②病院及び看護部の組織と機能について理解する ★ Ⅱ

③チーム医療の構成員としての役割を理解し協働する ★ Ⅱ

④同僚や他の医療従事者と適切なコミュニケーションをとる ★ Ⅰ

①自己評価及び他者評価を踏まえた自己の学習課題をみつける ★ Ⅰ

②課題の解決に向けて必要な情報を収集し解決に向けて行動する ★ Ⅱ

③学習の成果を自らの看護実践に活用する ★ Ⅱ

生涯にわたる
主体的な自己
学習の継続

到達の目安　　Ⅱ：指導の下でできる　Ⅰ：できる

看護職員とし
ての自覚と責
任ある行動

患者の理解と
患者・家族と
の良好な人間
関係の確立

組織における
役割・心構え
の理解と適切
な行動

到達の目安
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表４ 技術的側面：看護技術についての到達目標 

 

★：１年以内に到達を目指す項目

★

①温度、湿度、換気、採光、臭気、騒音、病室整備の療養生活環境調
整 (例:臥床患者、手術後の患者等の療養生活環境調整）

★ Ⅰ

②ベッドメーキング　（例：臥床患者のベッドメーキング） ★ Ⅰ

①食生活支援　 Ⅱ

②食事介助　（例：臥床患者、嚥下障害のある患者の食事介助） ★ Ⅰ

③経管栄養法 ★ Ⅰ

①自然排尿・排便援助（尿器・便器介助、可能な限りおむつを用いない援助
を含む。）

★ Ⅰ

②導尿 Ⅰ

③膀胱内留置カテーテルの挿入と管理 Ⅰ

④浣腸 Ⅰ

⑤摘便 Ⅱ

①歩行介助・移動の介助・移送 ★  Ⅰ

②体位変換（例：①及び②について、手術後、麻痺等で活動に制限の
ある患者等への実施）

★ Ⅰ

③廃用症候群予防・関節可動域訓練 Ⅱ

④入眠・睡眠への援助 ★ Ⅱ

⑤体動、移動に注意が必要な患者への援助 （例：不穏、不動、情緒不安
定、意識レベル低下、鎮静中、乳幼児、高齢者等への援助）

★ Ⅱ

①清拭 ★ Ⅰ

②洗髪 Ⅰ

③口腔ケア ★ Ⅰ

④入浴介助 Ⅰ

⑤部分浴・陰部ケア・おむつ交換 ★ Ⅰ

⑥寝衣交換等の衣生活支援、整容 ★ Ⅰ

①酸素吸入療法　 ★ Ⅰ

②吸引（口腔内、鼻腔内、気管内） ★ Ⅰ

③ネブライザーの実施 ★ Ⅰ

④体温調整 ★ Ⅰ

⑤体位ドレナージ Ⅱ

⑥人工呼吸器の管理 Ⅳ

①創傷処置　 Ⅱ

②褥瘡の予防 ★ Ⅰ

③包帯法 Ⅱ

①経口薬の与薬、外用薬の与薬、直腸内与薬 ★ Ⅰ

②皮下注射、筋肉内注射、皮内注射　 Ⅰ

③静脈内注射、点滴静脈内注射 Ⅰ

④中心静脈内注射の準備・介助・管理 Ⅱ

⑤輸液ポンプ・シリンジポンプの準備と管理 Ⅰ

⑥輸血の準備、輸血中と輸血後の観察 Ⅱ

⑦抗菌薬、抗ウイルス薬等の用法の理解と副作用の観察 ★ Ⅱ

⑧インシュリン製剤の種類・用法の理解と副作用の観察 Ⅱ

⑨麻薬の種類・用法の理解と主作用・副作用の観察 Ⅱ

⑩薬剤等の管理（毒薬・劇薬・麻薬、血液製剤を含む） Ⅱ

①意識レベルの把握　 ★ Ⅰ

②気道確保 ★ Ⅱ

③人工呼吸 ★ Ⅱ

④閉鎖式心臓マッサージ ★ Ⅱ

⑤気管挿管の準備と介助 ★ Ⅱ

⑥外傷性の止血 Ⅱ

⑦チームメンバーへの応援要請 ★ Ⅰ

①バイタルサイン（呼吸・脈拍・体温・血圧）の観察と解釈 ★ Ⅰ

②身体計測 ★ Ⅰ

③静脈血採血と検体の取扱い ★ Ⅰ

④動脈血採血の準備と検体の取り扱い　 Ⅰ

⑤採尿・尿検査の方法と検体の取り扱い Ⅰ

⑥血糖値測定と検体の取扱い ★ Ⅰ

⑦心電図モニター・12誘導心電図の装着、管理 Ⅰ

⑧パルスオキシメーターによる測定 ★ Ⅰ

①安楽な体位の保持 ★ Ⅱ

②罨法等身体安楽促進ケア Ⅱ

③リラクゼーション技法（例：呼吸法・自律訓練法等） Ⅱ

④精神的安寧を保つための看護ケア（例：患者の嗜好や習慣等を取り
入れたケアを行う等）

Ⅱ

①スタンダードプリコーション（標準予防策）の実施 ★ Ⅰ

②必要な防護用具（手袋、ゴーグル、ガウン等）の選択 ★ Ⅰ

③無菌操作の実施 ★ Ⅰ

④医療廃棄物規定に沿った適切な取扱い ★ Ⅰ

⑤針刺し切創、粘膜暴露等による職業感染防止対策と事故後の対応 ★ Ⅰ

⑥洗浄・消毒・滅菌の適切な選択 Ⅰ

①誤薬防止の手順に沿った与薬 ★ Ⅰ

②患者誤認防止策の実施 ★ Ⅰ

③転倒転落防止策の実施 ★ Ⅰ

④薬剤・放射線暴露防止策の実施 Ⅱ

死亡時のケア
に関する技術

①死後のケア Ⅲ

環境調整技術

与薬の技術

創傷管理技術

呼吸・循環を
整える技術

清潔・衣生活
援助技術
（例：①から⑥に
ついて、全介助を

要する患者、ド
レーン挿入、点滴
を行っている患者

等への実施）

活動・休息援
助技術

安全確保の技
術

救命救急
処置技術

排泄援助技術

食事援助技術

到達の目安

到達の目安　Ⅳ：知識としてわかる　Ⅲ：演習でできる　Ⅱ：指導の下でできる　Ⅰ：できる

※患者への看護技術の実施においては、高度な又は複雑な看護を必要とする場合は除き、比較的状態の安定した患者の看護を想定
している。なお、重症患者等への特定の看護技術の実施を到達目標とすることが必要な施設、部署においては、想定される患者の
状況等を適宜調整することとする。

苦痛の緩和・
安楽確保の技
術

症状・生体機
能管理技術

感染予防技術
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表５ 技術的側面：助産技術についての到達目標 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

★：１年以内に到達を目指す項目

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ★

①正常妊婦の健康診査と経過診断、助言 ★ Ⅰ

★ Ⅰ

★ Ⅰ

★ Ⅰ

★ Ⅰ

★ Ⅰ

⑦破水の診断 ★ Ⅰ

⑧産痛緩和ケア（マッサージ、温罨法、温浴、体位等） ★ Ⅰ

⑨分娩進行促進への援助（体位、リラクゼーション等） ★ Ⅰ

★ Ⅰ

★ Ⅰ

⑫妊娠期、分娩期の異常への対処と援助 ★ Ⅱ

★ Ⅰ

★ Ⅰ

★ Ⅰ

★ Ⅰ

★ Ⅰ

★ Ⅰ

★ Ⅱ

★ Ⅰ

★ Ⅰ

★ Ⅰ

★ Ⅰ

Ⅱ

★ Ⅱ

★ Ⅰ

★ Ⅰ

★ Ⅰ

証明書
等

①出生証明書の記載と説明

②母子健康手帳の記載と説明

③助産録の記載

褥婦

①正常褥婦の健康診査と経過診断（入院中、退院時）

②母親役割への援助（児との早期接触、出産体験の想起等）

③育児指導（母乳育児指導、沐浴、育児法等）

④褥婦の退院指導（生活相談・指導、産後家族計画等）

⑤母子の1か月健康診査と助言

⑥産褥期の異常への対処と援助

⑪正常分娩の直接介助、間接介助

新生児

①新生児の正常と異常との判断（出生時、入院中、退院時）

②正常新生児の健康診査と経過診断

③新生児胎外適応の促進ケア（呼吸・循環・排泄・栄養等）

④新生児の処置（口鼻腔・胃内吸引・臍処置等）

⑤沐浴

⑥新生児への予防薬の与薬（ビタミンＫ２、点眼薬）

⑦新生児の緊急・異常時への対処と援助

到達の目安　Ⅳ：知識としてわかる　Ⅲ：演習でできる　Ⅱ：指導の下でできる　Ⅰ：できる

到達の目安

妊産婦

②外診技術（レオポルド触診法、子宮底・腹囲測定、ザイツ法、
胎児心音聴取、（ドップラー法、トラウベ）

③内診技術

④分娩監視装置装着と判読

⑤分娩開始の診断、入院時期の判断

⑥分娩第1～４期の経過診断

⑩心理的援助（ドゥーラ効果、妊産婦の主体的姿勢への援助等）
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表６ 管理的側面についての到達目標 

 

看護実践における管理的側面については、それぞれの科学的・法的根拠を理解し、チー

ム医療における自らの役割を認識した上で実施する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★：１年以内に到達を目指す項目

★

①施設における医療安全管理体制について理解する ★ Ⅰ

②インシデント（ヒヤリ・ハット）事例や事故事例の報告を速やかに行う ★ Ⅰ

①施設内の医療情報に関する規定を理解する ★ Ⅰ

②患者等に対し、適切な情報提供を行う ★ Ⅱ

③プライバシーを保護して医療情報や記録物を取り扱う ★ Ⅰ

④看護記録の目的を理解し、看護記録を正確に作成する ★ Ⅱ

①業務の基準・手順に沿って実施する ★ Ⅰ

②複数の患者の看護ケアの優先度を考えて行動する ★ Ⅱ

③業務上の報告・連絡・相談を適切に行う ★ Ⅰ

④決められた業務を時間内に実施できるように調整する Ⅱ

①薬剤を適切に請求・受領・保管する（含、毒薬・劇薬・麻薬） Ⅱ

②血液製剤を適切に請求・受領・保管する Ⅱ

①定期的な防災訓練に参加し、災害発生時（地震・火災・水害・停電
等）には決められた初期行動を円滑に実施する

★ Ⅱ

②施設内の消火設備の定位置と避難ルートを把握し患者に説明する ★ Ⅰ

①規定に沿って適切に医療機器、器具を取り扱う ★ Ⅱ

②看護用品・衛生材料の整備・点検を行う ★ Ⅱ

①患者の負担を考慮し、物品を適切に使用する ★ Ⅱ

②費用対効果を考慮して衛生材料の物品を適切に選択する ★ Ⅱ

物品管理

業務管理

コスト管理

情報管理

到達の目安　　Ⅱ：指導の下でできる　Ⅰ：できる

安全管理

薬剤等の管理

災害・防災管
理

到達の目安
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４）看護技術を支える要素  

看護技術の到達目標に沿って研修内容を組み立てる時には、単に手順に従って実施する

のではなく、以下の「看護技術を支える要素」をすべて確認した上で実施する必要がある。

なお、新人助産師については、技術を実施する対象等がその他の看護職員とは異なるため、

「助産技術を支える要素」を確認するものとする。 

 

表７ 看護技術を支える要素 

 

１医療安全の確保 

①安全確保対策の適用の判断と実施 

②事故防止に向けた、チーム医療に必要なコミュニケーション 

③適切な感染管理に基づいた感染防止 

２患者及び家族ヘの説明と助言 

①看護ケアに関する患者ヘの十分な説明と患者の意思決定を支援する働きかけ 

②家族ヘの説明や助言 

３的確な看護判断と適切な看護技術の提供 

①科学的根拠（知識）と観察に基づいた看護技術の必要性の判断 

②看護技術の正確な方法の熟知と実施によるリスクの予測 

③患者の特性や状況に応じた看護技術の選択と応用 

④患者にとって安楽な方法での看護技術の実施 

⑤看護計画の立案と実施した看護ケアの正確な記録と評価 

 

表８ 助産技術を支える要素 
 
１母子の医療安全の確保  
①安全確保対策の適用の判断と実施 

②事故防止に向けた、チーム医療に必要なコミュニケーション 

③適切な感染管理に基づいた感染防止 

２妊産褥婦及び家族への説明と助言 

①ケアに関する妊産褥婦への十分な説明と妊産褥婦の選択を支援するための 

働きかけ 

②家族への配慮や助言  

３的確な判断と適切な助産技術の提供 

①科学的根拠（知識）と観察に基づいた助産技術の必要性の判断 

②助産技術の正確な方法の熟知と実施によるリスクの予測 

③妊産褥婦及び新生児の特性や状況に応じた助産技術の選択と応用 

④妊産褥婦及び新生児にとって安楽な方法での助産技術の実施 

⑤助産計画の立案と実施したケアの正確な記録と評価  

 

２．研修方法   

１）方法の適切な組合せ 

新人看護職員研修に活用可能な教育方法には表９に示すようなものがある。現場での教

育、集合研修、自己学習を適切な形で組み合わせる。講義形式のものに関しては、通信教

育や e-ラーニング研修などのＩＴを活用した方法もある。また、Off-JT→OJT OJT→

Off-JT のスパイラル学習は効果があると言われていることから、Off-JT と OJT は研修目

標に合わせて組み合わせることが適当である。 

例えば、医療安全の研修では、e-ラーニングで自己学習をした後に、シミュレーション
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に参加し訓練した後に、実際に臨床の場において実地指導者とともに手順に沿って実施し

てみる。そして、実施後にチェックリストを用いて、行為を振り返るなどの順番で研修を

組み合わせながら進める方法が考えられる。 

  

表９  教育方法の例 

 

 

２）研修の展開  

① 基本姿勢と態度に関する研修は早期に取り組む。そして、患者の自己決定やプライ

バシーの保護等の医療の倫理的課題に関する事例検討等を通して、看護職員として

の基本的な考え方を確認することが望ましい。 

 

② バイタルサインの観察等、看護の基本となる能力については、医療機器の数値にの

み頼って患者の状態を判断するのではなく、実際に患者に触れるなど、五感を用い

て患者の状態を判断することの重要性を認識させ、その能力を養う必要がある。 

  

③ 指導に当たっては、OJT においても Off-JT においても、単に新しい知識・技術を

提供するにとどまらず、新人看護職員が自ら、受け持った患者に必要な看護を考え

判断する能力を養えるよう指導する。 

  

④ 技術修得は、講義→演習・シミュレーション→臨床現場で実践の順に行うことが有

効である。まず、シミュレーションを実施し、次に、手技を実際に見せて、実際に

やってもらって危なければ手を添える、一人でやってもらう、といった段階的な

OJT が大切である。シミュレーションの後には、振り返りを行い、何ができるよう

になったのか、何が課題なのか見出すことが重要である。特に、侵襲性の高い行為

については、事前に集合研修等により、新人看護職員の修得状況を十分に確認した

上で段階的に実践させる必要がある。そして、段階（ステップ）ごとに評価し、で

きなかった場合は１つ前の段階に戻るなど一つずつ確認しながら研修を進める。 

 

⑤ 看護職員は複数の患者を受け持ちながらも、決められた時間内で優先度を判断し、

安全に看護を提供する必要がある。そのため、新人看護職員研修では個々の知識や

手法・適用など

講義

映像を活用
した指導法

時間や場所などの制約下において、臨床現場にできるだけ近い状態をイ
メージすることができる。技術学習(例えば注射技術やフィジカルアセスメント
技術等）に適している。

演習

ロール
プレイ

参加型・体験型学習形態のひとつ。学習者がある人物になりきり、その役
割・演技を通して、患者や家族に起こった出来事など、状況を設定して自ら
が演じることで、相手の理解を深めることができる。また、対応やコミュニケー
ション技術の修得に活用できる。

シミュレー
ション

模擬体験であり、現実に想定される条件をとり入れて実際に近い状況を作り
出し、その状況について学習する。例えば、緊急時の対応などの状況設定を
したトレーニングや侵襲的技術の学習に適している。

習熟度別
指導

ルールを先に教える方法。抽象的な概念（例えば医療・看護倫理、患者の権利等）や知識
を教授する時に、初めて学習するような場合は、まず原理原則を説明する。

患者のアセスメント、状況に基づく判断、患者の個別性を重視した対応等を学ぶ際に必要
とされる技能の学習などに適している。

学習者の習熟度に合わせて行う指導法。情報リテラシー、心電図の読み方など、知識や
経験の差が生じやすい内容に適している。

名称
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技術の修得だけではなく、優先順位を考えながら看護を実践するための能力を段階

的に身につけられるように指導する。 

 

⑥ 研修責任者は、新人看護職員の職場適応の状況を十分に把握すると同時に、精神的

な支援のできる専門家によって、新人看護職員や関連するスタッフの支援体制を整

備することが望ましい。適宜、集合研修の後などに、新人看護職員同士が定期的に

交流できる場を設けるなど、日々の研修の中に看護実践の振り返りや日常生活リズ

ムの把握などの精神的支援の方策を含んでいることが望ましい。 

 

 

３. 研修評価 

１）評価の考え方 

新人看護職員の評価は、修得してきたことの確認をするとともに、フィードバックを行

い、新人看護職員が自信を持って一歩ずつ能力を獲得していくために行うものである。評

価者は、新人看護職員と一緒に考え、励ます姿勢で評価を行う。 

 

２）評価時期 

① 評価時期は、各医療機関の状況等に応じて設定する。例えば、以下のような考え方

に基づき評価時期を設定することが考えられる。 

〈例〉 

就職後 

１か月後評価  リアリティーショックの状況等の把握とサポートを要する時期であ

る。 

   ３か月後評価  夜勤に向けて必要な看護技術を修得しているか等の確認を要する時

期である。 

   ６か月後評価  就職後半年の看護技術の修得度の確認と就職後１年に向け課題を整

理する時期である。 

１年後評価   新人看護職員研修の修了を認定する時期である。 

② 就職後早期の評価は、新人看護職員の職場ヘの適応の把握等の点から重要であり  

精神的な支援も含め綿密に行う必要がある。 

 

３）評価方法 

① 評価は、自己評価に加え実地指導者や教育担当者による他者評価を取り入れる。 

多職種からの評価や患者の視点からのフィードバックを取り入れることも考えら

れる。 

② 評価には、到達目標に関するチェックリストなどの評価表(自己評価及び他者評

価) を用いることとし、総合的な評価を行うに当たっては面談等も適宜取り入れ

る。 

③ 評価は、その時にできない事を次にできるようにするためのものであり、基本的

には臨床実践能力の向上を目指したフィードバックを行う。例えば、技術ができ

たか、できなかったかのみを評価するのでなく、次の行為につながるようにでき

たことを褒め、強みを確認し励ますような評価を行う。またその際には、新人看

護職員が主体的に今後の目標を設定し、継続して自己研鑽していくことができる

よう支援することも重要である。 

④ 総括的評価は、看護部門の教育担当者又は各部署の所属長が行う。また、新人看

護職員研修修了時には、所属部署や施設単位で修了証を発行するなどの方法もあ

る。 
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４. 研修手帳（研修ファイル）の活用 

新人看護職員が自らの目標を持ち、獲得した能力や成果を蓄積するために、ポートフォ

リオやパーソナルファイルと呼ばれる研修手帳（研修ファイル）の利用が効果的である。

研修手帳（研修ファイル）は、 

・看護職員の成長記録として利用できる 

・経験の蓄積を可視化することができる 

・研修手帳（研修ファイル）を介して他者へ経験を伝える手段になる 

などの特徴がある。そして、研修手帳（研修ファイル）は新人研修のみではなく継続教育

の記録としても利用でき、また所属部署や医療機関が変わっても利用できるものである。 

研修手帳（研修ファイル）に記載する内容としては、例えば、初めのページに「将来目指

すもの」「今年度目指すもの」「そのためのプラン」を記載しておくと、機会あるごとに目

標を確認することができる。研修での資料や記録をはさみ込めるようにしておくと記載の

負担なく経験を蓄積できる。また「到達目標のチェックリスト」を入れておくと、経験す

るごとにチェックして利用することができる。一定期間後、「実施したこと・分かったこ

と・考えたこと・成長したこと」や「他者からのコメント」を記載してもらうことで、成

長の振り返りを行うことができる。 

 

 

５. 新人看護職員研修プログラムの例（表 10）  

ここでは、新人看護職員研修プログラムの例を参考までに紹介する。ここで示す研修内

容はすべて行わなければならないものではなく、各施設の特性に合わせて内容や方法、時

間数を自由にアレンジする。また、自施設で行うほか、他施設との共同開催や活用、都道

府県・関係団体等が実施する研修を活用することも有効である。 

 

表 10 新人看護職員研修プログラムの例 

 

 

方法 時間 4月（入職時）～数日間 4月～6月 7～9月 10～3月

講義 1時間
・目標と計画
・研修手帳の活用方法

講義・演習 3時間
・患者の権利と看護者の責務
・看護者の倫理綱領
･接遇

・実践の振り返り

清潔・衣生活援助
技術
創傷管理技術

講義・演習 6時間 ・スキンケア
・褥瘡の予防：リスクアセ
スメント、体圧分散等

与薬の技術 講義・演習 6時間

・皮下注射、筋肉内注射
・点滴管理：薬剤準備、ボトル
交換、挿入部の固定、輸液量
の計算等
・輸液ポンプ、シリンジポンプ
の使い方

・点滴静脈内注射
・薬剤等の管理（毒薬・劇
薬・麻薬、血液製剤を含む）

・輸血の準備、輸血中と
輸血後の観察

救命救急処置技術 講義・演習 4時間
・急変時の対応：チームメン
バーへの応援要請等
・BLS、AED

症状・生体機能管
理技術

講義・演習 6時間 ・静脈血採血
･フィジカルアセスメント
・心電図モニター

感染防止の技術 講義・演習 2時間
・スタンダードプリコーションの
実施

その他配属部署で
必要な看護技術

OJT

安全管理
災害・防災管理

講義･演習 3時間

・医療安全対策：組織の体制、
職員を守る体制、事故防止策、
発生時の対応等
･消火設備

情報管理 講義･演習 3時間 ・個人情報保護
・診療情報の取り扱い
･記録

1時間 ・振り返り ・振り返り ・振り返り
研修の振り返り
フォローアップ

研修項目

1.新人看護職員研修の概要

2.看護職員として必要な基本
姿勢と態度

3.技術的
　側面

配属部署で必要な看護技術

4.管理的
　側面
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６. 技術指導の例（別冊） 

技術指導の例として、新人看護職員については「与薬の技術」と「活動・休息援助技 

術」、新人助産師については「新生児に対する技術」を示している。“到達目標”“到達ま

での期間”“看護技術を支える要素”“研修方法”“手順に沿った指導時の留意点”“チェッ

クリスト”で構成されている。ここでは、看護基礎教育とのつながりを考慮しており、新

人看護職員がどこまで修得できているのかの確認をすることだけではなく、新人看護職員

が気をつけるポイント、指導者にとって指導時のポイントが分かるように示している。  

＜新人看護職員＞ 

① 与薬の技術  

 

② 活動・休息援助技術 

 

＜新人助産師＞ 

新生児に対する援助技術 

 

 

Ⅲ. 実地指導者の育成 

新人看護職員研修を効果的に実施するためには指導者の育成が重要であることから、こ

こでは実地指導者の研修を企画する上で必要な到達目標、能力について示す。 

１. 到達目標 

① 新人看護職員の職場への適応状況を把握し、新人看護職員へ基本的な看護技術の

指導及び精神的支援ができる 

② 施設の新人看護職員研修計画に沿って、教育担当者、部署管理者とともに部署に

おける新人看護職員研修の個別プログラム立案、実施及び評価ができる 

 

２．実地指導者に求められる能力 

・新人看護職員に教育的に関わる能力 

・新人看護職員と適切な関係性を築くコミュニケーション能力 

・新人看護職員の置かれている状況を把握し、一緒に問題を解決する能力 

・新人看護職員研修の個々のプログラムを立案できる能力 

・新人看護職員の臨床実践能力を評価する能力 

  

以下の内容を学習し、役割を遂行できる能力を身につけていることが必要である。 
① 知識 

 ・新人看護職員研修体制と研修計画 

 ・新人看護職員研修における実地指導者の役割 

 ・看護基礎教育における到達目標と到達度 

 ・「新人看護職員研修ガイドライン」の理解 

・新人看護職員が陥りやすい研修上の問題や困難とその解決方法 

・指導方法や教育的な関わり方 

 

② 技術 

 ・新人看護職員の臨床実践能力に合った指導をする技術 

 ・支援につながる評価技術 

・円滑な人間関係の構築のためのコミュニケーション技術 

・個別の研修計画を立案する技術 
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③ 姿勢・態度 

 ・相手を尊重した態度で指導する 

 ・一緒にどうしたらよいのか考える 

 ・認めていることを伝え、励まし、新人看護職員の自立を支援する 

・新人看護職員との関わりや指導上で、困難や問題と感じた場合は、教育担当者や部署

管理者へ相談、助言を求めることができる 

 

３. 実地指導者研修プログラムの例（表 11） 

実地指導者研修プログラムの例を紹介する。ここで示す研修内容はすべて行わなければ

ならないものではなく、各施設の特性に合わせて内容や方法、時間数を自由にアレンジす

る。また、自施設で行うほか、他施設との共同開催や活用、都道府県・関係団体等が実施

する研修を活用することも有効である。 

実地指導者に対する研修においては、指導者としての不安・負担感を軽減することを目

的として、各部署の所属長又は教育担当者による面接や支援のための研修を定期的に実施

する必要があるといわれている。 

 

表 11 実地指導者研修プログラムの例 

 

 

 

Ⅳ. 教育担当者の育成 

ここでは、教育担当者の研修を企画する上で必要な到達目標、能力について示す。 

１. 到達目標 

① 新人看護職員の職場への適応状況を把握し、新人看護職員研修が効果的に行われ

るよう、実地指導者と新人看護職員ヘの指導及び精神的支援ができる。 

② 施設の新人看護職員研修計画に沿って、部署管理者とともに部署における新人看

護職員研修計画の立案と実施・評価ができる。 

③ 新人看護職員同士、実地指導者同士の意見交換や情報共有の場を設定し、新人看

護職員の実地指導者との関係調整と支援ができる。 

前年度※10～12 月 前年度※1～3 月 5 月・10 月・3 月

12 時間 6 時間 3 時間×3 回

1.組織の教育システム 講義

・組織の理念と人材育成の考え方

・院内の教育体制

・実地指導者の役割

・新人看護職員研修の概要

2.新人看護師の現状 講義

・看護基礎教育の現状 
・新人看護師の技術修得状況 
・新人看護職員研修ガイドライン

3.学習に関する基礎知識 講義

・学習理論：概念，動機付け，成人

学習等 
 

・教育方法：チームの力を活

用した学習支援 
・教育評価

4.メンタルサポート支援
講義

演習

・コーチング 
・カウンセリングスキル

・コミュニケーション

5.看護技術の指導方法 演習
・看護技術の評価方法 
・研修者同士での技術指導 
の実演 

新人看護職員研修の実際

と振り返り 演習
・実施状況の報告

・課題の共有と解決策の検討

※前年度：実地指導者としての役割を担う年度が始まる前の年度

研修項目 方法
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２.教育担当者に求められる能力 

・部署での新人看護職員研修を集合研修と部署での研修の連動の促進できるように企

画･計画する能力 

・最適な研修方法を選択して、新人看護職員及び実地指導者に教育的に関わる能力 

・新人看護職員の実地指導者との関係調整する能力 

・新人看護職員の臨床実践能力、研修計画などの評価を行う能力 

・研修責任者より示された新人看護職員研修の目標や研修体制を理解し、部署のスタッ

フに分かりやすく伝達する能力 

・研修計画を円滑に運用できるよう部署管理者や実地指導者を始め、部署内のスタッフ

に説明する能力 

・新人看護職員研修に関係するすべてのスタッフと適切な関係性を築くコミュニケー 

ション能力 

・新人看護職員の臨床実践能力の修得状況、新人看護職員の置かれている状況を把握し

た上で、実地指導者の指導上の問題を一緒に解決する能力 

 

以下の内容を学習し、役割を遂行できる能力を身につけていることが必要である。 

① 知識  

・新人看護職員をめぐる現状と課題 

・新人看護職員研修体制と研修計画 

・新人看護職員研修における教育担当者の役割 

・新人看護職員の受けた看護基礎教育の内容と到達目標及びその到達度 

・「新人看護職員研修ガイドライン」 

・新人看護職員研修を通しての臨床実践能力の構造 

（新人看護職員の指導に当たって、到達目標で示した「基本姿勢と態度」、「技術的側

面」、「管理的側面」は、3 つの目標が互いに関連しあい、統合されて初めて臨床実

践能力が向上するということを理解する。） 

・成人学習者の特徴と教育方法 

・指導方法や教育的関わり方 

・実地指導者が経験しやすい新人看護職員研修における指導上の問題や困難とその不

安・負担感を軽減する解決方法 

・評価の考え方とその方法、及びフィードバック方法 

 

② 技術 

・具体的な指導方法や評価する技術 

・年間研修計画、個別の研修計画を立案する技術  

・一人ひとりの臨床実践能力にあった指導をする技術 

・新人看護職員を育てる組織風土づくりができる技術 

・問題解決技法 

・円滑な人間関係の構築のため調整やコミュニケーション技術 

 

③ 姿勢・態度 

・相手を尊重した態度で指導する 

・一緒にどうしたらよいのか考える 

・新人看護職員の自立を支援するように、認めていることを伝え励ます 

・新人看護職員、実地指導者および部署の所属長と良好な関係を築くことができる 
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３.教育担当者研修プログラムの例（表 12） 

教育担当者研修プログラムの例を紹介する。ここで示す研修内容はすべて行わなければ

ならないものではなく、各施設の特性に合わせて内容や方法、時間数を自由にアレンジす

る。また、自施設で行うほか、他施設との共同開催や活用、都道府県・関係団体等が実施

する研修を活用することも有効である。また、他施設の研修プログラム企画・運営組織（委

員会等）の活動に参加することを研修に取り入れることも考えられる。 

なお、この例においては、対象者は実地指導者研修を既に受け、実地指導者としての経

験がある者としているため、必要があれば実地指導者研修の内容を追加することを前提と

し作成している。 

 

表 12 教育担当者研修プログラムの例 

 
 

 

 

 

Ⅴ.研修計画、研修体制等の評価 

研修責任者等は、新人看護職員研修、実地指導者及び教育担当者の研修終了時の評価だ

けではなく、研修終了後、実践の場での事後評価を行い、その結果を踏まえて研修の内容

や方法について見直し、研修計画の修正や翌年の研修計画の策定に役立てる。 

１.研修終了時の評価 

研修終了時の評価は、研修の評価として研修プログラムの妥当性や適切性を確認し、研

修プログラムの目標の達成度を判断するものである。基本的に評価は、研修に関わるすべ

ての人が評価対象になる。 

 

① 研修における目標、内容、方法、研修体制、講師、教材の適切さ、研修の開催時

期、時間、場所、評価時期、経費の適切さなどの研修の企画・運営の評価 

② 新人看護職員の到達目標の達成度 

③ 研修参加者の研修達成感や満足度の評価 

などを行う。 

 

研修前期 研修後期

6 時間 6 時間 1 時間×6 回

1.新人看護職員研修における
教育担当者の役割 

講義
演習

・教育担当者に対する期待 
・新人看護職員研修ガイドライン

2.到達目標の理解と設定
講義
演習

・組織の理念と人材育成の考え方
・自施設における新人看護職員
 研修の到達目標の設定 

3.教育に関する知識 講義
・カリキュラム，教育方法，教育
 評価など年間教育の立案に 
 必要な知識 

4.課題と解決策の検討 演習

・自身の経験に基づく新人看護 
 師・実地指導者・教育システム
 に関する課題の明確化と解決
 策の検討 
・現教育担当者との意見交換

・実施状況の報告
・課題の共有と解決策の検討

5.年間教育計画の立案
演習

・自部署の年間教育計画
 の立案 ・計画の見直し

 ※前年度：教育担当者としての役割を担う年度が始まる前の年度

※

研修項目 方法

前年度 4 月･5 月･6 月･7 月 

9 月･11 月 
1～3 月
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２. 研修終了後、実践の場での事後評価 

研修の成果として実務における新人看護職員の役割遂行の状況を評価する。 

① 新人看護職員の実務を通して、研修内容について、その重要性及び実用性、さら

に深めたかった内容、研修内容にはなかったが新たに取り上げて欲しい内容など

研修の企画・運営の評価 

② 新人看護職員の自己評価・他者評価による成果の評価 

③ 新人看護職員の事後評価と関連付けて、実地指導者及び教育担当者の育成や施設

の研修体制の評価 

などを行う。 

３. 評価の活用 

新人看護職員研修は、各医療機関の理念に基づき設計されている。上記 1、2 の新人看

護職員研修の評価を通じて、研修の理念、基本方針が適切であったか、各医療機関の目標

達成に貢献しているかなどを評価し、運営組織にフィードバックすることにより活用する。 

 

 



【資料 2－⑥】

大学における看護系人材養成の在り方に関する検討会 

最終報告 

平成２３年３月１１日 

大学における看護系人材養成の在り方に関する検討会 
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